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はじめに  

 

市場環境の変化と技術の絶え間ない発展により、情報へのアクセスが容易になり、

知識の深まりと迅速なコミュニケーションが可能になった。具体的には、まず、グロー

バル化である。1989 年に世界経済は、伝統的な貿易障壁が崩壊しベルリンの壁も崩壊

した。今日のグローバル化の第一歩であった。グローバル化はその後も止まらず、その

結果、今日では、企業は異なる市場からの競争を常に予期しなければならなくなってい

る。さらに、もう一つの勢いは IT の発展が進んでいることである。 IT アプリケーショ

ンの使用の増加（Tidd & Bessant、2009）より、情報を迅速に処理し共有することがで

き、これを利用して、今までにないマーケティングの手法や業務プロセスなどの可能性

が生まれた。  

これらの変化は単に企業に影響を与えるだけでなく、顧客の行動にも刺激を与える。

その結果、企業は絶え間なく変化する状況や顧客の要求に迅速に対応しなければならな

いだけでなく、イノベーションに関する洞察が不可欠になった。これらの変化はすべて

新しい知識をもたらし、これがさらに新しいマーケティング手法と業務プロセスを求め

ることとなる。すなわち、この新たな知識の普及と新たなマーケティング手法と業務プ

ロセスの開発の循環は、顧客の行動に刺激を与える新たなサービスの重要度の増加をも

たらすのである。  

IT の発展により、各業界の境界線が顕著に薄くなってきた時代には、B2C のみならず、

B2B においても、従来からすでに多くの企業は製品に付け加えた「カスタマーサービス」

を提供してきた。しかし、製品のコモディティ化が進展するにつれ、モノを中心に生産

する企業がサービスの開発に注力している。さらに、しばしば実質的な差別化を実現し、
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より大きな収益を可能にしているサービスが珍しくない。 IBM や GE といったグローバ

ル企業のこれまでの動きなどから、多くの製造業企業が大きな収益源としてのサービス

事業への参加を促す力となっている（Bitner & Brown、2006）  

一方、イノベーションそのものがグローバル化している。サービスイノベーション

をグローバルに最大限利用することで、収益性を維持しながら競合他社とさらに差をつ

けることが期待できる。  

前述したように、企業を取り巻く市場環境の変化、また、世の中全体に大きなイ

ンパクトをもたらす技術の激的な進歩の下、製品ライフサイクルが短期化しいため、製

品のイノベーションだけでは、コモディティ化やコスト競争に陥りやすい傾向がみられ

る。これによって、顧客価値を高めるためにサービスイノベーションにより差別化を図

り、価値を加えて、競争を乗り越える経営戦略が一層求められているだろう。   

本研究に着手した動機として顧客価値、そして、サービスという広義な観点から

議論し、企業にとってのサービスイノベーションを構造的に示すと共に、今日的な市場

環境における日本企業の競争力を高めるためには、顧客価値を向上することに抜本的に

取り組むことが重要な経営問題であることを仮定した。また、この問題への一つの対応

として、認知された顧客価値に基づく戦略的サービスイノベーションのパラダイムを提

示する。これは、サービスを充実化することを通じて顧客価値を高めるための戦略アプ

ローチであり、実施する際に取り組むべき新たな戦略のフレームワークを明示し、これ

に関わるトップマネジメントの役割を示す。  

本論文において定義する、サービスイノベーション志向の経営戦略とは、企業のビ

ジョンに基づき、顧客の価値を高めるサービスの充実化の目標を明示し、その実現に向

けて、社会トレンドの洞察力、オープンイノベーション力、サービス志向の従業員教育

力という三つのサービスイノベーション推進能力を活用する方策のことである。  
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本論文の構成は、次のとおりである。  

第 1 章では、本研究の背景と目的について論述する。  

第 2 章では、サービスに関する先行研究レビューを通して、既存研究におけるサービ

ス概念を整理しながら、サービスの本質、また顧客価値との関係について論じる。サー

ビス概念にはさまざまなものがあり、いまだに検討すべき課題が多く、したがって、サ

ービスの本質を問う研究がもっとなされなければならないことを主張する。  

第 3 章では、イノベーションの研究を整理し、企業経営におけるイノベーションの位

置づけを明らかにする。一方、顧客価値を創出するためのオープンイノベーションの役

割を示す。そして、経営戦略の視点からサービスイノベーションと顧客価値を論じる。  

第 4 章では、商品1設計に関して、顧客の位置づけを明らかにし、顧客価値の創出に結

びつく商品設計のマインドセットを論じる。Drucker (1985) は「事業の目的は顧客の創

造である」と主張した。これまでのサービスイノベーションとその特性についての結論

を結び付けたうえで、サービスとイノベーションの両方の特性とそのプロセスの性質を

強調するサービスイノベーションの定義が必要と考えられる。先行研究を踏まえ、企業

を取り巻く経営環境のとどまらない変化の下、幅広い意味でのサービスイノベーション

を再定義する必要があるとみなせる。そのため、本研究においては、経営戦略の観点か

ら、サービスイノベーションの定義を新たに提示したい。サービスイノベーションとは、

顧客のニーズを踏まえて、生活様式を一変するような無形な価値の創出であると考える。 

第 5 章では、日本企業にとっての大切な顧客価値を高めるサービスイノベーションの

必要性を再認識し、その生成メカニズムを解明する。そして、このイノベーションを推

進する効果的な戦略に関わる、以下の 4 つの仮説を導いた。  

仮説 1：企業にとって大事な顧客の価値を高めるには、 顧客とのコミュニケーション

を踏まえ、顧客視点の商品のコンセプトの提示、さらには、ネットとの融合によるサー
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ビスイノベーションを推進しなければならない。  

仮説 2：サービスイノベーションの推進を図るには社会のトレンドの洞察力、オープ

ンイノベーション力、サービス志向の従業員教育力を活かして、サービスの充実化に力

点を置いた経営戦略を実践する。  

仮説 3：この経営戦略を効果的に実践するにはトップの戦略的かつ積極的な関与が重

要になる。  

仮説 4：この経営戦略の実践は顧客との円滑なコミュニケーションを促進し、マーケ

ットシェアを高める。  

第 6 章では、この仮説を実証研究により検証する。その仮説の構成は、アジア市場に

おけるサービスイノベーションを推進するためには、企業のトップマネジメントの戦略

的かつ積極的な関与の下に、日本企業は社会トレンドの洞察力、オープンイノベーショ

ン力、サービス志向の従業員教育力という主たる三つの力を蓄えることによりサービス

イノベーションと顧客価値の好循環メカニズムを形成していくことが大事である。  

第 7 章では、本研究の結論及びその考察を提示する。本論文では、事例の分析およ

びアンケート調査の分析結果に基づき、サービスイノベーションのメカニズムの全体像

を明らかにした。それに加え、その戦略的サービスイノベーションの基盤となる要因と

して、サービスの充実化を取り込んだ経営戦略の必要性を提言したい。そのサービスイ

ノベーション志向の経営戦略には、トップ自ら積極的かつ戦略的に関与し、社会トレン

ドの洞察力、オープンイノベーション力とサービス志向の従業員教育力を活用すること

が大事である。そして、日本市場をはじめ、アジア市場においては、サービスの充実化

に力を入れた日本企業は顧客価値を高めるサービスイノベーションを実現し、競争優位

性を示すことで、アジア事業の成功に導いたことが明らかになった。すなわち、日本企

業がアジア事業を展開する際、顧客価値を高めるにはサービスイノベーションの実現が

必要なのである。そのため、経営戦略として、サービスの充実化に力を入れることが不



     (はじめに) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 5 

 

可欠であると結論付けることができる。つまり、認知された顧客価値に基づく戦略的サ

ービスイノベーションのパラダイムを提示したい。 

 

1 本研究において、顧客視点での商品を先行研究（Edvardsson ,1997; 近藤 , 1999)に依拠

し、一般的に製品、サービス、ソフトウェアなど、いわゆる有形のモノと無形のモノ、

あるいは有形の要素と無形の要素の組み合わせとする。  
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第 1 章 研究の背景と研究目的 

2017 年  1 月  12 日、Boston Consulting Group (BCG）が発表したイノベーションに関

する調査レポート「The Most Innovative Companies 2016: Getting Past "Not Invented Here"」

によれば、最もイノベーションに優れた企業のランキングの中で、日本企業では、トヨ

タが  8 位 (2015 年：6 位 )、NTT ドコモが  39 位 (2016 年には初のランキング入り )、ホ

ンダが  48 位 (2013 年以来のランキング入り )の  3 社がランキングに入るにとどまって

いる 1。そのランキングでは、上位  4 位までの順位は 2015 年と変わらず  アップル  が調

査開始以来の首位を獲得し続け、2 位は  3 年連続でグーグル、2015 年の  3 位の  テス

ラモーターズが今回も順位を守り、4 位は  マイクロソフト (5 年連続 )となっている。同

調査の 2015 年のランキングには、日本企業 5 社がランクインしていた。図表 1- 1 が示

すように、イノベーションが企業の競争力の源泉であるという視点からは、日本企業の

競争力が低下している傾向がみられる。  

図表 1-1   イノベーション企業ランキング  50 社（2016 年）  

  

（出所：BCG Global Innovation Survey, 2016 より）  

第1節 研究の問題意識の提示  

日本企業は 1990 年代以降、長い長期不況を経験しながら、収益構造の改善のために
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努力してきた。日本企業の収益性は、円安に支えられ、最近では改善傾向を見せたが、

台湾の鴻海に売却されたシャープの事例のように、日本企業の戦略の調整はまだ現在進

行形である。これは長期不況の初期、日本が当時の経済状況の認識を正しくしていなか

った結果、方向が見つからず、戦略の混乱を見せたからだとすることができる。初期の

戦略的ミスの後遺症が次の時期の戦略に歪みをもたらし、日本企業の収益回復をより困

難にしたものと考えられる。  

長期不況のきっかけとなったバブルの崩壊は 1991 年から始まったが、1991 年当時、

日本経済の成長率は 3.4％に達しっていたため、日本政府と企業は、問題の深刻さを正

確に把握できなかった。経済産業委員会調査室 (2013)によると、バブル崩壊は不動産、

建設、金融業界の問題であり、日本の製造業は、堅実だという認識が広まっていた。日

本経済の成長率が 1993 年に 0.17％までに落ち込んだ時点でも、ほとんどの日本企業は

これを通常の景気循環とみなし、バブル崩壊で悪化した財務構造の改善に焦点を当てな

がら、既存の日本式経営を強化する戦略を固守した。  

景気の悪化で、製造業では過剰設備、過剰人員、過剰債務などの 3 大過剰の問題が台

頭したが、企業はコストの削減、経費削減など、通常の不況対策に重点を置いて、根本

的な革新に取り組んでこなかった。1990 年代だけでも日本式経営の自信が大きかった

のである。当時、世界トップクラスの競争力を持っていた日本の電子産業では、ソニー

がウォークマンをカセット型から MD2に変えるなど改良型製品の開発に重点を置いて

いた。このような従来の改良型製品戦略とコスト削減対策が徐々に限界を露呈してきた

中で、日本の不況は長期化した。1990 年代末から 2000 年代初頭には、日本企業全体の

不調が拡大し、これらを支援してきた大手銀行の経営も悪化した。実際に商業銀行であ

った北海道拓殖銀行が破産することにより、日本経済の全体的な危機感が高まった。  

企業の不良債権処理と産業戦略の調整を先送りして低成長が長期化し、銀行の不良債

権がさらに積み上がって、最終的に銀行自体の不健全化につながったのである。金融界
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では担当者がその企業の債務が自分の在任期間にさらされないように追加の支援をする

事態も発生し、最終的に不良債権の規模を拡大させた。このように、日本企業や銀行の

意思決定プロセスは急速に変化する経済環境に果敢な決断をせず、根本的な戦略の調整

の遅れを招いたと考えられる。日本企業はその場の経費節減対策に集中したため、成長

事業を強化できず、徐々に競争力が弱まった。銀行の不良債権問題が深刻化し、1997 年

に 4 大証券会社の一角であった山一証券の倒産、1998 年の北海道拓殖銀行の破産とい

う金融危機に陥り、徐々に戦略の調整が本格化した。既存の日本式経営の自信が崩れ、

グローバルスタンダードを導入しなければならないという認識が広がった（鶴、2005）。   

日本企業と産業の発展を支えてきた終身雇用制、年功序列制などが企業の戦略の調整

の障害として認識され、日本式経営の基礎であった雇用システムも変化し始めた。年俸

制が広がって、非正規職の活用も拡大した。大企業の場合、正規職に関しては、終身雇

用慣行が持続されたが、同期入社者の中でも、徐々に昇進と年俸の差が大きくなった。  

しかし、雇用削減、賃金抑制にもかかわらず、売上高は減少し、新規事業の開拓も不

振に直面する場合が多く、収益率の回復は容易ではなかった。長期間にわたり緩やかに

進行した日本企業の雇用調整に国全体の戦略の調整期間も長くなり、消費不振、経済停

滞を脱することがより困難になった。結果的に日本企業がいくら経費を削減しても、収

益を増やすのが困難な状況となった。また、グローバルスタンダードを機械的に導入し、

四半期の収益に焦点を当てた短期成果を強調ようになると、日本企業の長所であった長

期的視点での技術や製品の開発投資が後退する副作用が現れた (小松、2011)。  

ただし、グローバルスタンダードが広がることで、日本での競合他社間の事業統合や

企業合併により過剰設備の問題を解決しようとする動きが徐々に活気を帯びるようにな

った。2000 年代初頭には銀行、鉄鋼、石油化学、電気電子などの主要産業で大企業間の

統合が行われた。20 個以上であった商業銀行が大規模な 3 大メガバンクが主導する体制

に再編された。2001 年に三井グループのさくら銀行と住友グループの住友銀行が合併
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するなど、戦後の日本経済を主導してきた 6 大企業の集団間の企業統合や事業統合まで

行われながら、企業の再編が加速された。この過程で、企業内の相互出資比率が低下し、

企業集団の関係が弱まった。グループ内の銀行と大企業、中堅中小企業まで網羅した系

列融資というクレジットシステムが弱くなったのは、長期的視点からの研究や投資活動

を萎縮させる効果もあったが、採算性のない事業の早期撤退の調整を促進する効果があ

った。経済産業省「平成 25 年度  製造基盤技術実態等調査」より図表 1-2 が示したよう

に日本企業の合併の推移をみると、1990 年代後半から 2000 年代初めにかけて大きく拡

大している様子が見てとれる。  

図表 1-2  形態別からみた全産業のＭ＆Ａ件数の推移（形態別）（単位：件）  

 

( 出所：経済産業省「平成 25 年度  製造基盤技術実態等調査」より ) 

2000 年代半ば以降、日本企業の戦略の調整の成果が一部可視化されてくる中で、短期

志向の問題を抑制し、日本式経営の利点を組み合わせする努力が多くなった。成果主義

の年俸制を導入した日本企業の場合も、新規採用後の一定期間までは年功序列的な要素

を再強化する一方、成果評価で育成や組織への貢献などを考慮する傾向が強まった。経

済産業省が公表した「イノベーションを推進するための取組について」（平成 28 年）に

より、日本企業はグローバルスタンダードの導入により、過度に短期の成果の達成に偏
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った視点を変更しながら、中長期的な技術開発およびビジネスの投資戦略を強化した。

特に素材分野では、炭素繊維や水処理における分離技術、IT 機器関連素材など数十年の

間の研究開発成果をもとにした製品のイノベーションの効果が現れ始めた。既存の慣行

や経営システムで捨てる部分と捨ててはならない部分を確認しながら、時代のトレンド

に合わせてイノベーションを追求する方向が強まっているのである。  

図表 1-3 トヨタグループの研究・開発体制  

 

(出所：トヨタ自動車 HP より ) 

 

トヨタでは、「基礎研究開発」「先行技術開発」「製品開発」の開発フェーズを通して研

究・開発に取り組んでおり、これらの開発フェーズが連携・融合し合うことで、最少の

時間で、先進的、高品質で魅力的なクルマが継続的に開発されている。トヨタのような

企業は、既存事業の合理化と戦略の調整だけでなく、中長期的な利益創出力を強化する

ための新規成長事業の開拓と育成にも積極的な姿を見せてきた。トヨタ自動車は、日常

的な製造現場での合理化、製品設計段階でのコスト削減に優れているが、1990 年代末に

ハイブリッド車を開発して、2000 年代に普及させることに成功しているなど、絶えず新

製品の開発能力を強化しながら、収益性の向上に成功している。トヨタの強みは、トヨ

タ生産システムにあるとの誤解も多いが、実際には、トヨタの製品開発システムは、ト
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ヨタの強みの一つと考えられる。  

一方政府は、長期不況突入後の相当期間、産業の調整を主導していなかったが、1990

年代末頃に、日本経済の危機が高まると産業再生政策を模索し始めた。過去の通商産業

省（現経済産業省）は、景気が後退して過剰設備の問題が台頭するたびに、民間企業に

対する行政指導を通じて過剰設備の廃棄、稼働率の調整などを誘導したが、1990 年代以

降には、企業による自主的な統合をサポートする姿勢に転じた。もちろん、主要な製造

業での企業間統合プロセスなど、政府の影響力が作用したのは事実である。  

図表 1-4  産業革新機構の枠組  

 

（出所：産業革新機構 HP より）  

1999 年に導入された「産業活力再生特別措置法（産業再生法）」は、民間企業の間の

統合と事業統合の税制・金融支援と独占禁止の例外の適用などを制度的に可能にした。

企業の統合と構造調整を通じた産業の新陳代謝を狙ったものである。産業再生法は、

2003 年、2007 年に拡大延長された後、2009 年に「産業活力の再生及び産業活動の革新
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に関する特別措置法（産業活力法）」に名称が改正された後、2014 年に安倍政権で「産

業競争力強化法」が施行された。また、経済産業省経済産業政策局が公開した「株式会

社産業革新機構について」（平成 25 年）により、産業再生法を側面支援する政府系ファ

ンドである産業再生機構が、様々な企業の統合、事業統合計画に資金を支援した。これ

は 2009 年以来、産業革新機構に改編されて活動している。  

このような政府の産業再生政策では、過去の経済産業省の独占禁止政策を担当する公

正取引委員会が事業者と対立していた姿は見えなくなった。事業統合で市場支配力が強

化されることができる様々な案件について、経済産業省と各省庁が省庁間協力すること

ができる政策推進体制を整えたからである。経済産業省の平成 21 年の公表資料（「我が

国の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する基本的な指針」）により、産業再生政策

を複数省庁が水平的に推進する形を整えたので総合調整の役割が強化された。  

政府のこのような産業再生政策は鉄鋼、造船、化学などの大規模な製造業の調整を促

進する効果を発揮した。また、経営危機を経験していた各地方の中小企業の活力向上に

も貢献した。株式会社ダイエーの資料によると、日本最大の流通企業であったダイエー

が 2000 年代の経営危機の中で破産を免れることができたのも、産業再生法を活用し、

産業再生機構からの資金支援を受けたためであり、その後ダイエーは 2013 年に順調に

巨大流通会社である「イオン」に統合することができた。2006 年に当時の小泉首相によ

って新経済成長戦略が初めて示されてから、歴代政権の成長戦略は大きな成果を上げら

れないまま政権が変わるたびに、新たな成長戦略が提示されてきた。ただし、これらの

ポリシーは、名称などが変わっても、日本が自らイノベーションを主導し、成長産業を

発展させるためには、基礎技術、応用技術、企業の製品開発などを網羅するイノベーシ

ョンシステムを構築する必要があるという基本的な方向はある程度維持されてきたので、

ポリシーの累積的な効果の面で肯定的な側面もあった。経済産業省が公開した「経済成

長戦略大綱」により、グリーンイノベーション、IT イノベーション、新素材のイノベー

ション、ヘルスケア新事業育成など、次世代成長産業を育成しようとする政策の効果が
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少しずつ蓄積されている状況である。  

図表 1-5  再生可能エネルギー等による設備容量の推移  

 

( 出所：資源エネルギー庁「再生可能エネルギーの効率的な導入について」より ) 

グリーンイノベーションの場合、2011 年の東日本大震災の後より加速され、太陽光、

風力、水力などの再生可能エネルギーの電力生産の場合、2012〜2014 年の間に年平均

33％の増加を示した。パナソニック株式会社の資料によれば、再生可能エネルギーが急

成長する中で、様々な環境にやさしいエネルギー関連産業も成長しながら、技術力を高

めており、パナソニックは 2016 年にシリコン系太陽電池のモジュール電力変換効率を

23.8％に上げ、これまで世界最高だった米国のサンパワーの 22.8％を上回った。パナソ

ニックはアモルファスシリコン素材を混合するヘテロ構造の素材技術と高発電効率を達

成したものである。  

政府はこのような民間主導の新成長産業を促進するための規制緩和を進めている。特

定の産業を集中育成する方式である過去の産業政策の比重は低くなったが、日本政府は、

民間企業との対話、協議などを通じて、次世代産業のビジョンを共有し、共感を形成す

るために努力している。そして、経済産業省が平成 28 年 4 月 27 日に公開した「新産業
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構造ビジョン－第４次産業革命をリードする日本の戦略」により、このような次世代の

有望産業の方向に合わせて新たな成長産業を形成するための国家戦略としての技術投資、

資金支援などを着実に実施している。  

内閣府の資料によると、アベノミクスの重要政策の一つである産業の競争力強化法は

企業が新規事業を検討する際に、当該事業が適切であるかどうかを政府が解釈した。政

府は既存の法律の限界を克服しながら、行政の主導性と柔軟性を高め、民間企業の創造

活動の支援を開始した。  

一方、長期不況のトンネルを脱却した日本企業はアジア市場への進出を強化している。

日本企業は、アジア市場の中間所得層をボリュームゾーン（Volume Zone）と定義し、

集中進出し始めた。  

図表  1-6   アジアの中間層の推移  

 

（出所：経済産業省「通商白書 2010」より）  

図表 1-6 と図表 1-7 からわかるように、中国をはじめとするアジアの主要市場の中間
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所得層が、2020 年には 20 億人に拡大すると見られるなど、今後、アジア市場の高い経

済成長とともにボリュームゾーンが大きく拡大すると予想されている。このボリューム

ゾーンを開拓するために、日本企業は、アジア市場の現地消費者の好みに合った製品機

能の開発と価格低減に注力している。現地拠点の製造ノウハウの向上と現地の研究開発

体制も強化している。日本企業は大卒の新規従業員の採用も外国人を優先しながら、ア

ジア市場の現地窓口を利用しており、これをグローバルレベルで活用するリバースイノ

ベーション体制の構築に乗り出している。経済産業省の「通商白書 2010」によると、ア

ジア市場に対する日本企業の投資規模も大きく増えている。市場の消費者の購買力が増

大され、消費市場としての価値が高まっている。  

図表  1-7  アジア新興国における所得階層別人口の推移  

 

（出所：経済産業省「通商白書 2010」より）  

世界銀行 (World Bank)の「Global Economic Prospects 2007」によると、中国、イン

ド、インドネシアなどアジア市場での中産階級に分類することができる消費者のシェア

は 4.2％から 2030 年までに 15％に達すると予想されている。消費市場として市場の躍

進は、既に可視化されている。国際電気通信連合（ITU）によると 2017 年に BRICs 地
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域の携帯電話加入者数は約３０億人を越えている。アジア市場の世界市場の成長寄与率

が 60％に達している。  

日本の景気の回復は根本的に世界的な需要拡大に伴う輸出好調に起因する。国内市場

の成長は鈍化しており、消費も停滞が予想されている。また、産業内調整が進展し、過

去に比べて固々の企業の事業構造面での選択と集中が行われたことから、もはや国内市

場だけでは満足できない状況となった。したがって、日本企業のグローバル化は避けら

れない選択でもある。今までは、すでに市場が形成されている先進国市場を中心に事業

を展開してきたが、中国企業をはじめとする競合他社との熾烈な競争を繰り広げており、

持続的な成長を保証することはできない状況である。したがって、日本の企業が海外市

場を拡大するためには、別の成長軸が必要であり、それがアジア市場である。  

図表  1-8    2013 年 ASEAN 新興国における主要耐久財の普及率状況  

 

（出所：経済産業省「平成  26 年度新興国市場開拓事業調査報告書」より）  
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アジア市場は、市場規模に比べてまだ主要製品の普及率が高くなく、成長の可能性が

非常に大きい状況である。   

アジア市場を主に生産基地の観点で見てきた日本企業が、消費市場としてのアジア市

場で長期的にどのように大きな成果を収めるかは、今後見守る必要もあるが、ボリュー

ムゾーンは先進国の基準では、低所得層の市場に属するため、この市場の開拓は日本企

業の既存のプレミアムブランドイメージとの摩擦もあるだろう。しかし、資生堂のよう

にプレミアムブランドを維持しながら、マルチブランド戦略を使用して成果を上げてお

り、日産自動車はアジア市場ベースのコストイノベーションを達成している。日本企業

のアジア市場での営業利益も大きく増えている。日本企業の戦略は単にアジア市場戦略

に終わるのではなく、ボリュームゾーンに基づいて、次世代製品のグローバルリーダー

シップを回復するという全世界の戦略の一環として展開されている（小林等 ,2013）。  

競争戦略の次元で先進国の競合企業と新興国企業への対応を考える必要がある。今後、

高成長が予想される市場に今からでも本格的に進出し、先進国の競合企業の市場での地

位を弱体化させ、同時に新興国企業の成長も牽制するというものである。日本企業は長

期不況を経験しながら、市場での主導権を失ってきたが、イノベーションとその背景に

なる技術力においては、まだ秀れていると考えられる。したがって、日本企業の市場進

出の強化はイノベーションと技術力を基礎に、手遅れになる前に、市場での先進国の競

合企業と新興国企業の独走を防ぐという意味がある。  

さて、日本企業は、インテリジェントで個性を持った製品開発でも対応してきている。

自律走行車は、自動車ではなく、新しい自動運転車、既存製品のコンセプトを根本的に

革新している。スニーカーや服、家電製品にも知性を持つ新製品コンセプトの革新が出

始めた。例えば、シャープが 2015 年末に発売した電子レンジは、顧客の習性を把握し、

それに合わせたサービスの提供をすることを製品コンセプトとした。たとえば、「海鮮焼

きそば」を調理する場合、家にあるお好みの野菜と、買い置きしている冷凍シーフード
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や麺などを凍ったまま角皿に並べ、一緒に調理することが可能である。 3 

これらの製品のスマート化のためには、エコシステムの活用が重要である。製品と製

品、人間と製品の接続効果に基づいて、エコシステムが形成され、製品の機能や品質の

向上に活用されている。例えば、自律走行車は、顧客の音楽の好みを把握し、適切なス

ピーカー製品の販促イベントを紹介し、明日のドライブ前に自分の状態をチェックしな

がら、朝にドアを開ける、部品状態をアドバイスする機能などが現実化されている。自

動車のエコシステムは、ハードウェアやソフトウェアだけでなく、無数のサービスが含

まれている。パナソニックはトヨタと提携して、ユーザーが車で帰宅するタイミングで

エアコンの起動をお知らせする機能を提供しており、大和ハウスと HEMS サービス 4を

通じて、省エネ機能を提供する 5。  

これらの製品のスマート化で日本企業が念頭に置いているのは、新しい顧客価値づく

りである。経済産業省が公開した「新産業構造ビジョン」（平成 28 年）によると、製品

の価値は、ハードウェア、ソフトウェア自体より新しい顧客価値づくりのに依存してい

るからである。単純に家電製品をインターネットに接続するなど、既存の製品の改善と

進化を考えるのではなく、新しい顧客価値づくりを先に構想し、ここに合わせてソフト

ウェアを次の目的に考えて、最後に、ハードウェアを開発するという戦略である。  

また、2006 年に、経済産業省で行われた「サービス産業の生産性向上とサービスイノ

ベーションに関する研究会」により、2007 年に経済団体「サービス産業生産性協議会」

（SPRING と略称される）が設立された。それは日本におけるサービスイノベーション

への本格的な取り組みの第一歩として見られる。サービス産業生産性協議会のホームペ

ージの情報によれば、この組織は、日本生産性本部の全面的な支援を受け、経済産業省
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だけでなく文部科学省、総務省、農林水産省なども参加し、東京大学をはじめとする大

学や研究機関からの参加も得た産学連携のプラットフォームとして活動をはじめた。  

アマゾンのような例をみれば、革新的なサービスは、サービス業に限らず、多くの業

界、様々な異なった分野、あらゆるビジネス領域に大きな変化をもたらすに違いない。

しかしながら、いまだに、サービスを対象にしたイノベーションのプロセスをどのよう

にモデル化し、体系的に促進させるかについては十分解明されていない。企業が本格的

にサービスイノベーションに取り組む意欲を高めるものでなくてはならない。サービス

に付加された価値の増進をもたらすサービスイノベーションのプロセスをよりよく理解

することは、国際的競争優位性の実質的な増強につながると考えられる。  

一方、サービスイノベーションのプロセスは、単に現在の顧客を維持するだけでなく、

新しい顧客を企業に引き寄せるものであることを理解しなければならない（Gustafsson & 

Johnson、2003)。  

 

第2節 研究目的  

2008 年 9 月の世界的な金融危機は、これまで世界経済の成長の中心軸であった米国、

EU、日本などの先進経済圏の相対的な衰退と中国、インドをはじめとするアジア新興国

の台頭という新しい流れを生み出した。グローバル金融危機の震源地である米国と欧州

先進国はもちろん、これらの国々への輸出依存度が比較的高い日本にも直接的な影響を

及ぼした。日本の場合、最終財輸出はもちろん、海外生産拠点の部品や中間財の輸出も
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大幅に減少し、国内生産も大きな打撃を受けた。中間財の輸出も大幅に減少し、国内生

産も大きな打撃を受けた。アジア地域が世界経済の成長エンジンとなり、日本政府は、

世界的な金融危機の後も高い経済成長を成し遂げているアジア経済圏とその他の新興国

を輸出の候補地域として注目した。2008 年のグローバル金融危機を契機に、日本政府と

企業は、アジア新興市場進出戦略を強化している。政府レベルでは、アジアを中心とし

た新興国との FTA 締結はもちろんインフラ輸出を強化し、アジア地域の広域開発計画を

主導する。BOP（Base or Bottom Of the economic Pyramid、低所得層）ビジネスサポート

制度など、様々な戦略と支援を行っている。経済産業省「「新中間層獲得戦略」（平成 24

年）では、企業も、既存の先進国市場向けの高付加価値中心の経営戦略ではなく、新興

国の中間層（MOP：Middle Of the economic Pyramid）を重視する方向で経営戦略を再編

している。多くの企業は、様々な市場環境において、生活者の視点で顧客ニーズを吸い

上げることで、複雑な障壁を乗り越えようとしている。そのために、認知された顧客価

値の本質をはじめとし、顧客価値を高めるサービスイノベーションを推進する経営戦略

の必須条件を解明することにより、競争優位性を獲得するメカニズムを提示していく必

要がある。  

このような問題意識と問題設定に基づいて、本研究の目的として、アジアに事業展開

する日本企業の競争力強化のために、次のような戦略的な示唆を提示したい。まず、技

術とサービスを結合する事例の提示を介してサービスの革新のための分析の枠組みを確

立し、サービスイノベーションの構成要素を明らかにする。次に、経営戦略の視点でサ

ービスイノベーションを推進するメカニズムを解明する。さらに、日本企業の IoT の導

入と活用事例の分析を通じて、海外市場、とりわけアジア市場において、戦略的サービ

スイノベーションを促進するための適切な経営戦略を提示する。すなわち、企業にとっ

ての大切な顧客価値の抜本的な見直しのもとに技術とサービスの組み合わせを通じた、
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日本企業の国際競争力を向上するための経営戦略の方向性を提示することを、本研究は

目的とする。  

第 3 節 研究の位置づけと研究アプローチ  

時代を問わず、製造業の成功の本質は、より良い品質の商品を低コストで生産し、顧

客が希望する時間と場所に提供することから始まる。物財を作るメーカーだけでなく、

無形財、すなわちサービスを作って販売する場合も本質的には大きく変わらない。経済

産業省製造産業局が公開した「製造業をめぐる現状と課題」（平成 26 年）によると、顧

客が支払う対価、あるいは市場価格に比べて、より多くの価値を提供し、対価が一定で

ある場合はより低コストで製品やサービスを提供することに優れた能力を持った企業が、

最終的には競争で勝ち、市場で生き残る企業になる。品質、技術革新とコスト削減のた

めの企業の努力と熾烈な競争は消費者に恩恵をもたらし、産業と国家経済の成長を導い

ている。 

一方、中国などでは、新興国企業の猛烈な追撃と欧米企業の強固な牽制に挟まれた

サンドイッチを突破することも、現在、日本企業が直面している課題である。最近多く

の日本企業が共通して経験している成長停滞、または低成長の徴候は、日常的なレベル

の改善活動や生産要素の量的投入拡大などの既存の対応方法で解決するのは難しい問題

だと考えられる。。企業のバリューチェーン全体を根から揺るがし、全面的に解体と再

結合するほどのイノベーションを伴うとき、初めて新しい顧客と市場を確保することが

できる。その点で IoT を中心としたサービスイノベーションは日本企業が必要性を認識

し、大胆な発想の転換と具体的な実行をサポートする便利なツールになると期待され

る。 

サービスイノベーションに対する研究は、事例の分析および実証研究を通じてアプ

ローチし、サービスイノベーションのメカニズムの全体像を明らかにしたい。それに加
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え、その戦略的サービスイノベーションの基盤となる要因として、サービスの充実化を

取り込んだ経営戦略の必要性を主張したい。その経営戦略には、トップ自らが積極的か

つ戦略的に関与し、社会トレンドの洞察力、オープンイノベーション力とサービス志向

の従業員教育力を活用することが大事であることも明らかにする。そして、日本市場を

はじめ、アジア市場においては、サービスの充実化に力を入れた日本企業が顧客価値を

高めるサービスイノベーションを実現し、競争優位性を示すことで、アジア事業の成功

に導いたことを明らかにする。すなわち、日本企業がアジア事業を展開する際に、顧客

価値を高めるためには、サービスイノベーションの実現が必要不可欠であることを示し

ていきたいと考えているのである。そのための経営戦略では、サービスの充実化に力を

入れることが不可欠であることを結論付ける。それを通じて、認知された顧客価値に基

づく戦略的サービスイノベーションのパラダイムを明らかにすることができる。それを

本論文の独自性として主張したい。 

1 BCG は、イノベーションに優れた企業や自社のイノベーションへの取り組みについて、 

2004 年からこの調査を実施しており、世界各国の広範な業種の経営幹部を対象に 1,500 

名以上から回答を得ている（CEO、会長、社長、および COO/CFO/CTO 等最高経営幹部

が約半数を占める。  

2 ミニディスク（MiniDisc）は光磁気ディスクの技術を応用して作られた音声記録用媒

体記憶装置として、ソニーから 1991 年に開発し、1992 年  1 月 12 日に発売した。ミニ

ディスクのオーディオデータは、ATRAC コーデックを使う。一般的な ATRAC 圧縮に

音質が最も優れており、74 分または 80 分の再生時間を持つ。292 kbit / s のステレオ

音質を提供し、CD と音質区別が不可能なほど優れている。  

3 2015 年末にシャープは自動調理ができる「まかせて調理」を搭載した「ウォーター

オーブン「ヘルシオ」など、4 機種を発売した。

（http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150603-a.html., 2017-03-15 閲覧）  

4 HEMS とは、Home Energy Management System（ホーム・マネージメント・シス

テム）の略であり、エネルギーを見える化するだけでなく、家電、電気設備を最適に制

                                                   

 

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/150603-a.html
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御するという重要な役割を果たす。住まいのエネルギーを見える化して、設備や空気環

境機器をかしこくコントロール。快適な節電と心地よい空間、便利なくらしを提供する

（パナソニック株式会社ＨＰより抜粋）。  

5 2014 年、トヨタはパナソニックと協力して、便利で快適なスマートモビリティ社会

を実現するクルマと家電をつなぐサービスの共同開発を進めて、新たなサービスの提供

を開始した。  

（http://news.panasonic.com/jp/topics/2014/38545.html ., 2016-12-20 閲覧）  

http://news.panasonic.com/jp/topics/2014/38545.html
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第 2 章 顧客価値創出の焦点となったサービス  

本章では、サービスを理論的に検討し、顧客価値との関係について論じる。まず、顧

客が本当に求めていることは、商品そのものではなく、商品を媒介として実現されてい

るサービスと顧客体験を望んでいる。機能・性能の優れた商品ではなく、顧客にとって

価値ある経験を与える商品は、より競争力を持つであろう。したがって、最高の顧客体

験を可能にする顧客価値創出のプロセスに対応して商品設計を行うため、顧客が必要と

することが何なのかを、商品の形ではなく、その商品が利用されているサービスとサー

ビスの環境を把握するころで理解する必要がある。次に、顧客自身が価値創出活動に参

加しているサービスの形態と方法を把握し、それを考慮した商品の設計を行う。サービ

スは単に顧客に利用してもらうものではなく、顧客の一つ一つのニーズに精巧に合わせ

た顧客体験を創出するための重要な手段なのである。 

第1節 サービス  

サービスと有形のモノとの違いをめぐっては、サービスならではの特徴がもたらす

経営課題を乗り越えるための経営論理についての議論が行われている。この議論を機に、

様々なサービスに関するコンセプトやフレームワークが生み出され、学問分野としての

発展が進んでいきている。例えば、「サービス・プロフィット・チェーン」、「サービス品

質ギャップ・モデル」の枠組み、「サービス品質」の定義などが挙げられる。  

1-1 サービスの概念  

Shostack (1977)、Berry (1980)等は、サービスと商品の間には、重要な違いがあり、経

営実践のために一般化する必要があると主張している。サービスの伝統的な定義は行為

(action)であるという  (Fitzsimmons & Fitzsimmons、1998)。  
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また、Kotler 他  (2008) によれば、サービスは一方が他方に対して提供する行為や行動

で、本質的に無形で何等の所有権ももたらさないものである。サービスの生産には有形

製品がかかわる場合もあれば、かかわらない場合もある。さらに、製造業者、流通業者、

小売業者は付加価値を付けたサービスを提供することもできるし、単に優れた顧客サー

ビスで差別化を図ることもできると示唆している。高橋 (1998)は、サービスを「顧客の欲

求を満足させるためになされる無形の活動である」と述べ、特に価値の無形性に着目し

ている。Lovelock (1999)は、サービスを「一方から他方へと提供される行為やパフォー

マンスであり、パフォーマンスそのものは本質的に無形である。また、特定の時・場所

において価値を創造し、顧客にベネフィットを与える経済活動であり、サービスの受け

手に対し、あるいは受け手に成り代わり、望ましい変化をもたらすことによって実現さ

れる」と述べている。Looy 等 (1998)は、サービスを「無形であり、サービス提供者と消

費者の相互作用を必要とするあらゆる経済活動」と定義し、サービスの定義における特

性として、無形性と同時性をあげている。  

さらに、Edvardsson ら (2005)によれば、顧客の役割については、商品生産過程におい

て、共同生産者として関わっているが、サービスの生産過程では、共同創造者として関

わりを持っている。しかし、Edvardsson (1997) の定義では、サービスは商品のコンセプ

トの一部として取扱われており、商品は、一般的にモノサービス、ソフトウェアなどの

組み合わせで構成されるとしている。  

Judd (1964)は、次のように所有権に応じてサービスの形態を 3 つ挙げている。それ

は、①レンタル・サービス（特定の時間に製品を所有し、また、その製品を所有する権

利）、②顧客の所有物へのサービス（製品の修理、または改良、③製品ではないものの

サービス（顧客体験など）である。また、サービスを分類するにあたって、Lovelock
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（1980）は、サービスの利益の性質並びに目的によって、以下のように大きく４つのカ

テゴリーに分けている。それらは、人々に関連するサービス（美容、観光輸送、医療な

ど）、物事に関連するサービス（貨物輸送、クリーニング、車の修理など）、抽象的知性

やセンスに関連するサービス（教育、エンターテイメントなど）、金融に関連するサー

ビス（銀行、クレジット、保険など）である。  

Hill (1977)は、サービスの便益の本質を論じながら、それらはサービスの提供、または

消費の環境により変化することを強調する。①人に影響を与えるサービスと製品に影響

を及ぼすサービス、②サービスの恒久的な影響とサービスの一時的な影響、③これらの

影響の可逆性と非可逆性、④身体的効果と精神的効果、⑤個人のサービスと団体のサー

ビス。Kotler (1980) は既存研究を統合し、サービス組織の目的の違いにより、サービス

を 4 つのカテゴリーに分けている。それらは、①人間中心サービスと機器を中心サービ

ス、②顧客の存在度合いが高いサービスと顧客の存在度合いが低いサービス（カスタマ

ーリレーション）、③個人的なニーズを満たすサービスとビジネスニーズを満たすサー

ビス、④個人と公衆、営利と非営利である。  

これまでのサービスに関する研究では、サービスの一般的特徴として、①無形性

(Intangibility) 、 ② 変 動 性  (Heterogeneity) 、 ③ 同 時 性  (Inseparability) 、 ④ 消 滅 性  

(Perishability) が挙げられていた (Sasser ら、1978)。図表 2-1 のように IHIP 特性をもつも

のをサービスとして議論するのが伝統的な捉え方である。  
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図表 2-1   サービスの特徴（ IHIP）  

特徴  詳細  主たる研究  有形のモノの特徴

との比較  

 

無形性  

(Intangibility) 

 貯蔵できない  

 特許で保護することが難しい  

 価格設定が難しい  

Shostack 

(1977)  

Lovelock 

(1983)  

Vargo & 

Lusch (2004) 

有形性  

物理的な実体があ

り、感知できる明

白な存在  

 

変動性  

(Heterogeneity) 

 提供品質のギャップが大きい  

 顧客の経験によって品質上の

変動性が存在する  

 

Berry (1983; 

2002) 

Zeithaml et 

al. (1985) 

Kotler (1977) 

一定性・固定性  

機能と用途は恒久

性があり、品質の

同一性は予期でき

る  

 

同時性  

(Inseparability) 

 消費者が生産に関与する  

 従業員が経営成果に大きく影

響を与える  

 集中的な大量生産は難しい   

Shostack 

(1977) 

Gronroos 

(1978) 

Gummesson 

(2004)  

分離性  

モノの製造、配

分、消費は時間と

空間によって分離

されても実行する

ことができる  

 

消滅性  

(Perishability) 

 在庫が不可能  

 需要と供給が同時に行う  

 返還・再販売が不可能  

 

Berry (1983; 

2002) 

Lovelock 

(1983) 

Fitzimmons 

& 

Fitzimmons 

(2004) 

貯蔵性  

貯蔵ができる  

（出所：Lovelock & Wirtz (2011)をもとに筆者加筆修正）  

また、社会的背景に適応するため、近藤  (2012)は、「無形性」、「生産と消費の同時

性」、「異質性」、「結果と過程」、「共同生産」という 5 つのサービスの特性を取り上げて

いる。いずれにせ、 IT が進展している現在においては、必ずしもこれらの特性が常に

成立するわけではない。それゆえに、時代の変化によって、サービスの特性についての

議論の変化が少なからずみられる。例えば、音楽演奏、コンサートなどのコンテンツサ

ービスは、動画配信技術により、動画蓄積などが可能となり、サービスの「在庫」が行

える。また、ソフトウェア開発のアウトソーシング、高精細画像の伝送によるリモート

医療や、テレビ会議システムを用いたコンサルティングという代表例をみると、地理的
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隔離にも関わらず、遠隔操作がより容易となり、「同時性」の特徴がほとんどなくなっ

てしまう。したがって、サービスの特徴をより明確化させるため、商品コンセプトの視

点のアプローチでその本質を理解する必要があろうと考えられる。  

一方、Quinn 等 (1990) は顧客に提供されるサービスによる価値を認識して、企業が競

争への対応として、いち早く製品からサービスをベースにすべきと指摘した。その後、

サービス・マーケティングの分野において、Vargo & Lusch (2004)は Goods-Dominant Logic

から Service-Dominant Logic へのパラダイムの転換を主張した。Goods-Dominant Logic は、

モノ中心の考え方であり、20 世紀にかけて、モノの交換が中心であり、有形のリソース、

物理的な製品に埋め込まれた価値、商取引に焦点が当てられていた。よいモノは販売の

源泉であるため、企業は技術を強化するのが最優先で、適切な価格で販売することによ

り、他社との競争を行うとの考え方であった。また、サービスの位置づけとしてはモノ

を売るための補助手段にすぎないものとして取扱われた。  

図表 2 - 2   Goods-Dominant Logic と Service-Dominant Logic の比較  

 

Goods-Dominant (G-D) Logic Service-Dominant (S-D) Logic 

・何かを創る（製品・サービス）  ・顧客の価値創造プロセスを支援する  

・価値は生産される  ・価値は共に創られる  

・独立した実態としての顧客  ・自分の環境・ネットワークにおける顧客  

・顧客は対象  ・顧客は重要な資源  

（出所：Vargo & Lusch 、2004) 

ただし、技術の面で勝負しても、必ずしも売上や収益につながるわけではない。図表

2 – 2 に示したように、製品の機能で競争するだけでなく、顧客満足度、顧客価値の向上

の重要性を再認識することになり、Goods-Dominant Logic の考え方が適切でなくなった。 
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それに対して、Service-Dominant Logic は、モノとサービスを対立的に捉えるのではな

く、一体的に組み合わせることにより、新たな価値を創出することを目指すという考え方

である。つまり、モノを中心した交換や価値創造の考え方である Goods-Dominant Logic に

対して、Service- Dominant Logic の主張は、サービスを中心した交換や価値創造の考え方で

ある。Goods-Dominant Logic が重視するのは、「交換価値」であり、企業が創るモノやサー

ビスを顧客に提供する際、貨幣と交換することに力点がある。一方、Service- Dominant Logic

では、企業と顧客がモノやサービスの購買時だけでなく、その前にも後にも文脈の中でさ

まざまなやり取りをする「使用価値」や「文脈価値」を重視するのである。  

1-2 サービスの構成要素と方程式  

既存研究では、サービスの構成要素を「コア・サービス」と「補完的サービス」に大

別して議論されてきた。また、Lovelock ら (2002)は、サービスを構成する 3 つの要素に

は、「コア・サービス」、「補完的サービス」と「サービスの提供プロセス」があるとした。

楠木（2010）はコンセプトの重要性を主張しながら、「コア・サービス」では差別化の実

現が困難だと言い、当該サービスの価値を含めたサービスの提供プロセスをも度外視し、

「補完的サービス」での差別化だけを加速させる傾向について指摘している。Gronroos 

(2007) は、サービスの概念構成について論じる際に、同じような捉え方をしている。  

サービス価値に関して、Heskett ら (1994) は、4 の方程式を提示している。この方程式

を基に今枝 (2010)は下記のように（図表 2-3）  まとめている。  
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図表 2 – 3    サービスの方程式  

No. 方程式  

1 サービス品質  = サービス実績  －  事前期待  

2 

サービス価値=
サービス品質 (結果  + 過程  )

価格   + 利用コスト
 

3 サービスによる利用可能性 = 提供した顧客価値  －  事業者の費用  

4 

サービス収益性=
マージン  × 再利用回数

投資額
 

（出所：今枝、2010） 

「第 1 の方程式で示されるのは、サービス品質の向上は実績としての品質を上げるだ

けでなく、事前期待を下げることによっても達成できるということである。 

第 2 の方程式では、分母に価格だけではなく、利用コストが入っている。サービスを

利用するために、対価以外のコストを払わなければならないとしたら、それも価格と同

様に顧客の負担となるからである。利用コストはサービスを受けるための交通費など金

銭的なコストのみではなく、時間的なコストや、精神的なコストも含む。 

第 3 の方程式で示されるのは、提供する顧客価値が大きいほど、利益を上げる可能性

が大きいということである。 

第 4 の方程式で示しているのは、通常再利用のための投資額は初回利用のための投資

額よりも極端に小さいから、できるだけ再利用回数を上げるように管理すべきだという

ことである。また、投資は初回利用を促すだけでなく再利用も見越して行わなければな

らないということである。再利用の割合が高いほど企業の収益が高いということは、統
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計的にも証明されている。」（今枝,2010）  

1-3 サービス品質  

図表 2 – 4     サービス品質の定義に関する先行研究  

主張  定義  

Lewis & Booms (1983) 提供されたサービス水準が顧客の期待とどれほど一致す

るかといった尺度である。  

Gronroos (1984) 顧客にサービスを提供される以前の段階で期待されたサ

ービスと、実際顧客が経験し知覚したサービスとの比較に

よってサービス品質が決定される。  

Parasuraman, Zeithaml & 

Berry(1985) 

実際に顧客が受けたサービスから顧客の事前の期待を引

いたものである。  

Parasuraman 

& Zeithaml  (2002) 

サービスは顧客の期待と実現したサービスのかい離によ

って規定されると定義している。また、最終的に手に入れ

たサービスだけではなく、サービスが提供される過程も評

価対象になる。  

(出所：各文献をもとに筆者作成 ) 

Zeithaml ら (1981) が提唱したサービスモデルは、高品質のサービスを提供するために

必要な条件に焦点を当てている。図 2 - 4 に示すモデルは、サービスの提供に失敗する

原因となるギャップを特定している。  
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図表 2 – 5   サービス品質のモデル  

 

(出所：Parasuraman ら、1985; Zeithaml ら、1981) 

図表 2 – 5 のように、ギャップ 1 は、顧客が求めるものを、企業が常に正確に把握して

いるとは限らないことを意味している。例えば、病院の経営者は患者がおいしい食事を

望んでいると考えるかもしれないが、患者の方では看護師の対応が良いかどうかに関心

があるかもしれない。また、ギャップ 2 では、企業が顧客の欲求を正しく把握していて

も、明確な業務基準を定めていない場合があることを意味する。例えば、病院の経営者

が看護師に「迅速な」サービスを行うようにとだけ指示して、具体的な数字を示してい

ない場合がある。ギャップ 3 は、従業員の教育が不十分だったり、従業員に業務基準を
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満たす能力がなかったり、やる気がなかったりする場合がこれにあたる。あるいは、「時

間をかけて顧客の話を聞く」と「素早く対応する」などのように矛盾する基準に縛られ

ている場合がある。ギャップ 4 は、消費者の期待が、企業の代表者の発言や広告で述べ

られている内容に影響を受けるギャップである。パンフレットに記載されている病室は

清潔なのに、実際に入ってみると安っぽく薄汚い場合、外的なコミュニケーションが顧

客の期待を間違った方向へ導いたことになる。ギャップ 5 については、顧客がサービス

品質を正しく理解できなかったときに生じるギャップである。医師は気遣いを示すため

に患者のもとを頻繁に訪れていたのを、患者が何か深刻な問題があるためだと勘違いし

てしまう場合がある（Lovelock、1991）このモデルに関して、Zeithaml 等  (2012) は、テ

クノロジーの進歩、またはサービスイノベーションがモデルに組み込まれて、ギャップ

を縮める新しい戦略が考えられると補足している。   

一方、繰返しになるが、サービスの無形性という特徴から、サービスの品質特性をモ

ノの品質特性のように客観的に捉えることは容易ではない。現状では、知覚品質、すな

わち顧客の評価に頼らざるをえない。つまり、サービス品質の評価を知覚に基づいて行

っているのである。このような評価をする際に何らかの評価基準を持っているはずであ

る。よく知られたサービス品質の評価測定手法として、Parasuraman（1988）等よって開

発された SERVQUAL (Service + Quality) がある。これは、信頼性、反応性、確実性、共

感性、有形性という 5 つの次元で評価を測定するものである。  

①  確実性：約束したサービスを確実かつ正確に行う能力。  

②  反応性：顧客の役に立ち、迅速な対応をしようという気持ち。  

③  信頼性：従業員の知識や礼儀、そして信頼と安心を与える能力。  

④  共感性：顧客一人ひとりに対する気遣い。  

⑤  有形性：設備、施設、従業員、講習会資料など、形のあるものにより与えられた印象。 
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ところで、サービス・プロフィット・チェーン (Service Profit Chain)というフレームワ

ークは、Heskett 等 (1994)の研究成果により、現在のサービス研究に大きな影響を与え

ている。  

高業績を上げているサービス企業を分析するために開発されたサービス・プロフィッ

ト・チェーン (Service Profit Chain)、もしくはサービスの利益連鎖（Heskett ら、1994）は、

顧客にとって価値のあるサービスを作り出すことと企業収益の因果関係を示したフレー

ムワークである。これにより、収益性、顧客ロイヤリティ、従業員満足度、定着率、生

産性の間の関係性を示している。図表 2-6 に示すように、売上高成長率と収益性は、顧

客ロイヤリティによって影響されることが示される。また、顧客ロイヤルティは、顧客

満足の結果である。次に、顧客満足度は、外部サービス価値、すなわち顧客に提供する

サービスの質によって大きく左右される。そして、その価値は、従業員の満足度、生産

性、もしくは定着率により評価される。さらに、従業員の満足度は、主に従業員が顧客

に提供できる高品質なサポート・サービスと品質ポリシーによってもたらされる。  
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図表 2-6   サービス・プロフィット・チェーン  

（出所：  Heskett & Sasser、1994 より）  

 

第2節 顧客価値とサービス  

顧客がモノやサービス、いわゆる商品を購入するのは、商品自体を購入しているので

はなく、欲求を充足させてくれると期待する価値を購入していると見なせる。Levitt 

(1960)は、「昨年、1/4 インチのドリルが 100 万個売れたが、これは人々が 1/4 インチのド

リルそれ自体を欲したからではなく、1/4 インチの穴を欲したからである」は、このこと

を端的に物語っているであろう。顧客が購入するのは便益であるとすると、顧客はある

欲求を充足させるために、それに相当する便益を、購入しようとする商品がもたらして

くれるであろうと知覚する、複数の異なる商品が同等の便益をもたらすならば、それら

の商品の中から選択を行うことができる。  

一方、Kotler (1980) は純顧客価値を提唱した。「顧客価値」とは、Customer Perceived 

Value と表現され、「顧客受容価値」あるいは、「顧客認識価値」とも呼ばれる。そして、
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その顧客価値とは、「顧客が得るすべてのベネフィット（総顧客ベネフィット）」と「そ

の入手・使用にかかるコスト（総顧客コスト）」の差と捉えられる。  

多くの企業がイノベーション活動を行っている。それでも顧客とは距離がある。競争

力確保の核心である新しい顧客価値の創出について、次に考察する。現代の企業が直面

している市場環境の変化は、あまりにも激しく、その実体を把握することさえ難しい。

熾烈な競争、速い技術変化、増加する顧客の要求などにより、日常的な経営活動だけで

は、もはや企業の生存を保証することができないのが現実である。このような変化は、

企業にとっての基本的な経営活動のほかに、その資源を総動員して、新しい形の競争力

を確保することを企業に求めている。 

Drucker (1993) は、イノベーションは従来の知識、製品、顧客のニーズ、市場などで

不足している点を発見して、はるかに生産的な新しいものへと変化させることであると

定義した。つまり、企業にとってイノベーションは、製品やサービスイノベーション、

製品が顧客に伝達される過程上のすべての技術に関連するイノベーションに分けられ

る。これらのイノベーションにより企業は顧客に提供する価値を新たに創出することに

なる。 

しかし、今まで多くの企業が顧客価値を見落とし、内部的なイノベーションだけに偏

って、企業中心の価値の提供から抜け出せないことも事実である。歴史的にもこのよう

な現象は一般的に現れている。20 世紀初頭に構築され、現在も影響を及ぼしているフ

ォード自動車のベルトコンベアシステムを経て、企業は 70 年代まで PPM（Product 

Portfolio Management）と SBU（Strategic Business Unit）を用いて成長を重視するイノベ

ーションを追求した。しかし、80 年代にはコスト削減を通じ収益の確保を重視する日

本の企業が総合的品質管理とジャストインタイム、リーン生産方式などを通じて、世界

経済に大きく貢献してきた。日本政策投資銀行によると、これに対して外形的拡張を重



     (第 2 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 37 

 

視していた米国の企業は、再び競争力確保のための経営イノベーションに取り組むこと

になった。 

90 年代に至ってコアコンピタンスを重視する経営が行われながら、米国企業は復活

し始めた。この時期、今でも広く知られている競争戦略、タイムベース競争、リエンジ

ニアリング、ベンチマーク、ダウンサイジング、アウトソーシングなど、様々なアプロ

ーチが採用された。しかし、これらの経営イノベーション手法は企業の成長と収益性を

確保するための内部のイノベーションとして、外部との接点の範囲が限定されているの

で、顧客に実際的な価値を与えるには限界があった。今はこのような製造中心のイノベ

ーション、企業の内部に向けてのイノベーションから脱却し、顧客中心のイノベーショ

ン、企業の外部に向けてのイノベーションを追求しなければならない時代である。つま

り、企業は顧客が希望するニーズが何なのか、まず把握し、それにふさわしい価値を提

供するために継続的な努力をし、企業ではなく、顧客の立場で価値を最大化する必要が

ある。 

企業の多角化戦略が顧客価値に与える影響は企業が既存事業で提供していた価値とは

関係なく、新しい市場では全く別の形の価値を提供するものである。スターバックスの

会長であるハワード・シュルツは自分がコーヒービジネスに従事すると考えずに、コー

ヒーを含むさまざまな消費を創出する事業に従事しているという。だからスターバック

スコーヒー店を訪れた顧客にコーヒーを通じて体験できる恋愛、演劇、共同体意識を感

じさせてくれる。スターバックスは顧客のライフスタイルを分析して、本屋、スーパー

マーケットなどと提携し、複合的な店舗を展開している

（https://goethe.nikkei.co.jp/human/120628/, 2017-2-13 閲覧）。 

広く知られているブルーオーシャン戦略は、顧客に新しい価値を提供し、競争がない

新しい市場を創出する戦略である。この市場で先発優位を維持し、競争が激しくなる

と、再び新たなブルーオーシャンに移動しようというものである。現実的に企業が生き

https://goethe.nikkei.co.jp/human/120628/
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残るためにはブルーオーシャンを見つけて成長する必要がある。しかし、競争が全くな

い市場であるブルーオーシャンを見つけることは難しい。そこで、企業が顧客に提供す

る価値を細分化し、これを基に、企業が新たな市場に参入する、現実的な方法について

考察する。 

多くの差別化された企業が顧客に提供する価値は、まるでその市場のみで利用できる

ように見える場合が多い。しかし、従来の市場だけで適用された価値を他の市場にまで

拡張することができる場合、企業は新たな市場で競争力を確保することができるように

なる。独特の注文販売の形式で安価パソコンを供給することにより成功したデルも、彼

らが提供する価値を他の領域でも体験することができた。初期の事業領域であったデス

クトップパソコンの受注生産を介して顧客は自分に必要な仕様を価格に合わせて購入す

ることができる価値を得た。以後ノートパソコン、ワークステーション、サーバー、お

よびストレージなどまで事業領域を拡大して、個人だけでなく企業、学校、政府にも同

じ価値を提供している。 

顧客に提供する価値について継続的に疑問を提起することができる文化を企業内に作

り上げるべきである。疑問を提起する雰囲気が定着すると、それによって企業の組織と

業務のプロセスが変わることになる。これにより、企業は最終的に顧客に提供する価値

について改めて考えることができようになり、イノベーションを具体化する。 イノベー

ションをしようとする企業だけではなく、イノベーションに成功した企業であっても、

現在の実績が不十分であると認識するなら、目標を再設定する必要がある。マイクロソ

フトは倒産という危機意識を持って、ソフトウェア業界でのインターネットビジネス、

そして移動通信事業にまで拡大している。GE のホームページの情報によると、GE は大

規模な人員調整で企業業績が向上し、追加リストラを実施することにより、組織内の危

機感を維持した。  
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また、環境が変化したときに、企業は、新しい環境で競争相手よりも多くの価値を顧

客に渡すことができる。そのためには、企業が変化する必要があるときに迅速に変化で

きるように、新しい環境に要求されるリソースを確保し、能力を開発しなければならな

い。企業は意図的な多様性の創出を通じて不確実な未来に備える余裕を作る必要があ

る。80 年代後半 DOS システムの市場シェアが徐々に失われると、マイクロソフトはビ

ジネスの中核をウィンドウズに移すことに重点を置いた。しかし、同時に、競争システ

ムにも適用することができるインターフェイスのデザインを用意し、ウィンドウズ以外

のものを必要とする顧客のニーズの変化にも備えていた。 

企業は現在の顧客に価値を提供しつつ、将来のために既存の価値のイノベーションを

並行して行わなければならない。企業の持続的な成長と収益の確保のためには、イノベ

ーションを通じて、独自の顧客価値を開発し、競争優位を占める必要がある。企業は価

値の深化、創造、拡張、移動のいずれか一の領域にのみ留まってはならない。常に顧客

価値を評価し、顧客価値の競争力をチェックしつつ、他の方法で新たな価値を提供でき

るようにイノベーションしなければならない。これらのイノベーションがダイナミック

で循環的に繰り返される企業は競争優位性を維持することができると考えられる。 

 

第 3 節 小括 

本章では、既存研究におけるサービス概念をレビューした。サービス概念にはさまざ

まなものがあり、いまだに検討すべき課題が多いことも分かった。したがって、サービ

スの本質を問う研究がもっとなされなければならないと考える。  

先行研究をレビューしたうえで、サービス活動と製造活動の大きな違いを理解した。

製品を取引する場合、製品は結果というよりも望ましい結果を得るための手段である。

製品が売られると、製品提供者の仕事は完了する。製品を使って理想的な結果に到達す
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る責任は利用者にある。一方、サービスの取引では、サービス提供者の仕事は顧客のニ

ーズが満たされるまで終わらない（Chesbrough、2012）。  

一方、Drucker (1973) が「顧客貢献が企業の使命であって、利益はそのための手段で

ある」と指摘したように、顧客価値を高めることによって結果的には利益の拡大につな

がる。すなわち、企業が顧客にサービス提供する際には、顧客との接点を重視しなけれ

ばならないと言える。  

これまでの考察を踏まえて、本研究においては、サービスを顧客の満足につながる無

形な価値の提供であると定義したい。  
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第 3 章   サービスイノベーション中心の経営戦略のパラダイム   

本章では、イノベーションの研究を整理し、企業経営におけるイノベーションの位

置づけを明らかにする。さらに、顧客価値を創出するためのオープンイノベーション

の役割を論じる。伝統的に、企業は自社が保有している技術と資源を基に研究開発し

てきた。これにより、企業は特許などの知的財産を確保して、他の企業との差別化を

図る。イノベーションはすべての企業の生存に直結しており、技術や商品分野はもち

ろん、企業全体のビジネスモデルに至るまで、多様に展開されている。特に独創的な

技術は、競争力を左右する重要な要素の一つであるため、企業がこのイノベーション

に必死に取り組んでいる。 

企業の成長の中核を担うのは、言うまでもなく、イノベーションである。それは、

イノベーションによって革新的な成長がもたらされるだけではなく、持続的な成長を

達成するためにもイノベーションが欠かせないからである。池島 (1999)は、企業が競

争優位を確立するため、戦略の中心に研究開発機能を位置づけ、競合企業が容易に追

随できない独自の技術を生み出すメカニズムの必要性を示唆している。  

本章では、経営戦略の視点からサービスイノベーションと顧客価値を論じる。価値

は全面的に顧客によって決定される。したがって、価値の提案が一貫して顧客の期待

とニーズに沿ったものでなければならないこと（Schneider & Bowen、1995)を、経営戦

略の視点で確認する。  
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第1節 イノベーションと経営戦略  

1-1 イノベーションの必要性  

Schumpeter（1934）の定義を参照したうえで、Sundbo（2001）は、イノベーション

を「新しい要素の導入、または生産されたサービス商品のプロセスまたは提供におけ

る新しい要素の組み合わせ」と定義している。新しさは、この定義におけるイノベー

ションの中心的な特徴だと考えられる。イノベーションは、アイデアの生成のフェー

ズ（Edvardsson ら、2000）に限定して狭義に定義することも、広範にサービス開発の

全過程（Sundbo、1998, 2001）を組み込むこともできる。また、Hill & Jones（1998）

は、革新を「組織が新しい商品やサービスを開発するために、あるいは新しい生産や

オペレーティングシステムを開発して顧客のニーズに的確に対応できるように、スキ

ルを利用するプロセス」と定義している。  

近年、 IT 産業を中心にイノベーションの重要性が強調されており、すべての企業

が時代を超えるイノベーターとなることを夢見るが、時代の変化に合わせて、効果

的、差別的なイノベーションを行うことは難しい。企業がイノベーションを継続する

ためにはイノベーションの伝統的な観点から抜け出し、新しいイノベーションの流れ

を認識し、そうした観点からイノベーションを行う必要がある。顧客価値を実現し、

市場をリードして単発ではなく継続するイノベーションをもたらすことができるかが

重要である。企業競争力を継続的に高めていくことができるイノベーションを実現す

るためには、新しい顧客価値を生み出す観点からイノベーションを理解する必要があ

る。そしてこれまでの企業が主に既存の商品自体のイノベーションを追求してきたの

に対し、顧客価値の視点で、商品の購入から廃棄処分に至る顧客の経験サイクル全般

に対象を拡大し、問題を解決し、新たな価値を生み出すことが、これからの企業には

必要となる。このような観点から見ると、継続的なイノベーションを推進する企業に

なるためには、単純な模倣と追従よりも、イノベーションを引き出すための経営戦略

への変化が必要であると考えられる。 
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新しい技術や商品を考案するイノベーターでない場合、競争優位性を確保するのが

難しいという認識が広がりつつある。スマート化の時代に入り、イノベーションの重

要性がより増している。スマート化によりソフトウェアベースの UI（ユーザーイン

ターフェース）と機能の融合が急進展した。この融合は以前のハードウェア間の融合

に比べて技術・製品のブラックボックス化が可能である。つまり、先発企業はイノベ

ーションを介してその商品をブラックボックス化すると、後発企業は模倣するのが容

易ではない。90 年代末からデジタル時代が本格的に展開され、部品のモジュール

化・標準化の急進展に伴い、技術の移転、複製が可能となり、技術と商品の汎用化が

起こった。また、様々な技術や商品の登場で、顧客の選択の幅が増大したが、顧客価

値の複雑化によって不確実性はさらに増幅された。このように不確実性が大きい状況

では、市場に先に進出すると、様々な困難を迎えることになる。その為、市場と顧客

ニーズの方向性が明確になった後、迅速にカスタマイズした商品で対応する経営戦略

が当時は有効であった。しかし、主導的な技術の流れがハードウェアではなく、ソフ

トウェア中心の融合の進展は、後から追いつくことを容易ではなくなくした。また、

イノベーションによる領域間の境界が崩壊し、電子機器、通信サービス、コンテン

ツ・メディア、ソフトウェアやプラットフォームなど、さまざまな分野の企業間の協

力関係が不可避になった。これにより、過去の個別企業中心の競争から企業群間の競

争に変貌した。つまり、企業がイノベーション能力に基づいてパートナーを結集し

て、強力な企業群を先駆けて形成することにより、参入障壁 1を構築することができ

る。 

次に、イノベーションのための伝統的認識と新たな流れを比較し、近年のパラダイ

ムシフトに合わせてイノベーションの意味を検討する。イノベーションの意味につい

ての新しい流れを認識し、積極的に活用することでイノベーションの成功の可能性が

高くなり、その持続性が確保されることができると思われる。  
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産業競争力懇談会の「イノベーションによる新産業・新市場の創出」（ 2014 年）

によると、伝統的に、イノベーションは発明（イノベーション対象と価値を提供する

側面）、新しいビジネス領域の発掘（市場創出型の側面）、先発参入（市場参入のタ

イミングの側面）などで認識されてきた。独創的な観点から有形無形を問わず、全く

新しいものを創り出すものであり、将来を見つけることは過去との断絶を意味し、独

創的な答えを見つけるために創意工夫のアプローチを要するものと認識されてきたと

考えられる。このような観点から模倣とイノベーションは両立することができず、模

倣はイノベーションの障害であるとみなされた。つまり、模倣や追従戦略を追求する

企業は、差別的な商品を開発することができず、これにより市場をリードすることが

できないということである。しかし、その中に多くの産業、ビジネス、技術や商品が

新たに作られ、衰退と消滅する現象が繰り返される中で、最近では従来にない新しい

ものを作り出すことが難しくなりつつある。また独創的なイノベーションの場合は推

進過程で膨大な投資と長い時間がかかる。したがって、産業分野の内外の世界では、

既存の技術やアイデアを持ち込んで、新しい価値を生み出す、いわゆる組換え的なイ

ノベーションがより効果的なものとして浮上した。このようなイノベーションを首尾

よく達成するためにどこで、どのような技術やアイデアがあるかを発見することがで

きる幅広い調査と検索ネットワーク、既存の技術やアイデアの本質を理解する能力、

顧客のニーズに合わせて適切にカスタマイズする能力など、一種の模倣能力が必要で

あると考えられる。組替え的なイノベーションの観点からは、模倣はイノベーション

の障害ではなく、イノベーションとの相乗効果を出すことができる接点となるとも言

える。むしろイノベーションを完成させて、意味のある市場を創出するという意味

で、模倣にも意味があるだろう。イノベーションを推進する企業と模倣する企業とも

に、企業内外で生成された新たな情報や知識を迅速に評価する一方で、様々なビジネ

スモデルの分析に基づいて、その中で最も有望なモデルなどを選択していくことが必

要である。どの企業でも、すべての事業分野で独創的なイノベーションを持続するこ

とはできない。つまり、いくつかの核心的な問題に独創的力量を集中し、模倣能力を

土台にした組換え的なイノベーションを同時に進行することが効果的であり、継続的
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なイノベーションを推進することができる。ここで、企業が注目すべきは模倣と組換

えを活用して、イノベーションをもたらすことができるかどうかは、その対象と価値

の提供方法をどのように差別化するかにかかっているという点であると考えられる。 

まず、模倣と組換えの対象を差別的に選択することが重要である。今まで、ほとん

どの企業は模倣の対象を自社が属する同種産業、関連する商品カテゴリーなどに集中

してきた。しかし、これは同じ事業内の数多くの企業へのベンチマークとなるため、

これを模倣するのは容易ではない。したがって、模倣、組換え的なイノベーションを

成功に導くためには、より遠く離れた対象を見つける必要がある。遠く離れた時間と

地域、遠く離れた他の産業分野、過去の失敗事例などがその対象となる。特に、過去

に失敗した商品を取り上げ、成功しなかった点を見つける必要がある。すなわち、似

たようなコンセプトの商品であっても発売のタイミングに応じて、既存の商品の成熟

度、インフラ条件などが変わり、成功するかどうかに違いが生じる可能性があると考

えられる 

近年アップルの iPad を筆頭にしたタブレット PC 市場が急速に成長しているが、

実際にはタブレット PC は、90 年代末ウェブパッドという名称で、サイリックス、富

士通、などの企業が利用した。マイクロソフトはまた、2000 年代初頭、既存のウェ

ブパッドのコンセプトにシンクライアント技術を組み合わせた Mira という名称のポ

ータブルスマートディスプレイを掲げ、ホームネットワーク戦略を推進している

（https://pc.watch.impress.co.jp/docs/2002/0219/ms2.htm., 2017-3-15 閲覧）。 

ホームサーバーと無線で接続された Mira を持って、家庭内のどこからでもインタ

ーネット検索、音楽鑑賞、電子書籍などの機能を利用できるようにする概念であっ

た。これらの過去のウェブパッドの商品は、その市場の形成に失敗したが、その失敗

の理由は、電池の性能やディスプレイ画質の不十分さ、タッチ認識感度の微弱さなど

の技術的な不完全性、不完全なネットワーク・インフラストラクチャーと利用可能な

https://pc.watch.impress.co.jp/docs/2002/0219/ms2.htm.,%202017-3-15
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コンテンツとアプリケーションの限界などが挙げられる。過去のウェブパッド商品の

失敗の他の理由はほとんどのウェブパッド商品が、90 年代末〜2000 年代の初め、当

時成長期にあったノートパソコンの代替として位置付けたからだという点である。ノ

ートパソコンの場合、当時の性能向上や機能拡張が急速に行われた時期だったので、

顧客はシンプルで簡単な機能のウェブパッドよりもラップトップを好んでいた。逆に

十年以上が過ぎた現時点でのノートパソコンの技術が成熟段階に至ると、ウェブパッ

ドと似たようなコンセプトのタブレット PC 商品がかなりの規模の市場を作ることに

なったと考えられる。 

また、技術と商品開発の模倣や組換えの一辺倒から脱し、事業や産業間の融合、ビジ

ネスモデル間の融合などで、その範囲を拡大していく必要がある。さらに技術自体を

商品化するよりも、技術を既存のビジネスに融合させ、顧客の問題を解決するために

活用することもイノベーションの方策になる。一例として、GE ヘルスケアの  ホーム

ページの情報によると、GE はエネルギー、航空、ヘルスケアなどの事業分野でガスタ

ービン、エンジン、精密医療機器などにセンサーを取り付けて、その機器の顧客のリ

アルタイムの使用履歴や故障状態などの情報を収集、分析している。これにより、そ

の機器に対する顧客の使用習慣を分析して、顧客が望む新しい機器の開発とサービス

を創出するために活用しており、機器の故障のリスクを事前に検出して能動的に対処

している。また、テスコのホームページにより英国の大手流通会社テスコは店舗内の

ナビゲーションシステムと顧客のスマートフォンとの連動により、顧客が簡単にショ

ッピングできるようにしている。例えば、スマートフォンのアプリケーションを介し

て店舗検索をし、好みの商品を簡単に探せるようにしている。顧客にショッピングリ

ストに合った最適な移動経路を提供し、スマートフォンのカメラで商品のバーコード

をスキャンするとすぐに決済できるなどのサービスを提供する。ショッピングの利便

性と効率性を大幅に向上させたサービスイノベーションである。  

模倣と組換えを介して作られた商品がイノベーションにつながるためには、単純

な複製ではなく、既存の商品と差別化し、独創的な価値を提供することが必要であ

る。すなわち、イノベーションは、その過程において仮に既存の技術やアイデアを模
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倣、組換えたものでも、それが顧客価値の面で独創的な価値を提供するものでなけれ

ばならない。例えば、MP3 機器分野でアップルは後発企業として参入したが、図表

3-1 に示したように、MP3 機器と音源コンテンツの提供サービスを組み合わせた、

iPod＋ iTunes のモデルをリリースしてイノベーションを行った。 

図表 3-1     iTunes+iPod のデジタル著作権管理  

 

（出所：日経 WinPC 2005 年 4 月号より） 

事実、アップルのホームページの情報によると、 iTunes のサービスは過去の音源

コンテンツのダウンロードサイトであるナップスターのサービスモデルを模倣したも

のである。しかし、アップルは主要な音源コンテンツ事業者との直接契約により、顧

客の音楽利用を合法化させることでナップスターとの差別化をもたらした。また、機

器の性能向上よりは、顧客が希望する音源コンテンツの多様性を確保し、MP3 機器

で簡単に利用することで、MP3 機器分野の先発企業に比べ独特の顧客価値を提供し

た。 

前述したように、アップルのホームページにより、 iPad は、商品のコンセプトの

面で過去のウェブパッド商品を模倣したが、高速起動と 10 時間以上のバッテリーの
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使用、直感的なマルチタッチ UI により、様々なコンテンツ・アプリケーションの使

いやすさという新たな価値を提供していた。欧州の衣料品会社であるザラは他の衣料

品会社と同様に、最新のファッショントレンドとデザインを継続的に模倣してきた。

しかし、ザラのイノベーションは他の企業が新商品を発売するために数ヶ月かかるの

に比べ、その期間を 2〜4 週間程度で大幅に短縮させることにある。まず自社の店舗

で顧客の需要・ニーズをリアルタイムに把握し、設計者に迅速に伝達するシステムを

構築している。生産面でも自動車産業で主に使用されていたトヨタ生産方式を導入

し、入荷された材料がすぐに商品の生産に投入されるシステムを運営している。イン

ディテックスのホームページより衣料品の模倣にもかかわらず、ザラがイノベーショ

ンの優位性を維持しているのは、ユニークなビジネスモデルと運営方式を通じて最新

の流行の衣服を誰よりも早く、新しいデザインで発売するという差別的価値をインプ

ットしたからである。 

1-2  イノベーションと新しい顧客価値の創出  

伝統的にイノベーションは、新しい顧客・市場を発掘して新事業領域を開拓するも

のとして認識されてきた。しかしながら、新事業領域を発掘するだけではイノベーシ

ョンにはならない。イノベーションのタイプはその市場創出の種類に応じて大きく 3

つに分類して見ることができると考えられる。第一に、伝統的に認識されている新規

市場創出型イノベーションである。これは、既存の市場に類似した便益や効用を提供

する商品ではない、全く新しいビジネス領域を創出するタイプである。電子産業分野

を例にとると、ラジオ、テレビ、カセット、ウォークマン、ビデオテープレコーダ、

カメラ、ビデオカメラなどの様々な AV 機器、日常生活の利便性の向上のために作ら

れた冷蔵庫、洗濯機、電子レンジ、掃除機などの白物家電、情報化や個人化のトレン

ドに沿ったパソコン、ノートパソコン、携帯情報端末などのコンピューター機器、テ

レコミュニケーションのための電話、携帯電話などがその例である。 
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第二に、市場細分化型のイノベーションである。これは、個々の市場を細分化し

て、これを拡大させるタイプである。既存の類似市場は存在するが、商品別にそれぞ

れ特化した便益を提供しながら差別化するタイプである。携帯電話の分野では、過去

のカメラ付き携帯電話、ミュージックフォン、ビデオカメラ付き携帯電話などの特定

の機能別に細分化されてきたのが、その例であると考えられる。 

第三に、既存の市場の代替型のイノベーションである。技術の進歩に伴う機能と

性能の向上や使いやすさの向上などにより、より高次元な便益を提供することで、既

存商品の市場にとって代わるタイプである。ブラウン管テレビに代わる液晶テレビ

や、カセットテープに代わる MP3、フィルムカメラに代わるデジタルカメラ、旧来

の携帯電話に代わるスマートフォンなどが挙げられる。代替型のイノベーションは、

新規市場創出型イノベーションによって市場が出来上がった後に、時間の経過ととも

に、その市場を非連続的、あるいはまたは破壊的な方法で代替させることもある。 

時代を問わず、既存商品では満たすことができない顧客のニーズに対応して新規市

場創出型イノベーションが起こる。これらのカテゴリーの商品が拡大され、特定の用

途のために強いニーズが新たに発生し、これを満たすために、市場細分化型のイノベ

ーションが発生する。その後、既存商品が提供してきた便益のレベルを向上しなが

ら、非連続の技術で置き換える市場代替型イノベーションが登場することになる。最

近になってかなりの技術やアイデアはほとんど商品化され、顧客価値の創出も極めて

難しくなり、全く新しい顧客と市場の領域を作り上げる新規市場創出型イノベーショ

ンを起こすことはますます難しくなっている。今後のイノベーションは、いくつかの

新規市場の領域を創出するとともに、既存の市場の代替と市場細分化が同時進行され

る形態で展開される可能性が大きいと考えられる。したがって、イノベーションの範

囲を従来の新規市場創出型に限定するよりは既存の市場細分化型と代替型を含む、よ

り幅広い認識をする必要がある。つまり、新しい顧客価値を作り出すという観点でイ
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ノベーションを理解することが望ましいのである。人々の日常生活や仕事上の問題点

を解決できるような顧客価値の創出が求められていると考えられる。 

伝統的に、顧客はその商品が持つ本来の特徴や用途を中心とした差別化に関心を持

ってきた。企業は既存の商品の範囲内で、その効用や便益を向上させる方向の顧客価

値イノベーションを主に追求してきた。しかし、最近の顧客価値の様相変化を考える

と、既存商品にとどまっていては、新しい顧客価値の創出には限界があると言える。

すなわち、顧客の関心はその商品の本質的な側面から関連する他の部分に移ったので

ある。既存の典型的な顧客価値体系が崩れて、新しい価値体系が作られ始めた。しか

し、このような顧客価値の変化にもかかわらず、企業はまだその商品本来の特徴や便

利さに焦点を置いたまま、顧客価値を究明しようとし、イノベーションの機会を探し

続けている場合がある。 

企業は、既存商品から抜け出し、顧客が本当に必要な新しい価値が何であるかを究

明し、イノベーションを引き出すことについて考察しなければならない。顧客価値を

高めるイノベーションの視点を持てば、顧客の経験サイクルの拡大を検討することが

できる。顧客は生活上の必要性によってどのような商品を購入したいかというニーズ

の発生から、その商品についての一連の経験過程を経る。つまり、その商品の探索、

購入、配送、使用、維持、廃棄処分に至る 6 段階の経験サイクルがある。これらの 6

段階の経験サイクルは商品に関連して、顧客の立場からの全体的な経験のプロセスを

示してくれる。各段階で発生する顧客が抱く問題点や追求する価値の究明を通じて、

イノベーションの機会を作り出すことができると考えられる。 

たとえば探索、購入の段階では、顧客が求めている価値を見ると、最近は情報取得

の利便性とスピードという情報にアクセスする時間や手順を短縮する方向に進化して

いる。一例として、最近の電子商取引市場を通じた顧客の購買が爆発的に増えている

のは、これらの顧客価値を反映したシステムを構成したからであると解釈される。 
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経験サイクル上のイノベーションの事例として、精密医療機器事業を行う GE のメ

ディカルシステムズを挙げることができる。GE はターゲット顧客である病院の医療

機器の主な関心事がハードウェアの医療機器の精度や性能より持続的かつ安定的な医

療サービスの提供にあるという点を把握した。精密医療機器の使用段階で複雑な使い

方による生産性の低下の問題が起きる。維持、補修の段階で突然故障が発生するとい

う大きなリスクを顧客である病院は経験している。GE ヘルスケアのホームページの

情報によると、GE は、使用段階での問題点を解決するために GE は医療機器や医療

事故などの知識情報プールを構築し、複雑な医療機器の使い方を継続的に教育するコ

ンサルティングサービス「 e-Health」を提供した。維持・補修の段階でもイノベーシ

ョンを通じて、顧客の問題を解決した。つまり、医療機器にセンサーを取り付けて、

オンライン監視によって欠陥や問題点などをリアルタイムで継続的に監視しながら機

器の故障などのリスクを事前に診断し、問題発生時に能動的かつ迅速に対応してい

る。 

米国の食料品専門チェーン店であるウェグマンズの事例も良いイノベーションの例

である。ウェグマンズのホームページよりチェーン店であるウェグマンズは顧客が食

料品を購入するためにあり、本当に必要なのは自分の好みや健康を考慮した食事を作

って食べることであることを掴んだ。まず、購入段階での顧客価値を満たすためにウ

ェグマンズは顧客が自らの健康や好みに合った食料品を購入し、食事を作ることがで

きるよう、従業員が関連情報の提供に加え、相談や推薦するサービスを行う。たとえ

ば、顧客がワインを選ぶとき関連分野のスタッフがどのような用途で使用するかをガ

イドしてくれる。当該ワインとよく合ったスナック、肉などを推薦してくれるカスタ

マーサービスを提供している。このため、ワイン担当のスタッフをフランスのボルド

ー現地に、又チーズ担当のスタッフをスイス酪農業現地で見学させるなど、全職員を

対象に、食料品の現場教育を行っている。糖尿病患者のための特別な店を設け、相談

サービスコーナーを運営するシステムも導入している。顧客が実際の体験をすること
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ができるようにプロのシェフが食料品を材料とした料理をその場で作って、顧客が直

接味を見て購入するなどのサービスも提供している。 

アップルの iPod、 iTunes のモデルも顧客の経験サイクル上の問題点の解決という

観点で再解釈することができる。アップルは MP3 機器を使用している顧客の興味が

MP3 機器の画期的な機能や性能の向上ではなく、自分が希望する多様な音楽を迅速

に獲得するためにあるという点を把握した。すなわち、使用段階で購入したコンテン

ツを MP3 機器でダウンロードするのにかかる手続きが複雑であること、補完段階で

音質の高い音楽を確保するために多数の音源サイトを検索しなければならないという

点などが顧客の経験している問題点であった。アップルのホームページにより、アッ

プルは、補完段階での顧客価値に向けたイノベーションのためソニー、EMI などの

主要な音源のコンテンツ会社との交渉や長期契約を通じて低価格で様々な音楽を確保

する一方で、オンラインサイト iTunes の開設により、確保された音源を、顧客に直

接提供するビジネスモデルを作った。また、使用段階でのイノベーションのために、

iTunes のサイトや MP3 機器間の同期プログラムを構築し、顧客がワンクリックで好

みの音源コンテンツを自らの MP3 機器に転送できるようにしたものである。 

前述したように、スマート化により、最も注目されているのが先発参入という方式

である。しかし、実際に iPod、 iPhone、 iPad などにつながるアップルの最近のイノベ

ーション商品は当該事業分野での後発商品である。イノベーション商品は単に時間的

に最初にリリースされた商品ではなく、市場の実質的な成立をもたらした最初の商

品、意味のある市場を創出した商品がイノベーション商品である。時間的な面での先

発・後発商品のいずれかがイノベーションを導くのかは、多くの議論の対立がある。

現時点で先発、後発参入のメリットを一律に規定するは難しいが、当該事業や産業の

特徴、参入時期のインフラ条件、顧客対応、関連の先発、後発事業者の能力などに応

じて先発、後発参入の効果は異なるとの見方が説得力を得ている。したがって前に見

たイノベーションの市場創出の種類ごとに先発、後発参入の効果は異なり、分析する
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必要がある。まず、新規市場創出型イノベーションの場合、事実、歴史的に見ると、

先発参入した企業ではなく、一歩遅れて参入した後発者が市場を支配していた事例が

相当数存在した。これは先発が過去の経験から学習する機会がないだけでなく、顧客

ニーズの方向性が明確でなく、市場の標準も確立されていないためであるとと考えら

れる。 

過去の、様々な事業分野で先発参入した企業が開拓した市場について、実質的な大

衆市場を創出した後発者を見てみよう。PC の分野で市場の開拓者はアップルであっ

たが、実質的な大衆市場の創出は後発者 IBM だった。コピー機の分野でのゼロック

スとキヤノン、ビデオテープレコーダの分野でのソニーと JVC、ビデオゲームの分野

でのアタリと任天堂、オンライン書店の分野でのチャールズ・スタックとアマゾン、

使い捨ておむつ市場でのジョンソン・エンド・ジョンソンとプロクター・アンド・ギ

ャンブル、携帯情報端末分野のアップルニュートンとパームなどを同様の事例として

挙げられる。最近のスマートフォンの場合は、その歴史を遡ってみると、1993 年に

IBM が発売したシモンが最初であることが知られている。ノキアも 1996 年コミュニ

ケーター9000 を市場にリリースした後、そのコンセプトのスマートフォンを継続改

善しながら発売してきた。 

しかし、アップルのホームページより実質的な市場の成立をもたらした商品は、

2002 年に発売された RIM のブラックベリーモデルであり、大規模なイノベーション

をもたらしたよく知られている商品はまさに 2007 年にリリースされたアップルの

iPhone である。 

新規市場創出型イノベーションが生み出す市場は物理的な市場を創出する開拓活動

と実際の市場を拡大と育成する活動が分離されているという見方がある。最初に参入

障壁がないため、誰でも入ることができるが、不十分な技術的完成度と顧客ニーズの

不確実性などで、様々な商品の登場と消滅が繰り返される。以降は事業と産業の標準
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となる支配的なデザインの登場でその市場が統合され、大衆市場が創出されるという

ものである（Markides、2005）。 

しかし、このような見解が絶対的に正しいわけではない。商品のライフサイクルが

極めて短くなって、多くの企業が模倣と追従する戦略を進めている中でも、企業連合

の結集力が重要になっている最近の状況を考えると、先発を通じたイノベーションの

有効性が大きくなる可能性があるからである。結局、新規市場創出型イノベーション

を成功に導くためには参入が先発や後発かどうかではなく、一気に市場の標準を作っ

て大衆市場を創出することができるかにかかっている。したがって、企業がイノベー

ションの成功確率を高めるためには、顧客価値の不確実性と関連インフラや周辺条件

の成熟度などを綿密に把握した後、先発、後発参入するかどうかを決定することが必

要になるのである。先発参入した場合には、参入障壁を作って後発企業の市場を縮小

させなければならない。 

次に、市場細分化型イノベーションの場合は優先的に先発参入を推進しなければな

らない。市場細分化型のイノベーションによって作られた商品の市場は様々な形で存

在し、既存の商品コンセプトやゲームのルールを破壊するより専門性を補完する側面

が強い。したがって参入障壁が高くなく、ライフサイクルも短い傾向にある。これを

行うには徹底的に先発進出して先発プレミアムを享受し、いち早く他の商品の分野に

移動できるスピードが必要である。ただし、顧客ニーズを超える過剰なレベルの技術

の採用は注意を要するであろう。 

さらに、代替型のイノベーションの場合は自社が既存の商品の市場でどの程度の市

場地位と事業基盤を備えているかに応じて、先発、後発の利点が変わる。従来の市場

でリーダーとして位置付けされている場合には、先発を通じ代替型のイノベーション

はその既存の事業基盤を短期間で崩壊させるリスクが存在する。したがって、既存の

市場をリードする企業はこのリスクを避ける事業基盤をあらかじめ用意しておくこと
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が必要である。既存の事業基盤とは独立したビジネスユニットの構築、小規模な組織

運営などがその例であると言える。 

家電企業が有機エレクトロルミネッセンス 2技術への代替または転換速度を決定す

るのにも、これらのジレンマが存在する。まず、液晶ディスプレイ産業が成熟の兆し

を見せる現在の状況では有機エレクトロルミネッセンスへの移行は、新たな付加価

値、新たな市場領域を創出することができるイノベーション的な機会を提供するとい

う肯定的な側面が存在する。一方、既存の液晶ディスプレイ分野の企業の立場から有

機エレクトロルミネッセンスへの移行が急速に行われる場合には、従来の液晶ディス

プレイインフラの有効性の早期喪失と有機エレクトロルミネッセンスに必要な別の莫

大な投資費用の負担がある。産業技術総合研究所のホームページの情報によると、有

機エレクトロルミネッセンスへの移行に際しては、液晶ディスプレイを相当の期間で

共存させることがジレンマを解消する解決策になりうる。 

逆に、既存の市場で後発参入者または新規参入者である場合には、大手企業が徐々

に変化を追求するとき、先発参入を介して既存の競争方式を破壊する戦略を駆使する

ことが効果的である。アップルがイノベーション的な商品を出した MP3 市場、携帯

電話市場、タブレット市場などは、すべて新規参入領域であった。アップルの場合、

既存の事業基盤の弱体化や崩壊の恐れがなかったので、従来とは異なるコンセプトの

商品、他のゲームルールで差別化することができたのである。ただし、代替型のイノ

ベーションのターゲットとなる既存の市場における強力なライバルとパートナーが形

成した企業連合が強固であれば、強力な競争相手が既存の市場を死守するか、代替型

の市場を掌握するために命がけで抵抗して消耗競争が繰り広げられる恐れがある。こ

の場合、隙間市場に迂回し、確実なパートナーを確保する知恵が必要であると言え

る。 



     (第 3 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 56 

 

今までのイノベーションのための新たな流れを見ると、単一の商品の次元のイノベ

ーションではなく、継続的なイノベーション企業として存続ことが何よりも重要であ

ることを知ることができる。また、継続的なイノベーションのためには独創的イノベ

ーションではなく、イノベーション的な模倣と組換え的イノベーションの活用、顧客

の経験サイクル全般の価値イノベーション、時間的な先発参入より実質的な市場成立

のリードなどの観点でアプローチする必要があると言える。 

1-3  顧客価値中心のオープンイノベーションと経営戦略  

イノベーションのスピードと多様性が重要になり、企業の技術開発システムが閉鎖

されたイノベーションシステムからオープンイノベーションに急激に変化している。

オープンイノベーションの概念と価値、実行のためのポイントについて考察する。  

Chesbrough (2003) が提示したオープンイノベーションという概念が、広く言及さ

れている。企業内部の閉鎖的なイノベーションシステムから脱し、外部のさまざまな

ソースを利用するという主張である。より具体的には価値があると考える技術は、内

部、外部に関係なく、獲得しなければならず、これが商品開発と結びつく場合も、必

要に応じ、外部のアイデア、人材を活用しなければならないというものである。一般

的に、イノベーションが単一企業の範囲内で行われてきた長い伝統に照らしてみる

と、かなり破壊的な主張である。しかし、最近の経営環境の変化は、従来の閉鎖型構

造を強く脅かしていると窺われる。 

アナログ時代の競争は、企業間の 1 対 1 の戦いで勝者と敗者が選別された。しか

し、今ではネットワーク間の戦争で、その面が多様化、複雑化している。例えば、過

去にはさまざまな部品を購入して、単純に組み立てるだけだったが、今ではすべての

部品がネットワークに接続され、相互作用する時代である。したがって部品がモジュ

ール化されるため、必然的に、様々な分野での融合現象が発生する。また、重要な技

術人材の移動、企業にとって必要な知識を備えた外部の研究機関などの登場により、
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あえて企業内部でなくても、外部でも十分なイノベーションのサイクルに乗るように

なったのも原因である。このような時代の流れの変化に乗って登場したのがオープン

イノベーションであると考えることができる。 

それにもかかわらず、企業は最高のイノベーションの能力を備えているため、すべ

ての技術開発と商品化を企業内で解決できると考えるかもしれない。しかし、次の例

を見ると、閉鎖されたイノベーション的なシステムがもたらす限界について知ること

ができる。 

インスタントカメラの代名詞と呼ばれたポラロイドはデジタルカメラの成功の可能

性に対する確信を持っていた。そして競合他社よりも先に関連する技術を開発した。

レンズ、光学処理、デジタル信号、ソフトウェア、ストレージ技術などのデジタルカ

メラに関連するすべての技術を直接開発したのである。問題は、商品が市場に投入さ

れた後に発生した。単純技術、ソフトウェアなどをアウトソーシングした競合企業に

比べて価格が 3 倍以上高く策定されたからである。 

開発コストに数億ドルを投資したので、これを回収するためには、競合他社よりも

価格を高くしなければならなかった。もしこれらが重要ではない技術に投資する費用

を削減し、中核部品や重要な技術に投資して明確な差別化を行っていたらポラロイド

の名前はイノベーションの歴史のページを飾ることになっていただろう（クリストフ

ァー  ボナノス、2013）。  

過去に、フラットパネルディスプレイ 3分野でかなりの技術を保有していたシャー

プは、新しい生産ラインへ投資し、コストを削減するためのプロセスの簡略化に力を

注いだ。また、より大きなパネルを製造し、これにより歩留まりを向上させるために

商品の設計を変更した。しかし、問題はこれらのすべての過程が内部で秘密裏に推進

され、他の主要な供給ネットワークとの協力は全く行われていなかったという点であ
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る。最終的には期待した成果を上げられず、ガラス原板供給会社である Corning の助

けを借りてようやく問題を解決することができた。最初から主要部品企業との大胆な

オープンな協力関係を進めた場合、より迅速に生産ラインを安定化させることができ

ただろう（東洋経済 http://toyokeizai.net/articles/-/1801, 2017-04-26 閲覧）。  

オープンイノベーションは、様々な形のネットワークで表示される。これらのネッ

トワークはもちろん、企業の特性、資源などを反映するが、産業の特性によって決定

される傾向がある。例えば、生命科学、化学のように一つの発見（ Invention）を介し

て一気に業界の構図を変えることができる分野では、拡張グローバルモデルが一般的

である。この分野は成功の可能性が低いため、出来る限りに大規模な技術、研究結果

を適用する実験を繰り返す必要がある。したがって、すでに市場で一定の位置を占め

ている企業も、競合他社よりも広範な外部ネットワークを構築するためにさらに努力

する必要がある。 

企業は、外部技術獲得のために、さまざまなネットワークを構成する間に、競合他

社はひたすら眺めてばかりではない。企業が獲得した技術は競合他社も獲得すること

ができると考えたほうが良い。このような状況では、最終的に誰がその技術の迅速な

評価を通じて商品化の段階まで迅速に実行できるシステムを備えているかが勝負のカ

ギと推し測れる。 

しかし、問題は企業が評価することになるのが内部の技術ではなく、外部の技術と

いう点である。内部の技術であれば、長い間その開発過程を見守ってきたし、進行過

程で様々な検証を経た可能性が大きい。しかし、外部の技術の場合は評価の仕方が変

わる。まず、外部の技術の場合、過大評価の可能性とアクセス可能性を考慮する必要

がある。主にベンチャー企業が持っている技術の場合には、資金難などの問題で、大

企業との連携を望む傾向が強い。したがって、連携を成功させるために自らの技術、

能力を誇張する可能性が大きい。また、逆に自分の技術が盗まれることを懸念し完全

http://toyokeizai.net/articles/-/1801


     (第 3 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 59 

 

な技術開示に難色を示すことがある。したがって、企業はまずこれらの制約を念頭に

置いて評価することができるシステムや組織を構築することが示唆される。 

企業は、直接開発していない技術や研究成果について排他的な傾向を見せることが

多い。いわゆる自前主義現象である。しかし、これらの自前主義が、むしろ企業の競

争力を悪化させる要因にもなる。これらの慣習をなくすことからオープンイノベーシ

ョンが出発する必要がある。また、これを裏付けるためには、外部との活発なコミュ

ニケーションが出来る開放的な文化が必要である。最後に、企業の最も良いパートナ

ーは、顧客であることを忘れてはならない。大きなコストをかけずに、顧客が企業に

良い意見を継続的に伝えつつ、実質的に商品の開発に参加するシステムこそ最も望ま

しいオープンイノベーションモデルと考えられる。  

1-4  顧客価値の向上の重要手段としてのオープンイノベーション  

企業間の開放と協力が一層重要となり、オープンイノベーションの形態も進化、発

展した姿を見せている。オープンイノベーション推進領域がビジネスの全分野に拡張

されており、顧客ベースのオープンイノベーションが活性化されており、推進方式も

多様化している。 

Prahalad (2004)は企業が熾烈な競争に勝つためには N = 1、R = G のパラダイムを持

ってイノベーションを継続的に推進しなければならいと強調した。ここで、N = 1 は

企業が商品やサービスを通じて顧客一人一人（Number）に差別的な価値と経験を提

供することができなければならないことを象徴的に表現したものである。また、R = 

G は差別的な顧客価値の創出に必要なリソース（Resource）はグローバル（Global）

次元で確保、活用しなければならないという意味である。つまり、企業が必要とする

資源へのアクセスの可能性を最大限に高めることができるグローバルなネットワーク

を構築する必要があることを単純に表現したものである。要は、顧客への差別的な価
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値を継続的に提供する企業になるためには、オープンイノベーションを顧客価値の向

上の重要な手段としてうまく活用しなければならないと推測することができる。 

融合、複合商品の普及が進む中で、デジタル技術の発展と高度化、プラットフォー

ムビジネスの活性化など、経営環境の急激な変化により、開放と協力が一層重要にな

り、企業のオープンイノベーションは大きく進展している。Chesbrough（2003）がオ

ープンイノベーションのコンセプトを初めて提示した頃とは異なり、オープンイノベ

ーションの推進形態は単純技術のソーシングやベンチャー投資でイノベーションネッ

トワークの構築まで、さまざまな形態が現れている。 

オープンイノベーションの初期段階では、オープンイノベーション推進領域として

主に研究開発分野に焦点を当てて内部の資源を保持する能力を中心に進めていたが、

研究開発活動を組織外にまで拡張して、内部と外部の研究開発資源を一緒に活用する

ことが、この段階では指向される。これにより、イノベーションに要する時間を短縮

し、資源を節約してイノベーション性を最大化することが重要であった。しかし、最

近の企業の現場の動きを見てみると、研究開発分野はもちろん、商品の企画、設計、

商品開発、生産、マーケティング、サービスなど、企業の価値創造活動全般にオープ

ンイノベーションの推進領域が拡張されている。例えば、外部の専門家や顧客が提案

したアイデアに基づいて商品のコンセプトを導出して、既存の枠組みの設計などの商

品企画やデザインの分野でもオープンイノベーションが活発に行われている。 

また、単一の商品を中心にした製造企業でも、ハードウェア中心のイノベーション

の限界を克服するために、既存の重点を置いた製造業の領域を越えてサービスの分野

にまで拡張してオープンイノベーションを適用している。つまり、企業、外部機関、

専門家、顧客など、様々な参加主体が常時接続されている空間であるプラットフォー

ムでアイデア、商品開発、販売、サービス情報などを共有し、イノベーションを加速

させる場合が多くなっている。これにより、イノベーションの自由度を広げ、イノベ
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ーションのスピードを向上させることができるからである。 IT インフラストラクチ

ャとプラットフォームを介して、単純な製造領域を超えてサービスの分野にまでオー

プンイノベーションを積極的にしようとしている企業が増えている。 

 

また、クローズドイノベーションと異なり、オープンイノベーションは顧客中心

型のものへと進化している。顧客中心型のオープンイノベーションでは、顧客がイノ

ベーションの主体となり、多様な利害関係者が参加できるプラットフォームの構築が

重要になる。顧客はスマート化に満足せず、生産消費者として、商品の開発と生産に

直接関与して製造者と顧客の間の境界が崩れる現象が加速している。その結果、品質

や価格ではなく、顧客との継続的な相互作用と顧客体験の管理が新商品開発の成否を

左右するほど非常に重要になっている。  

図表 3-2 クローズドイノベーションとオープンイノベーションの比較  

クローズドイノベーション  オープンイノベーション  

最も優秀な人材を雇うべきである。  

社内に優秀な人材は必ずしも必要ない。

社内に限らず社外の優秀な人材と共同し

て働けばよい。  

研究から利益を得るためには、発見、開

発、商品化まで独力で行わなければなら

ない。  

外部の研究開発によっても大きな価値が

創造できる。社内の研究開発はその価値

の一部を確保するために必要である。  

独力で発明すれば、一番にマーケットに

出すことができる。  

利益を得るためには、必ずしも基礎から

研究開発を行う必要はない。  

イノベーションを初めにマーケットに出

した企業が成功する。  

優れたビジネスモデルを構築するほう

が、製品をマーケットに最初に出すより

も重要である。  

業界でベストのアイデアを創造したもの

が勝つ。  

社内と社外のアイデアを最も有効に活用

できた者が勝つ。  

知的財産権をコントロールし他社を排除

すべきである。  

他社に知的財産権を使用させることによ

り利益を得たり、他社の知的財産権を購

入したりすることにより自社のビジネス

モデルを発展させることも考えるべきで

ある。  

(出所：  Chesbrough、邦訳 , 2004 より ) 
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過去にも、顧客主導のユーザーイノベーションは存在していた。ユーザーイノベー

ションの提案者である Hippel (1988)は「消費と使用の主体である顧客が作成された新

商品が市場調査に基づいて作成された新商品に比べて商業的側面でより魅力的で成功

確率も高い。」という点を実証した。例えば、3M を対象に顧客主導で開発した商品

とマーケティング調査に基づいて開発した商品を比較、分析した研究結果によると、

顧客主導で開発した商品の平均売上高が 1.5 億ドルで、伝統的な方法による開発商品

の 1.8 千万ドルに比べて 8 倍高く、アイデアの質も改良、改善レベルを超えるイノベ

ーションであることが分かった。 

特に高速インターネットアクセス、高機能 IT 機器、オンラインコミュニケーショ

ン技術、ビッグデータ管理技術などを通じてイノベーションのプロセスに必要な知識

の創出、共有、活用、流通が容易になり、顧客主導のイノベーションが、最近にさら

に活性化されている。顧客が主導するイノベーションが急速に普及することができる

ようになり、顧客が過去に比べてイノベーションにはるかに大きな影響力を持つよう

になっていると考えられる。  

レゴと Xiaomi は顧客のイノベーションに基づいてオープンイノベーションを推進

した代表的な成功事例である。レゴのホームページより世界的なおもちゃメーカーで

あるレゴはレゴデジタルデザイナープログラムを通じて、顧客がデザイナーになっ

て、オンライン上で自分のブロックをデザイン、注文できるサイトを運営している。

顧客が提案した商品企画のアイデアの中で高い得票を得た場合に商品化しており、発

売商品にはアイデアを出した顧客の名前と写真、物語を明示すことで顧客のモチベー

ションを向上できる。  

2010 年の創業以来急速に成長してきた Xiaomi は、顧客が商品の企画者であり、開

発者としてのみならず、マーケティング担当者としても顧客を活用するオープンイノ

ベーションシステムを運営している。Xiaomi では、ホームページや SNS を通じて忠
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誠心の高い顧客が積極的に改善のアイデアを出している。顧客の改善意見は毎週木曜

日のオペレーティングシステムやアプリケーションの更新にすぐに反映するため、

Xiaomi 商品は、毎週、機能がアップグレードされる。アイデアが反映された顧客

に、本人の意見が反映されたことを通知することで、顧客の満足度を高め、より積極

的な参加を誘導する。また、新商品を発売すると、オンラインを介して販売を行い、

商品を販売した後、多くの顧客が商品を評価する。特に忠誠心の高い顧客をベースに

ファン層のマーケティングを積極的に推進しているが、彼らは Xiaomi の宣伝員にな

って、オンラインの中で商品の口コミを自発的に広告する。これらのファン層のマー

ケティングは、少ないリソースで効果的なマーケティングを展開することにより、大

手企業のマスメディア中心の伝統的なマーケティングに勝つことができる差別化のメ

リットとなっている。多くの企業は商品を販売すると企業と顧客との間の関係が終わ

ったと考えるが、Xiaomi は、商品を販売した時から関係が始まると捉えて、顧客と

の絶え間ない相互交流を介して商品やサービスを継続的に改善させている (高野 , 

2015) 。 

オープンイノベーション推進方式は確保（Acquiring）、獲得（Sourcing）、販売

（Selling）、公開（Revealing）の 4 つに大きく区分することができる。今までは新

技術調達、ベンチャー投資を通じた新技術の確保などの外部のアイデアを内部イノベ

ーションのプロセスに流入する方式が主に使用されたが、最近では、特許公開、デー

タ公開など、内部のイノベーションの結果を外部と共有して価値を拡大再生産する方

式が増加している。特に顧客と市場の観点からイノベーションを加速し、市場を先取

りするために重要な技術や特許、重要なデータなどを外部に公開して利害関係者との

相互作用を介して顧客価値を拡大、再生産する方式が増えると察せられる。 

例えば、電気自動車分野のリーディング企業であるテスラは、2014 年に保有して

いた重要な特許を外部に公開した。テスラは電気自動車産業のバリューチェーンの電

力供給、バッテリーの生産、充電ステーション部門を内部化している。バッテリー管
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理技術は、電気自動車産業の最大の参入障壁であり、コア競争力の一つであるため、

重要な特許を公開するということは、非常に異例な事態である。後発企業がテスラの

技術で電気自動車を開発することになればテスラの技術は、電気自動車市場のグロー

バルスタンダードとなって、最終的には、テスラを中心にイノベーションの連合体が

形成される可能性があると窺われる。 

内部の技術、アイデア、データなどを外部に公開するとセキュリティー上の問題が

発生して、競争上の優位性を失ってしまうという企業の一般的な懸念とは異なり、外

部に公開された技術やアイデアは、双方のコミュニケーションを通じて、より強固に

速く成長している場合が多い。例えば、グーグルのクロームウェブブラウザ（Google 

Chrome）がクロミウム（Chromium）という名前で公開されたとき、世界中の開発者

がこれを改善して、存分に活用して、自分たちだけのウェブブラウザを作成すること

が出来る。その過程を通じてクロームは、高速なパフォーマンスと信頼性、堅牢なセ

キュリティー機能を備えて運営されていたマイクロソフトのインターネットエクスプ

ローラを抜いて、ウェブブラウザ市場で世界トップを走っている。  

特許とデータの所有権は、企業の利益と直結しており、さらに、内部的にはもはや

利用価値がなくても競争相手の手に自分のデータが移らないようにするのが鉄則だっ

た。その典型である製薬業界にも数年前から重要な技術と特許を外部公開する動きが

増えている。グラクソ・スミスクラインのホームページにより、グラクソ・スミスク

ラインは、2012 年に保有している臨床試験のデータをオンラインに公開したが、そ

の中には、失敗した臨床試験のデータも含まれており、組織内の過ちを公開するとい

う点で発表当時、業界に衝撃を呼んだ。グラクソ・スミスクラインの破壊的な歩みに

懸念を表明した製薬企業も最近参加し始めた。ノバルティス、サノフィなどは筋萎縮

性側索硬化症の研究のために、各社が保有していた臨床試験のデータの統合データベ

ースを構築し、外部に公開した。 
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科学界にも研究の結果とプロセスを他者が活用できるように共有、開放しようとい

うオープンサイエンス運動が、最近広がっている。世界の科学技術分野の指導者と研

究者がオープンサイエンスの重要性を強調しており、多数の科学者が共同研究の成果

を国民に知らせ情報を公開するために積極的に乗り出した。日本国内でも政府レベル

の議論が進展し、オープンサイエンスが推進し始めている。このように、産業界や科

学界で、内部に保持していた重要な技術や特許、重要なデータなどを外部に公開する

理由を、グラクソ・スミスクラインのホームページの情報によると、グラクソ・スミ

スクラインは、現代科学が直面する危機は資源、知識、専門性を保持したとしても、

個々の企業や顧客、さらには社会と人類が望む問題を解決することができないから、

としている。パートナーシップ、協力、オープンイノベーションに基づいた新しい方

法を見つける必要があると説明している。 

要は、企業の内部の倉庫に放置された特許やデータを共有し、積極的に新たな活用

方法などを見つけることが顧客価値の創出に大きな力となり、最終的には、個々の組

織の能力強化と成果創出にも大きな利点がある。開放と共有のコミュニケーションは

創造的なアイデアの創出につながり、結果的に利害関係者すべてを利することができ

るものである。 

企業がオープンイノベーションの推進を一時的に流行している傾向として認識し、

イノベーションを素早く吸収して、実際に現場に適用するための努力をきちんとして

いない場合、大きな困難に直面する可能性がある。  

第 2 節 サービスイノベーションと経営戦略  

本研究においては、サービスイノベーション志向の経営戦略を次のように定義した

い。企業のビジョンに基づき、顧客の価値を高めるサービスの充実化を明示し、その
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実現に向けて、社会トレンドの洞察力、オープンイノベーション力、サービス志向の

従業員教育力という三つの力を活用すること、である。  

2-1   企業の中心となった顧客価値  

企業の経営戦略の焦点は、技術、製品中心から顧客価値中心に移動してきた。この

ようなトレンドの中で、企業の立場ではなく、顧客の立場で価値を創出する企業を顧

客価値中心の企業であると考える。顧客価値中心の企業の重要な概念である顧客価値

（Value for Customer）は、顧客の立場で体感する総体的価値を意味する。顧客価値は、

企業に認知されたものであり、顧客の立場で体感する総体的価値を意味する。しかし、

顧客価値中心の企業の重要な課題は、顧客価値の発見と組み入れ、伝達である。それ

ゆえに、顧客価値を競合他社よりも先に見つけるために、商品設計において、顧客と

のコミュニケーションの戦略を利用することが必要になってくる。また、発見された

顧客価値を商品に組み入れて、顧客に効果的に伝達するためには、サービスイノベー

ションが必要である。顧客価値中心のイノベーションプロセスでは、顧客に対するネ

ガティブな価値を排除することを意識しなければならない。技術中心、製品中心の企

業は、より優れた企業をベンチマークとして企業活動を展開することができた。しか

し、顧客価値中心の企業は、ほかの企業よりも顧客を調べることが求められる。  

多くの人は企業にとって最も重要ことは金、人材、そして技術を挙げるだろう。産

業革命からつい最近までの技術は、多くの企業のコアコンピタンスであり、今もその

重要性を否定することはできない。しかし、技術優位性だけでは必ずしも企業経営の

成功につながるものではない。しかも、全世界的に技術の発展速度が速く、主要な技

術が標準化される中で、長期的に技術優位性を維持することはますます困難になって

いる。一時、ゼロックスは、高度な技術の象徴であった。私たちが毎日接するコンピ
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ューターのグラフィカルユーザインタフェース 4の原型はゼロックスが生み出した

（Palo Alto Research Center Incorporated HP より）。  

プリンター市場の標準となったレーザープリンタもゼロックスによって開発され

た。1980 年代のゼロックスのパロアルト研究所 5は、優れた研究者を採用し、経営資

源の投資を惜しまなかった。その結果、物理学分野で世界最高水準の大学と肩を並べ

ているという評価もあった。しかし、技術へのこだわりは技術に埋没させる結果につ

ながった。なぜなら、顧客のための技術ではなく、研究者のための技術は、企業の業

績に繋がらなかったのである。  1990 年代初頭フォーチュン 500 企業ランキング 6で

21 位に上がったゼロックスは、ついに墜落し 162 位に落ちた（Fortune 500 

http://fortune.com/fortune500/xerox/ , 2017-10-4 閲覧）。コダック 7も技術力第一の会社

であり、フィルム時代の技術力が極めて高く、デジタルカメラ市場でも最初に技術開

発を開始した。コダックはデジタル写真の標準を作り、デジタルカメラの中核となる

撮像素子（CCD）も作った。しかし、コダックのデジタルカメラは、米国を除けば

時代遅れから免れることができない。今はデジタルカメラ市場の強者はデジタルがよ

く分からなかったカメラ企業だったキヤノンやニコンなどの従来のカメラメーカーで

ある。  1990 年代初頭フォーチュンランキングで 20 位以内に入ったコダックは現在

966 位をやっと維持するレベルに墜落した (Fortune 500     

http://fortune.com/fortune500/2015/eastman-kodak/ 2017-10-5 閲覧 )。80 年代初頭の IBM

は 4 年連続フォーチュン誌選定優良企業 1 位に選ばれるほど自他が公認する超優良

企業だった。 International Business Machines Corporation HP より、 IBM は構造調整の

最初のステップとして、研究開発予算を大幅に削減した。  IBM の危機を招いたの

は、コンピューター業界のリーダーの座を守るという強迫観念に捕らわれて技術開発

に過度に偏ったためであり、顧客価値をないがしろにしたことから起きたと判断した
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からである。実際に IBM は 80 年代半ばのダウンサイジングの傾向とそれに伴う顧客

の変化の期待に応えられず、危機に陥った。顧客の新しい期待に応え、ビジネスモデ

ルを絶えず変化させてきた結果、 IBM は世界的なサービスとコンサルティング企業

となっている。  

伝統的なマーケティングで最も重要視する 4 つの要素がある。よく 4P と要約され

るこの要素は、製品（Product）、流通（Place）、価格（Price）、販売促進（Promotion）

である。マーケティングを重要視している経営者であれば、4P をどのように準備して

対応するか考えている。多くの経営者は、4P の中でも特に「良い製品だけ製造する」

という考えを持っている場合が多い。これは間違った言葉ではなく、顧客の視点でよ

く作られた製品であれば問題はない。しかし、よく作った製品は、企業の立場から判

断した場合も多いのが事実である。製品は、企業が成果を出すためのツールや手段に

過ぎない。製品が、企業の収益に繋がるためには、顧客の財布から利益が出なければ

ならない。企業の立場から良い製品を作っているが、成果を生み出せない事例は多数

ある。  

リーバイス  8は、西部開拓時代から製品の品質で勝負してきた衣類メーカーである。

品質を証明するため馬二匹がジーンズの両方を引っ張る伝統的な絵画を今までもいく

つかの製品に使用している。リーバイスは品質だけでなくデザインにも努力を傾けた。

米国、ベルギー、香港、日本にデザインセンターを置き、各地域の消費者の好みに合

った製品を設計してきた。このように、製品の品質とデザインに経営資源を多く投入

したにもかかわらず、リーバイスの経営成績は劣っている。まだ売上高はジーンズ市

場で 1 位の座を占めているが、過去数年の間に売上高は減少し、純利益が赤字に転じ

た時もあった。製品自体には問題はないが、何か特別なことを求める顧客の心を引き
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つけることができなかったからである。今のジーンズ市場は値段が高くても、何か特

別なことを見つけたい顧客が増えている。これらの顧客はリーバイスを離れディーゼ

ル 9やトゥルー・レリジョン  10などは、高級ブランドに回っている。また、ジーンズ市

場に格安で実用的な製品を探している顧客も増えており、リーバイスはさらに厳しく

なっている。例えば、オールドネイビー 11のようなブランドは、品質はリーバイスよ

り良くないが、より手頃な価格のコスト構造を持っている。リーバイスは、品質の違

いを顧客に感じさせるが、最も普及した低価格のジーンズ市場の消費者は、品質の違

いを大切に考えず、その違いを良くは感じていない。リーバイスの事例は、いくら製

品をよく作っても、顧客が何を大切に考えているか、タイムリーに調べなければ困難

に直面することがあると示唆される。  

一方、顧客価値中心の企業はイノベーションに成功している。2007 年米国の小型航

空機製作会社であるエクリプス 12は、小型ジェットの量産を開始した。当初は市場の

反応は大きくて、2500 台の注文が押し寄せていた。エクリプスは登場する前の自家用

ジェット機市場は、ガルフストリームとセスナが独占した。古くから自家用飛行機が

普及している米国や欧州市場では、プロペラ飛行機をジェット機に変えようとする需

要が多い。最初の飛行機を買おうとする顧客もプロペラ飛行機よりジェットに関心を

持っている場合が普通である。しかし、これらの自家用ジェット機は価格も高く、燃

料消費量も少なくない。小型自家用ジェット機市場の人気商品だったセスナのサイテ

ーション CJ（Citation CJ）の価格は 400 万ドル~900 万ドルに達した。市場には、よ

り経済的な需要があったが、既存の企業は、顧客価値を無視した。安くなると問題が

生じ、現在の価格でも十分安い価格であるという考えである。最終的に顧客価値を考

え、行動に移したのは、既存航空事業とは距離が遠いことをしていた人たちだった。

元マイクロソフトの幹部はエクリプスという航空会社を設立した。この会社の経営理
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念は、既存のルールと固定観念を打破することである、ように既存の航空産業の拠点

とはかけ離れた地域であるニューメキシコ州アルバカーキに会社を設立した。セスナ

など他のほとんどの小型航空機会社は、カンザス州ウィチタに本拠地を置いている。

ここでは、自動車産業のデトロイトのような航空機の関連企業が集まっているところ

である。ここではなく、ニューメキシコ州に会社を設立したのは、固定観念から抜け

出すことが難しい既存産業の本拠地では、顧客価値をベースにした新しいイノベーシ

ョンを図ることが難しいと考えたためである。エクリプスのジェット機は業界の慣行

で設置されていたトイレを果敢になくした。部品の数を減らした一体型設計と新しい

溶接システムの導入などにより、コストを大幅に削減することができた。その結果、

セスナのサイテーション CJ の半分の重量で 6 人乗りジェット機を作ることができる

ようになった。この飛行機は 800 リットル程度の燃料で 2000km 程度を飛ぶことがで

き、燃費の面でも画期的という評価を受けた。価格は 250 万ドル～350 万ドル。プロ

ペラ飛行機と大きな差が出ない水準だった。エクリプスのイノベーション成功する要

因は、顧客価値中心に飛行機を設計したという点がある。航空産業の固定観念に陥っ

た場合、どんなに顧客調査をし、顧客の声を聞いても、顧客の立場から新しい価値を

生み出すことが難しかっただろう。ホンダは、2015 年に 8 人乗りの小型ジェット機

HondaJet を発売した。飛行機の顧客が特に心配しているのは、維持費が多くかかる

という点である。飛行機のエンジンは、軽量でなければ、最大出力で頻繁に使用する

と、エンジンの寿命が短く、主要部品を頻繁に交換しなければならない。ホンダはこ

のような顧客の心配を耐久性のあるエンジンで解決した。 GE との合弁で設立した会

社で開発されたジェットエンジン HF120 は、主要な点検サイクルが 5000 時間に増

え、メンテナンスコストを大幅に削減することができるという。またエンジンを翼上

面に配置することより胴体側に必要だったエンジン支持構造が必要なくなったため胴

体内のスペースが 30%以上も拡大し、客室内の騒音や振動が軽減され、乗り心地が大
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きく改善された。ホンダは予約注文を受けてから 3 日後に 100 台以上の実績を上げ

た。  

2-2  顧客価値を高めるサービスイノベーション  

技術と製品だけではもはや企業の生存を確保できない。企業活動の焦点が顧客価値

に移動するのは当然のことである。このようなトレンドの中で、多くの企業が顧客志

向企業あるいは顧客中心の企業を標榜している。それでも顧客価値中心の企業に対し

て、明確な定義はない。ただし、これまでに提起された顧客価値中心の企業を取り巻

く様々な主張を総合すると、顧客価値中心の企業とは、顧客にとって価値のあるもの

が何なのかを見つけるために絶えず努力し、この価値を効果的に商品化して顧客に提

供するために、サービスイノベーションを引き起こした企業という点についてはほと

んど一致する。一方、顧客価値中心の企業の特徴を一つ一つ見てみるのも顧客価値中

心の企業の概念を確立するのに役立つ。まず、顧客価値中心の企業は、技術や製品よ

りも、顧客価値をより重要な資産として考える。もちろん、技術や製品の重要性を無

視することはないが、優先順位を顧客価値に置くという意味である。技術や製品は外

部と連携して活用することができるが、顧客価値を高めるのが難しいというのが基本

的な考え方である。次に、全ての従業員が常に顧客の立場で考えて行動しようと努力

する。つまり、絶え間ない顧客価値のイノベーションが全社的に行われる。さらに、

顧客価値を高めるサービスイノベーションは、長期的に継続しなければならないので、

サービスイノベーション活動を評価して改善していく。そして、顧客を容易に確保す

ることが大変困難であるので、顧客と長期的な関係を結ぶ必要がある。そのためには、

顧客のことをより早く、よりよく理解するため、顧客データ管理に IT を導入するこ

とが重要と思われる。  
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では、どのような概念に基づいて顧客価値中心の企業が成功するのか考えてみよう。

まずは顧客の価値について少し深く探索する必要がある。顧客価値中心の企業は、自

社が提供する製品やサービスが顧客に価値をどれだけ提供するのかが最も重要だと考

えている。つまり、顧客中心の企業は、自社の立場ではなく、顧客の立場に立って価

値を作り出して顧客に伝達するものである。顧客価値は、顧客のための価値を意味す

る。つまり「顧客の立場で価値のあるもの」として、顧客の視点からの効用とほぼ同

じ概念である。すなわち、顧客の価値は、顧客の立場で体感する総体的価値を意味す

る。結果として、製品やサービスの購入から廃棄に至る全ての過程で、顧客が感じる

いくつかの効用をすべて合わせたものが、顧客価値とすることができる。顧客が自ら

主観的に評価した価値と価格との差が、顧客の立場の剰余価値であり、この剰余価値

が大きいほど、顧客の購入の可能性は高くなる。ただし、剰余価値が大きいというこ

とが企業の立場から見ると、利益が少なくなることにもなるので、適正なレベルで剰

余価値が決定されるようにしなければならない。  

顧客のニーズを新しい技術や方法で解決することは、今まで世の中に存在しなかっ

た新しい顧客価値を生み出すものである。たとえば人は本能的に何かを見て楽しむこ

とを好む。かなり昔から、これらのニーズを満たしてくれたのは演劇だった。しかし、

技術的に映像と音声の伝送が可能になり、テレビが登場した。コンピューター、イン

ターネット、スマートフォンなどは、完全に新しい顧客価値を作り出した。しかし、

新しい技術や方法で顧客価値を作り出すのは簡単なことではない。ほとんどの顧客価

値の向上は従来技術の延長線で小さな変化を与えることからなる。例えば、ノートパ

ソコンがますます小さくなるとモビリティという顧客の価値はより大きくなる。テレ

ビは大きく、重いブラウン管の代わりに LCD や OLED を使用することにより価値が

より大きくなる。美しいデザインが、顧客に芸術性を楽しむという価値を高めてくれ
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たりする。新しい顧客価値を創出し、既存の顧客価値を高める最も重要な点は、その

手がかりを見つけることである。その次に顧客価値を実現するための具体的な方法を

模索しなければならない。  

顧客価値は、単に自然に発見されるものではない。この価値を見つけるための体系

的なメカニズムが必要である。顧客が価値あると思うのは何故なのかを早期に発見し、

これを製品やサービスに作り上げなければならない。そのためには、顧客価値の発見

から商品設計、伝達に至る全体の経営戦略を顧客価値中心に構築して活用していくこ

とである。顧客価値中心の経営戦略の重要なステップである顧客価値の発見と伝達に

ついて考察する。  

多くの企業は、顧客の立場で感じようとするよりも、企業の論理で顧客を解釈しよ

うと考える傾向にある。顧客の立場で何が必要なのか切実に感じているとき、顧客に

価値のある、価値を提供できる商品を作り出すことができる。トヨタ自動車は、その

ビジョンと哲学の一部として顧客最優先という概念を強調している。トヨタは、組織

のメンバーが顧客の立場で考えて行動するとき、顧客が何をしたいのか、また何が顧

客を幸せにするかを調べることができると強調している。顧客を最優先する経営戦略

が反映された事例として、トヨタの小型車、カローラのテールランプがある。過去に

おいては、小型乗用車はテールランプがついていなかったという。自動車会社はテー

ルランプを実装すると、コストが追加されるためテールランプは必要ないと考えてい

た時代があった。しかし、徹底的に顧客の立場で車を運転する時、トヨタの技術陣は

安全運転のためにテールランプが必ず必要であると結論を下した。トヨタはカローラ

にテールランプを実装し、このことはすぐ業界標準となった。このような場合は、顧

客の価値を見つけることはそれほど難しいことではない。テールランプ付きで既に走
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り出している大型乗用車と比較しマーケティング調査を行えば、顧客のニーズを把握

することも難しくない。しかし、比較対象がない場合は、顧客価値は隠されており、

従来のようなの市場調査方法を介しては、これを見つけることは容易ではない。顧客

から直接得ることができるのは、顧客価値に育つことができる小さな種である。その

種をどのように発芽させるかは、消費者の立場に立って考え、行動する企業によって

決定される。このような観点から、プロクター・アンド・ギャンブル 13の BRIC14は、

一つの答えを提示している。 BRIC は顧客がどのように考え、行動するかをシミュレ

ートするための研究センターである。プロクター・アンド・ギャンブルのホームペー

ジの情報によると、ここでの活動を通じて、プロクター・アンド・ギャンブルは顧客

の立場で新しいアイデアを得ているが、これらのアイデアのいくつかは健康・美容事

業の売上高を 40％増加させる効果を持っていたという。現在は世界中の顧客を対象と

した多様な価値のイノベーションのために全世界に 1４か所の BRIC を運営している

という。プロクター・アンド・ギャンブルは BRIC という顧客のシミュレーションツ

ールに加え、顧客の心を読むために新しい方法を試してきた。プロクター・アンド・

ギャンブルはリフレクトと呼ばれるオンラインの化粧品サイトを運営している。顧客

が望む機能と好きな香りの化粧品を自分が希望する容器に込めて購入できるようにす

るカスタマイズされた化粧品事業であった。プロクター・アンド・ギャンブルのホー

ムページより、プロクター・アンド・ギャンブルはこのビジネスを始めるとき、顧客

の嗜好を直接リアルタイムに収集することができるという考えを持っていたという。

既成品を店頭で選ぶときは、販売員の勧誘など、さまざまな要因が影響を与える。一

方、１人でインターネットを介して熟考し、自分が希望する化粧品を作っていくとき

には、自分の好みを純粋に反映させることができる。  

ナイキのホームページにより、ナイキはナイキ  ID15というブランドで、自らの好み
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に合った靴や衣類、さらには時計のようなアクセサリーまでデザインして購入できる

ようにしている。顧客はナイキのウェブサイトで、様々なスタイルや色を組み合わせ

ることができ、自分の名前も刻み入れることができる。もちろん、自分が好きなよう

に作られた製品であるだけに、価格は既存製品に比べて高い。このカスタム製品の販

売を通じて、ナイキは、顧客がどのような製品を好むかどうかを明確に把握して量産

品の生産にすぐに反映することができる。  

顧客価値は見つけにくいものである。外部の新鮮な視点が斬新な顧客価値を発見す

るためには有効である場合も多い。  2003 年には、プロクター・アンド・ギャンブル

の新製品開発の 50％が、社外で行われるようにした。研究開発を何よりも重要な機能

とした大企業が、このような試みをするということが、当時は新鮮であったが、危険

だとも考えられた。しかし、時間が経つにつれ、プロクター・アンド・ギャンブルの

このような試みは、高く評価されている。このような分業のベストプラクティスとし

て、音楽、映画のような創作産業を挙げることができる。音楽アルバムの場合、過去

にはレコード会社が直接歌手や演奏者と契約して、彼らの作品を販売した。しかし、

今では独立した制作者がアルバムのアイデアを出してミュージシャンを発掘する。大

手レコード会社はアルバムの配給だけに集中する。映画の場合も同様である。  1950

年代以前アメリカの映画産業は、垂直統合、縦の系列化が行われたヴァーティカル・

インテグレーション（Vertical Integration）が主流であった。メトロ・ゴールドウィン・

メイヤー 16のようなハリウッドのメジャー映画会社は、多数の映画俳優を率いて映画

を製作し、自社が保有する劇場チェーンを介して上映した。しかし、今では独立した

制作会社が映画を企画して制作する。コロンビア 17やメトロ・ゴールドウィン・メイ

ヤーのようなメジャー映画会社は、これを効果的に配給することにコミットする。も

ちろん、映画産業の垂直系列化が崩れたのは独占防止法により興行部門を分離するよ
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う最高裁の判決結果（パラマウント判決）が一役買ったのが事実である。しかし、メ

トロ・ゴールドウィン・メイヤーのホームページにより、新方式の後、米国映画が大

きく発展したという評価は、従来の垂直統合がアイデアを出すのに非効率であったこ

とを実証すると見ることができる。一方、日本の映画産業は垂直統合から解体する政

策が進められず、従来の産業組織は長く温存されながら緩やかに解体したと考えるこ

とができる。  

2-3  顧客価値中心の経営戦略  

顧客中心の経営といえば、顧客の価値を見つけて商品化する活動、すなわち商品設

計の議論に焦点を置く場合もある。しかし、価値の発見から配信に至るまで、すべて

の活動が顧客価値中心に構築されるとき、初めて顧客価値中心の経営とすることがで

きる。これらの活動が体系化されたことが、顧客価値中心の経営戦略である。  

デルコンピューター 18は、在庫無しの生産を通じてコスト優位を占めることができ

た。デルは顧客価値を収益化できる資産として認識し、顧客価値中心のビジネスプロ

セスとビジネスモデルを開発した。  1998 年には、デルは顧客が望む製品をオンライ

ンで直接設計して注文する方法を導入し、これにより顧客を製造過程に直接参加させ

た。その結果、不必要な在庫が減少してキャッシュフローが増加されるなど、経営効

率が最大化され、最終的には世界最高のコンピューター企業に成長してきた。無在庫

生産は、顧客価値中心の生産方式である。顧客はいくつかのオプションを追加し、自

分だけのコンピューターを作ることができる。また、無在庫生産方式を使用して削減

されたコストはかなりの部分、低価格化で顧客に戻る。デルのホームページより、す

でに成熟期に入って成長率の鈍化を経験しているコンピューター業界で、デルが持続

的な成長をすることができるようにした最も重要なポイントは、顧客価値中心の経営
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戦略の実行であったという。  

イケア 19は、生産の一部を顧客に課することにより、顧客価値を企業活動の中心に

位置づけている。イケアグループのホームページの情報によると、イケアは組み立て

をしていない半製品の形で製品を販売することにより、生産コストを削減ができた。

また、半製品は完成品に比べて倉庫スペースを占めることが少なくなり、在庫コスト

が削減された。顧客は完成品に比べて簡単に持ち運びすることができ、より多くの価

値を感じることができる。ただし、半製品の販売は組み立て嫌いの顧客には価値を落

とす結果をもたらすことになる。しかし、このような顧客には実費で組み立てサービ

スを提供することにより、さらなる顧客価値を提供することができる。  

顧客知識は、顧客と接しながら、顧客に関する情報を収集して分析するプロセスで

得られる。JAL、全日空と提携している海外レンタカー会社エイビス 20は顧客に関す

る知識を効果的に蓄積して、短期間で顧客満足度とロイヤルティの向上に成功した事

例として挙げられる。この会社は顧客が車を借りに来るときから車を返却するまでの

顧客の行動を観察した。カメラを設置し、顧客が使用する単語、言い方、ジェスチャ

ー、手振りなどの言語的、非言語的データを収集した。そのデータをもとにエイビス

は隠された顧客価値を発見することができた。レンタカー業者は顧客が車の清潔さや

機能を非常に重要であると知っていたが、実際の顧客は、車両の細かい状態を考慮す

る心理的余裕がなく、気になるのは飛行機の出発時間や安全に旅行できるかなどの心

配がほとんどであった。これらの顧客に最も価値のあることは、心理的な安心感を与

えることである。エイビスのホームページより、エイビスは、顧客を安心させるため

に車両を返却する場所に飛行機時刻表を示すモニターを設置した。また、航空会社窓

口に接続できる携帯電話とファックスを設置し、顧客の心配を軽減することができた。
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顧客と会う従業員に顧客の不安や心配を軽減する振る舞い、サービスを提供できるよ

うに教育した。これらの活動の結果は全て顧客満足度の向上につながった。  

レンタル店で借りた DVD を適時返納しないために延滞料金を支払わなければなら

ないことは心地よいことではないが、誰でも簡単に避けることができるものではない。

延滞料金を支払いたくない場合、最も確実な方法は DVD を借りないことである。こ

のような理由から非顧客になった人たちは、顧客価値中心の企業の良いターゲットで

ある。ネットフリックス 21はオンライン DVD レンタル店である。ネットフリックスの

ホームページより、毎月定額の会員費を支払い、ネットフリックスのメンバーとして

登録する顧客はいつでも、自分が希望する DVD を希望する期間だけ見ることができ

る。  

顧客が望む価値を顧客に最も望ましい形でインプットするためには、生産における

イノベーションが必要である。もちろん、顧客価値中心の生産のイノベーションは、

顧客が望むものを１つずつ合わせることを意味するものではない。市場の状況や企業

の経営戦略に沿ってマスカスタマイゼーションするように、さまざまな製品の顧客価

値を高めることもできる。多様でなくても手頃な価格で生産することが、顧客の立場

から、より望ましい場合はそれを選択することもできる。また、生産部門が持ってい

る顧客に対する姿勢も顧客価値の創出に影響を及ぼす。例えば、テレビの生産ライン

で不良が発生した場合を考えてみよう。この時、発生する費用は単純に見ると製品 1

つの製造コスト、あるいはこれを直すコストと考えることもできる。しかし、顧客の

視点から見ると不良品のテレビで観たい番組を見ることができないというストレスを

受けることになる。修理のためにアフターサービスを担当する従業員が訪問するとき

を待つために外出もできないような負の価値が生産不良の費用である。顧客価値中心
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の企業の生産部門は、顧客価値を効果的に伝達するための新たな生産方法を絶えず考

え、負の価値を防止するための努力にも意識しなければならない。  

経営戦略上の販売戦略では顧客データを効率的に活用することが重要である。顧

客データは基本的な特性に基づいた取引データ、電話相談のデータ、アフターサービ

スのデータなどが統合的に管理されなければならない。ウェブサイトを介して収集さ

れたデータも統合する必要がある。顧客データに関して見逃してはならないポイント

はシナジー効果である。断片的な顧客データの一つ一つから特別な意味を発見するこ

とは難しい。統合分析された場合にのみ新たな発見が起きる場合が多い。分析に十分

なデータがないという点は一般的な問題である。この時、データのみのせいすること

は正しい戦略ではない。企業経営は本質的に不確実性の中での不完全な意思決定の連

続である。不十分なデータの制限はあるが活用できるソリューションを見つけて継続

的に顧客価値を高めるための活動をし、その結果を評価しながら努力していく必要が

ある。レンタカー会社のエイビスは日常の経営活動で収集した顧客データが販売に活

用されることで成功している。また、オンライン DVD レンタル店のネットフリック

スは、顧客の考えをすぐに販売や物流にインプットすることにより、新たな顧客価値

を作り出すことができた。一方、生産戦略と同様に、販売戦略でも否定的価値に注意

しなければならない。強引なテレマーケティング、迷惑な電子メールなどは、顧客価

値をむしろ落とす行動である。顧客の立場で、不快な販売活動は実行してはいけない

のが原則である。また、顧客の反応が肯定的か否定的か知ることができない場合には、

一部の顧客のみを対象として事前テストを試みることが望ましい。新たな販売方法に

否定的な反応を見せた顧客には個別に管理して不満が再発しないようにしなければな

らない。  
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成果の評価とフィードバックはすべての経営活動の必須条件である。顧客価値中

心の経営戦略も例外になることはない。発見された顧客価値を商品化して、顧客に効

果的に伝達されたかを確認し、改善の努力を展開することは顧客価値中心の企業の必

須条件である。  

第 3 節 小括  

イノベーションはすべての企業の生存に直結しており、技術や商品分野はもちろ

ん、企業全体のビジネスモデルに至るまで、多様にイノベーションは展開されてい

る。特に独創的あるいは排他的技術は、競争力を左右する重要な要素の一つであるた

め、企業はイノベーションに必死に取り込んでいる。伝統的に、企業は自らが保有し

ている技術と資源をもとに研究開発してきた。これにより、企業は特許、技術などの

知的財産を確保するとともに、他の企業との差別化を推進してきた。 

しかし、近年の急速な事業環境の変化では、すべてのことを一社の企業だけの技術

と能力で解決しようとすることが難しくなっている。企業に必要な技術やアイデアを

外部委託する一方、内部のものを外部と共有しながら、新しい商品やサービスを作り

出そうとする動きが活発である。いわゆるオープンイノベーションが一つの巨大なト

レンドを形成している。多くの企業が、外部の技術やアイデアを捉え、技術力と競争

力向上のために、様々なチャネルを活用している。オープンイノベーションのための

多くの活動が実質的な成果につながるためには、企業内外のアイデアを観察、把握

し、それを機会に転換させることができる内部の文化とシステムを揃える必要があ

る。アイデアの創出は、企業の内部はもちろん外部からもいくらでも可能である。 

技術や製品中心の企業は、より優れた企業をベンチマークしながら企業活動を展開

することができた。しかし、顧客価値中心の企業はもはやベンチマーク対象企業がな

い。顧客価値中心の企業が進むべき道は顧客だけが教えてくれるが、新しい顧客価値
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は容易につかめない。最終的には顧客の立場に立って、より多くの顧客の声に耳を傾

ける企業だけが、顧客価値に近付くことができる。このプロセスに企業のすべての従

業員が参加しなければならない。過去の固定観念から脱して、顧客に新しい価値を作

っていくためには、企業活動の最初から最後まで、顧客から始まって、顧客に終わる

顧客中心企業だけが新たな競争で生き残ることができるといっても過言ではない。  

 

1 参入障壁は企業が商品を市場に投入するために支払わなければならない費用など

の障壁を意味する。国際的に 1 つの標準が設定されると、市場への参入コストは低

くなる。  

2 有機エレクトロルミネッセンス（Organic Light-Emitting Diode、OLED）は、光

を出す層が電流に反応して光を発散する有機化合物のフィルムからなる薄膜発光ダイ

オード（LED）である。  

3 フラットパネルディスプレイ（Flat panel display）は、陰極線管を使用したコン

ピューターのモニターやテレビよりも薄くて軽いディスプレイ装置を指す言葉であ

る。一般的にノートパソコン、デジタルカメラなどのように、携帯性が重要なデバイ

スに適用され始めた。  

4 グラフィカルユーザーインターフェイス（ graphical user interface、GUI）は、コ

ンピューターを使用しながら、図にした画面上の物体や枠組み、色などのグラフィッ

ク要素を機能と用途を示すために設計されたユーザーのためのコンピューターのイン

ターフェイスである。  

5 パロアルト研究所（Palo Alto Research Center、PARC、旧名称：Xerox PARC）

は、米国カリフォルニア州パロアルトにある研究開発会社である。ゼロックスの研究

部門で、1970 年に設立され、2002 年にゼロックスの子会社に分離された。この研究

所を設立した人は、磁気共鳴分野を研究した物理学者ジョージペイクである。レーザ

ープリンタ、イーサネット、グラフィカルユーザーインターフェイス（GUI）の概

念、オブジェクト指向プログラミング、ユビキタスコンピューティング、VLSI 技術
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などを開発したところで広く知られている。現在の研究分野は、バイオ科学技術、ク

リーン技術、ユーザインタフェースの設計、センスメーキング、ユビキタスコンピュ

ーティング、ロールツーロール処理（ large area electronics）、インテリジェント

システム分野である。  

6 フォーチュン 500 は、米国の経済専門誌フォーチュンが毎年発表する売上高順位

世界最大の企業 500 のリストである。  

7 Eastman Kodak Company は米国のイメージソリューション関連企業である。草

創期から 2011 年までは、カメラとフィルムの製造であった。1975 年コダックの電

子部門のエンジニアであった Steve J. Sasson は世界初のデジタルカメラを作り出し

た。しかし、コダックはデジタルカメラが今後アナログフィルム市場全体を変えると

結論し、これに対する商用化を停止させた。フィルム市場の崩壊を憂慮し、デジタル

カメラの試作だけ発売してデジタルカメラの出現を無理やり遅らせしようとした。こ

れらの抑制戦略は、20 年以上の間続いたが、1998 年に、デジタルカメラの大衆性を

予測した日本のカメラの企業が普及型デジタルカメラを発売し始め、フィルムカメラ

は急速に崩壊し始めた。このような市場逆転にコダックの立地と収益性は非大きく減

少し始めた。2000 年以降コダックはフィルム事業部とデジタルカメラ事業を適時売

却していないことで深刻な財政難を経験され、最終的には 2012 年  1 月 19 日に破産

保護申請を行った。以後 2013 年  9 月 4 日に、フィルムとカメラ事業部を売却する

と同時に、「印刷の技術サポートは、専門家のためのグラフィックス通信サービス」

企業として再生した。  

8 リーバイ・ストラウス＆コーポレーション（Levi Strauss＆Co.）は、1853 年リ

ーバイ・ストラウスが創立したジーンズで有名な衣料品製造会社である。略してリー

バイス（Levi's）とも呼ばれている。  

9 ディーゼルは同名のファッションブランドを展開するイタリアのアパレル企業で

ある。1978 年にレンツォ・ロッソによって設立された。  

10 トゥルー・レリジョン・アパレル（True Religion Apparel, Inc.）は衣料品メーカ
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ーである。  衣料品のデザイン、生産、および販売に従事する。男性用・女性用の、

ジーンズ、トップス、ジャケット、サングラス、およびＴシャツを提供する。世界各

地で事業を展開している。  

11 ギャップ（Gap）は、米国の衣料品会社であり、ブランドである。2008 年 9 月時

点でのギャップは約 150,000 人の従業員を持っており、世界的に 3,100 以上の店を

運営している。ギャップは、米国で最大の特殊衣装小売店に残っているが、最近では

世界最大の服小売店であるスペインの会社であるインディテックスグループに圧倒さ

れた。主なアパレルブランドはギャップ（Gap）バナナリパブリック（Banana 

Republic）オールドネイビー（Old Navy）パイパーライム（Piperlime）である。  

12 エクリプス（Eclipse Aerospace）は米国の航空機メーカーであり、航空機のメン

テナンスおよびアップグレード会社である。同社はエクリプス  500 のメンテナンス

とアップグレードを行い、エクリプス  550 の製造元である。2015 年 4 月、Kestrel 

Aircraft と合併して One Aviation を形成した。  

13 プロクター・アンド・ギャンブル（  Procter＆Gamble）は米国の多国籍企業であ

る。石鹸、シャンプー、歯ブラシ、おむつなど様々な種類の消費財を製造販売する。  

2007 年の時点で、プロクター・アンド・ギャンブルは売上高で計算して米国で 25

番目に大きい企業であり、利益の規模では 18 番目に大きな企業である。米国経済専

門誌フォーチュンが発刊した最も尊敬される企業のリスト TOP 500（2007 年）に

は、10 位に上がっている。プロクター＆ギャンブルのブランド管理は、経営の分野

で名高い。ソープオペラ（ソープオペラ、 soap opera）、コネクト・ディベロップメ

イノベーションは、有名な経営事例として挙げられている。ニールセン・カンパニー

の資料によると 2007 年基準でプロクター＆ギャンブルは、米国で最も多くの広告費

を使っている企業である。1 年に約 26 億 2000 万ドルの広告費を支出するが、これ

は 2 番目にゼネラルモーターズの広告費のほぼ 2 倍に達する。  

14 Beckett Ridge Innovation Center 

15 ナイキ株式会社（Nike, Inc.）は米国のスポーツアパレルの多国籍企業である。
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ナイキは、ギリシャ神話の勝利の女神を意味し、現在までに使用されてロゴデザイン

を勉強していた学生が陸上トラックを動的に形象化したものである。ブルーリボンス

ポーツ（Blue Ribbon Sports）という名前でフィルナイトが最初に設立し、1978 年

に正式にナイキという名前に変わった。これはナイキの精神が、その根が陸上にある

ことを通知するとともに、ナイキ、それ自体が、陸上そのものであることを示し、ロ

ゴの名前はスオシ（ swoosh）である。  

16 メトロゴールドウィン・メイヤー・スタジオ（Metro-Goldwyn-Mayer Studios、

Inc.）は米国の総合エンターテイメントメディア企業で、主に映画及び TV 番組を制

作・配給している。1924 年に設立され、略して MGM と呼ばれる。米国カリフォル

ニア州ロサンゼルスに本社があり、世界で最も古い映画スタジオの１つである。  

17 コロンビアピクチャーズ（Columbia Pictures Industries、 Inc.）は米国の映画制

作兼配給会社であるソニー・ピクチャーズモーションピクチャーズグループに所属し

ており、ソニーの子会社でソニー・エンターテイメント部門であるソニー・ピクチャ

ーズエンタテインメントのメンバーである。1918 年に弟のジャックとハリーコー

ン、そしてジャックの親友であるジョー・ブランデーと設立された Cohn-Brandt-

Cohn Film Sales という名前で創立された。1922 年 8 月に初の長編映画をはじめと

映画配給を開始し、1924 年コロンビアピクチャーズで変え、2 年後には、株式を上

場した。アメリカの国を中心に作られたものコロンビアの由来でありながら、映画会

社のロゴで、現在までに使われている。かつては、3 つのミニメジャーと 8 つのメジ

ャー映画スタジオに名前をあげハリウッドの黄金期を導いたが、今では、ハリウッド

メジャー6 台のスタジオで、いまだに映画制作の世界市場をリードしている。  

18 デル株式会社（Dell Inc.）は米国の電子製品の製造および販売企業である。最初

は 1984 年  11 月 4 日に「PC's Limited」という名前で会社が設立された。また、

1980 年代から 1990 年代の間にデルは、パーソナルコンピューターやサーバーの分

野で最大の販売会社であった。2008 年の場合、コンピューターの販売の分野でヒュ

ーレット・パッカードの後に続いて 2 位を続けている。主製品は、パーソナルコン
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ピューター、サーバー、記憶装置、ネットワークスイッチ、ソフトウェア、テレビ、

コンピューター、周辺機器などであり、技術関連製品を製造して販売され販売されて

サポートしている。2006 年にフォーチュン 500 にデルを 25 番目に大きな会社で順

位を上げた。  

19 イケア（ IKEA）はスウェーデンの家具製造企業である。イケアはスカンジナビ

ア特有のデザインと低価格、そして何よりも顧客が直接運搬して製作して組み立てと

送料がない DIY 製品の販売へと発展して有名になった企業である。イケアは 1943

年  イングヴァル・カンプラードがスウェーデンで設立し、現在はオランダに登録さ

れた財団が運営している。1953 年、スウェーデンアルムフルトゥで最初の展示店が

開かれた。  

イケアホールディング BV は、すべてのイケアグループの親会社であり、ここに属す

る主要な会社は、イケアの家具を作るスエードウッド（Swedwood）がある。デザイ

ンと製品開発はイケアスウェーデンが務める。イケアのコンセプトと登録商標で全世

界の販売代理店契約もここで行われる。イケアグループは、これに属する最大の会社

である。  

20 エイビスレンタカー・システム（Avis Rent a Car System）はアメリカパーシッ

パニー -トロイヒルズ、ニュージャージーに本社を置くレンタカー会社である。Avis 

Budget Group は、北米、南米、インド、オーストラリア、ニュージーランドでエイ

ビスブランドを運営している。最近エイビスは、かつてエイビスブランドをライセン

ス供与していた独立系企業であった Avis Europe plc を買収した。1970 年代後半か

ら、エイビスは Chevrolet や Cadillac などの General Motors（GM）車を中心に扱

ってきたが、現在は Ford やトヨタなど人気のある非 GM ブランドも借りている。  

エイビスは、世界中の主要空港のビジネス旅行者や空港外のレジャー旅行者にサービ

スを提供する商用セグメントの主要なレンタカープロバイダーである。  

21 ネットフリックス（Netflix, Inc.）は 1997 年 8 月 29 日、カリフォルニア州スコ

ッツバレーに設立されたアメリカのエンターテインメント企業である。郵送によって
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ストリーミングメディアとビデオオンデマンドのオンラインと DVD を専門とする事

業を提供している。2013 年には、ネットフリックスは映画やテレビ制作に加えてオ

ンライン配信にも拡大した。2017 年現在、カリフォルニア州ロスガトスに本社を構

えている。2007 年には、ネットフリックスは、DVD と保持したまま、ストリーミン

グメディアの導入によりブルーレイレンタルサービス事業を拡大した。 2016 年 1 月

までに、ネットフリックスサービスは 190 以上の国で運用されていた。ネットフリ

ックスは 2013 年にコンテンツ制作業界に参入し、最初のシリーズである House of 

Cards を発表した。それ以来、映画やテレビシリーズのオンラインライブラリーを通

じて「Netflix Original」コンテンツを提供し、映画やテレビシリーズの生産を大幅

に拡大した。ネットフリックスは他のどのネットワークやケーブルチャンネルより

も、2016 年に推定 126 本のオリジナルシリーズまたは映画をリリースした。  

2017 年 7 月現在、ネットフリックスは全世界で 1,395 万人の加入者を抱え、米国で

は 5192 万人を抱えている。  
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第 4 章 企業の成長の原動力となるサービスイノベーション 

本章では、商品設計に関して、顧客の位置づけを明らかにし、顧客価値の創出に結び

つく商品設計のマインドセットを論じる。サービスイノベーションとは、顧客のニーズ

を踏まえて、生活様式を一変するような無形な価値の創出である。  

このサービスイノベーションを対象とした日本での研究は、欧米諸国に多少遅れ

2000 年代初頭に始まった。変化の激しい時代においては、国内市場に限らず、海外市

場でも、過度な価格競争に陥らないために、サービスイノベーションに取り組む必要が

ある。このような背景には、製造業、サービス業を問わず、日本を含む先進国では、サ

ービスイノベーションの重要性に関して、議論が盛り上りがっていることがある。  

本章では、企業成長の原動力となるサービスイノベーションの本質を明らかにする

ために、既存研究を概観する、そして、経営戦略の視点からサービスイノベーションを

論議したい。  

第1節 企業が認知した顧客価値へのアプローチ  

1-1 商品設計と顧客価値  

顧客価値をいかに理解するかが、企業の競争戦略のポイントとなっているが、商品

設計のプロセスでは、顧客が疎外されたまま設計が行われる場合が少なくない。顧客価

値を中心軸に商品設計をどのように実現するかについて考察する。 
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1-1-1 顧客価値中心の商品設計  

商品設計は企業にとって重要である。それにもかかわらず、多くの企業では商品設

計プロセスを研究開発の一環であると考えている傾向がある。企業の立場から商品設計

プロセスは、研究開発のプロセスというよりは、経営戦略プロセスとして認識すること

ができる。 

80 年代までは、商品の品質向上の競争であり、企業全体の品質管理1が代表的であっ

た。しかし、品質格差が余りなくなる中でコスト削減の競争に変わった。つまり、中

国、インドなどの発展途上国に生産基地を移転して製造コストを下げ、サプライチェー

ンマネジメント（SCM）を効率的に運営する方法を通じて競争力を向上する経営戦略

である。しかし、その後の企業間競争ではコストさえも同じレベルに削減することがで

きるようになった。従って、現在の競争戦略は顧客価値の向上に焦点が移っている。顧

客を理解し、彼らのニーズをどれだけ満たすことができるかが、企業経営の成功の基準

であると考えられる。企業経営の成功と企業が顧客価値向上に基づく競争優位性を持つ

ことは、同じ意味になったとも言える。 

顧客価値が重要な基準であれば、商品設計のプロセスにおいて顧客が重要な軸とな

るべきものである。しかし、顧客が疎外されたままの商品設計が行われる場合が多い。

設計チームがどのような商品を設計するかについて、顧客の実質的な参加がほとんどな

く、コンセプトを設計している場合が多い。つまり、顧客が商品設計のプロセスに不可

欠な要素であると認識していないのである。顧客にどのような新しい価値を与えるのか

ではなく、コスト、納期、予想売上高など企業の観点の数値を中心に、設計プロセスが

進行される場合が多い。商品設計を進めながら、顧客の視点を逃さないためには商品設

計の初期段階に商品が今後の市場で顧客にどのように評価されるかについての見通しが

必ず確立されるべきである。顧客にどのような価値の提案を行い、競合他社に比べ優れ

た価値を提供できる見通しが確立される必要がある。さらに、商品設計に参加するメン

バーは全体像のなかでどのような役割をしているかを明確に認識しなければならない。
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そうでない場合、参加メンバーはそれぞれの段階で顧客とは疎遠なまま、自らがしなけ

ればなら業務だけを日常的に遂行する傾向が高まり、顧客ニーズとはかけ離れた商品が

出てくる危険性も高くなる。顧客は商品設計プロセスの不可欠な部分である。 

1-1-2 顧客と商品設計 

Drucker（1973）は、すべてのものを顧客の視点で眺めるとき、初めて顧客価値を向

上することができると考えている。これは商品設計のプロセスにおいても例外ではな

い。一般的に、企業の商品設計のプロセスは、設計の初期には、顧客を訪問し、可能な

限りで顧客の価値に繋がる情報を収集する。しかし、初期に収集された情報のみに基づ

いて設計を進めていくと環境変化に応じられない。市場の変化や、新しい競合商品の発

売、新しい技術の出現により、顧客価値も変化する。このような変化を素早くにとらえ

なければならない。 

変化する顧客価値に対応するために商品のプロトタイプが作成された時点で、顧客

に提供し、テストされて改善することが必要である。このようにする理由は、顧客は実

際に見て、経験するまでは何を期待するのか本当にわからないという事実に基づいてい

る。したがって、顧客に何かを見せなければならない。その後、迅速かつ正確なフィー

ドバックをして、商品に必要な変更を適用し、次の作業のために顧客のニーズにより近

い商品バージョンを披露していく。ここで重要なのは、初期の顧客にリリースするもの

は、迅速かつ低コストで行うことである。一般的に、設計チームは完全にプロトタイプ

を作成し、テストを受けようとするので、時間とコストがかかり、ますますテストは遅

くなる。時間とコストを多くかけずに顧客からのフィードバックを迅速に取得する方法

は、迅速なサンプルを製作することである。つまり、すべてのものを完成する必要はな

く、変化する部分だけを正しく作成する必要がある。多くの時間と費用をかけずに変化

する部分のみを作成し、なるべく早くアイデアを評価可能な形で形象化し、テストする

ことが重要である。顧客価値のインプットは商品設計の基本的な情報でなければならな

いのであって、事後確認のためのものではない。このような活動を通して、設計チーム
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は、商品の定義と設計の項目を迅速に確定することができる。顧客と一緒に繰り返し作

業をすることは、事実と推測を分離させるものである。不確定な情報を大事にしなが

ら、商品のコンセプトを迅速に設計し、そのスケジュールを短縮させ、設計変更を最小

限に抑える必要がある。 

1-1-3 商品設計のマインドセット 

すべての仕事は人がするものである。商品設計プロセスに顧客価値を導入し、顧客

を参加させても、成功する新商品が自動的に出てくるわけではない。経営する人々が商

品設計プロセスに関わり、どのような経営戦略を持って経営するかによって違ってく

る。プロクター・アンド・ギャンブルは、顧客ニーズをうまく把握し、商品を発売する

代表的な企業の一つである。この企業の商品設計プロセスに関わる主要な原則のなかで

注目すべきは、市場での成功である。単に商品設計プロセスをというのではなく、市場

での成功が設計プロセスの目的であることを強調することで、設計者の行動の変化を誘

導した。市場で成功するためには、顧客のニーズに最大限準拠する商品を作らなければ

ならない。このため、設計者は顧客の立場で考え、感じて、隠された顧客価値を見つけ

て、商品を作ることが今まで以上に重要な時代になってきた。 

顧客価値中心の視野の重要性を組織内に継続的に喚起させるためには、実行可能な

いくつかの小さな実践が効果的である。まずは顧客からの苦情を把握することである。

従業員は毎日、顧客が自社のサービスにどのような不満を持っているかということを把

握することで、顧客の理解をより広げることができる。顧客の苦情の理解を超えて、顧

客と共感する努力も必要である。顧客と共感するためには、顧客と同じ境遇になってみ

るのが理想的である。米国オレゴン州ビーバートンにあるナイキ本社では、運動場でサ

ッカーをする従業員の姿を常に見ることが出来る。これは顧客が望むスニーカーを作る

ためには従業員が直接サッカーをして顧客の立場に立って考える必要があるからであ

る。ハーレーダビッドソンは、情熱的な顧客を従業員として採用することもある。顧客

の共感能力が商品設計に効果的であることを知っているからである。Toyota Motor 
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Corporation のホームページより、トヨタは商品設計プロセスの最初の段階である設計

リーダーの選定においてターゲット顧客層と共感できるキャリアを持つ人物を設計リー

ダーとして選抜することを非常に重視している。 

商品の成功は、最終的には差別化され、競争優位を占めることができる顧客価値の

提案にかかっている。顧客が望む価値を商品に組み入れて提供すれば、その商品は、

「売れる」商品ではなく、「売れていく」商品となる。商品が誕生する初期からの顧客

を中心に置いて、その立場で設計に取り組むことがますます重要になってきた。 

 

1-2 顧客コミュニケーションと顧客価値の向上  

伝統的に、企業は商品の開発と生産を担当し、顧客は企業が提供する商品の購入を

担当するという、役割の分離があった。しかし、近年になって、顧客は購入するだけの

役割から脱し、企業の経営プロセス全体の活動に参加して価値を創出するパートナーに

転換されている。顧客の役割や位相が変化し、企業の立場では、商品の開発や技術革

新、マーケティング活動、流通チャネルの決定などを顧客との相互作用なしに独断的に

決定することができなくなった。これらの対顧客の相互作用のチャンネルの中で最も強

力な力を発揮しながら、企業のイノベーションや顧客価値創出のアシスタントとして活

用できる手段として、顧客コミュニケーションが注目されている。 

1-2-1  顧客コミュニケーションの多様性の深化  

顧客価値を向上させることは変化する環境に能動的に対応することである。今まで

企業と顧客との間の主なコミュニケーション経路は、TV、ラジオ、新聞、雑誌の 4 媒

体中心であった。しかし、最近ではインターネットとケーブルテレビ 2を加えて選択の
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幅が広くなった。これらの媒体以外にも、マニアの顧客とニッチ市場を狙った雑誌、さ

らには日々増えている地下鉄広告など、企業と顧客の両方の立場から選択の対象が多様

化している。多様化はコミュニケーション技術を介して到達することができる顧客の数

を減らす結果を生んでいる。TV を選択する視聴率推移が毎年減少していることを知る

ことができる。つまり、顧客が多様な媒体に分散して、各媒体におけるコミュニケーシ

ョンの費用対効果は低下しているのである。マルチメディア放送が登場することで、携

帯電話放送、地上波テレビとケーブルテレビのデジタル化などにより、放送とコミュニ

ケーションの境界があいまいになっている。決められた時間と限られた媒体を介しての

み可能であった TV やラジオ番組、新聞記事をインターネットや携帯電話、ノートパソ

コンなどの個人的な媒体でいつでもどこでも使うことができる時代になった。問題はパ

ーソナライズされたメディアを使用することにより、顧客は自分が希望するコンテンツ

部分だけを選んで消費することが可能になったということである。 

全国的な地上デジタル TV 放送の環境では、顧客のこのような能動的なコンテンツの

幅を拡張させてくれることが期待される。デジタル放送は高画質、双方向というよく知

られている特徴に加えて、ブルーレイ・DVD レコーダーを活用すれば、広告をスキッ

プする方法を視聴者に提供することもできる。日本よりも先にデジタル放送サービスを

実施している米国の場合、TV を介して到達することができる顧客の数が大幅に減少し

ている。今後、本格的なデジタル TV 時代の到来とともに最高の媒体として脚光を浴び

てきた TV も、顧客の選択視聴に押され、現在の効率を維持するのが難しくなる。 

迷惑メール、クリックするたびに浮かぶポップアップウィンドウ、目立つ広告の文

字に注意を払う人がそれほど多くはないにもかかわらず、これらの情報は低コストの優

位性を前面に出し、多くの顧客に無差別的に分散している。重要な点はこのように日常

でも多くの情報にさらされている顧客が広告情報に対する拒否感と不信感を持つように

なるというものである。顧客に合った商品のみが、現代の顧客の需要をもたらすことが

できると言われている。商品があふれた時代に競争力を持つためには、顧客一人一人に

合わせたものが必要だということである。顧客コミュニケーションも同じであり、正確
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な時間に正確な情報を正確な媒体を介して送ることが重要になった。企業からの情報が

正確に伝達されているかどうか、もう一度考える必要である。 

顧客情報の科学的な分析を通じて複数の媒体にコミュニケーションを分散させる必

要がある。単位媒体あたりの効率が落ちているという点を勘案すれば、顧客群別に細分

化された媒体の利用は当然の解決策である。プロクター・アンド・ギャンブルの事例を

見ると、細分化されたメディアの使用の効果を見ることができる。プロクター・アン

ド・ギャンブルは従来の公共広告を減らす代わりに、ケーブルテレビ、様々な雑誌やイ

ンターネットサイトなど細分化されたメディアを使用して広告を実施した。プロクタ

ー・アンド・ギャンブルのホームページの情報によると、プロクター・アンド・ギャン

ブルはこうした広告媒体計画を、分散した顧客を見つける賢い広告と称し、今後商品別

細分化の努力を継続するという。もちろん、これらの方法を効果的に使用するために、

顧客情報の科学的な分析が必要である。今後のメディア市場の成長見通しを見てみる

と、このような媒体細分化の傾向が拡大されることを知ることができる。企業も顧客価

値の向上の競争で優位性を獲得するためには、ターゲット顧客がどのようなメディアを

使用しているかを優先的に把握し、これを活用した細分化された媒体の運用に努力を払

う必要がある。 

注目されるホームページ、ブログなどの個人メディアサービスを活用したコミュニ

ケーションも考慮対象となる。これらの媒体は顧客が自ら選択したコンテンツの中で自

然と半強制的にコミュニケーションが行われるという特徴を持っており、顧客が能動的

にコンテンツとメディアを選択している状況で、より効果的なコミュニケーション手段

となる。視聴率が 50％に達する人気ドラマや数百万の観客を動員する映画よりは、加

入者が 1000 万に達する個人のメディアサービスなど、顧客を集めてくれるコンテンツ

は明らかに見逃せないコミュニケーションの機会である。今までの一回限りのイベント

の比重を拡大し、科学的で体系的管理を介してコミュニケーションの費用対効果を高め

る必要がある。 
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1-2-2  顧客価値を向上するための顧客コミュニティの活用  

無差別的な情報に飽きてしまった顧客には、信頼できる人的媒体を通じたコミュニ

ケーションがより効果的である。オンラインコミュニティが急増してパーティー文化が

創始されるなど、影響力のある小群文化が生まれつつある今の時代で、これらの方法

は、さらに効果的であると考えられる。企業の立場から顧客コミュニティを活用して、

新しい顧客価値の創出に繋がることがある。 

顧客コミュニティとは、特定の商品を購入して使用する顧客同士が集まりを形成し

て、商品の使用経験と情報を共有するネットワーク化された顧客集団である。顧客コミ

ュニティが浮上してくる主要因は、IT 技術の発展である。IT ネットワークを介して顧

客は膨大な量と質の情報を確保することが出来るようになっている。また、顧客の間に

も情報や知識、経験、アイデアなどを交換することで、個々の顧客とは比較できないほ

どの強力な専門知識と実際の経験などを手にすることができた。顧客コミュニティは具

体的かつ直接的な方法で発信しており、実際に企業の経営プロセスに参加して、その商

品の問題を直接解決しようとしている。企業が顧客コミュニティを積極的に活用するこ

とのメリットとして、まず、顧客の要件や問題点を明確に究明することにより、多数の

顧客の普遍的なニーズを把握することができ、リスクを事前に検出して、これを回避ま

たは軽減することができるという点である。次に、顧客コミュニティは能動的であり、

積極的な顧客を研究開発の支援として活用して差別化された商品の開発や商品の技術革

新をもたらすことができ、新しいトレンドを提供することもできる。さらに、商品や企

業をプロモーションするための手段として活用することもできる。医薬品市場の場合、

特定の薬の効能・効果を促進するには、公式資料やダイレクトマーケティング 3ではな

く、直接その商品を投薬した顧客の意見が掲載されることで、うわさより強力な効果を

享受する場合が多い。顧客コミュニティを介して接続された企業と顧客の間で信頼関係

を形成することができるようになることで、顧客を囲い込むことができる。トヨタの場

合は自発的に生成された顧客コミュニティ「86 SOCIETY」において、各種レース大

会、ピクニック、パーティーなどの開催を支援することにより、メンバーの情熱的な支
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持を受けた。TOYOTA 86 SOCIETY HP より、日常を抜け出して、自由満喫という文化

的同質感を形成して強力な顧客ロイヤルティを獲得しようと窺わせる。 

現在、様々な業界で多くの企業が顧客コミュニティを活用して、成果を上げてい

る。しかし、商品の一部改善や単発的なマーケティングツールなどに活用されることが

大半であり、まだその企業の画期的な成果の達成に繋がるケースは数少ないのが実情で

ある。顧客コミュニティを正しく活用するためには、まず、顧客が積極的、さらに熱心

にコミュニティに参加して活動できるように誘導するための環境条件を作り上げなけれ

ばならない。つまり、顧客が自主的に開設しても、企業が意図的に構築しても、多くの

顧客が参加して活発にコミュニケーションすることができる必要がある。企業や商品の

イノベーションのための様々なアイデアも生み出すことができる。そのためには、実際

の顧客の間で活発な対話が実現するために、技術的環境のサポートが必要である。イン

スタント情報、リアルタイム情報など、さまざまなシステムの構築を介して加入者が活

発に参加して会話することができる。個々のコミュニティのメンバーは、他の人を選択

的に招待することができ、そのグループは、それなりのプライバシーを享受して、同質

感を感じるメンバー同士の活発な参加と対話が可能となる。顧客に自社商品に関する魅

力的な体験を提供することにより、顧客の間で活発なコミュニケーションと経験学習効

果を誘導する方法である。次に、顧客コミュニティは一回ではなく、継続するためには

何よりも、顧客が信頼感を形成することができるようにする必要がある。顧客がコミュ

ニティを見つける最大の理由は、興味のあるトピックについての情報と知識を獲得し一

般的な考えを持つ人々と会話するためである。つまり、その企業や商品のマーケティン

グ活動のために参加することではないということである。したがって、企業利益を強調

する場合には、顧客がコミュニティから離脱する可能性がある。顧客の場合は、商品の

マーケティングや企業の利益のためのみに利用されると感じると信頼感が低下する。利

害関係を離れて顧客自体を大切に考えている絆を持つことができるよう努力し、これら

の感性の絆はその企業や商品の理性的な信頼感につなげることができる。コミュニティ

運営での事業とは関係のない内容に対する顧客の問い合わせにも誠実に回答し、顧客の
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とんでもない要求にも反応してくれる細やかな配慮が信頼感を形成する要因として作用

する考えることができる。 

オンラインコミュニティを通じ相互作用を活発にする一方で、様々な顧客の参加プ

ログラムを介して実用的な考えが提供されるようにする。顧客がコミュニティ掲示板に

商品に対する不満や改善点や新しいアイデアなどを上げても、企業はこれを独自の判断

基準を使用して除外し、判断基準に適する意見だけを反映する程度のコミュニティの活

用では根本的な顧客価値の向上に繋がりにくい。コミュニティの双方向動作で相互作用

しながら、顧客問題を解決していくことが必要である。オンラインコミュニティとの相

互作用を活用するために、企業が技術革新しようとする商品に関連する情報を提供し

て、これを中心に活発な知識やアイデアの交換などが起こるようにする必要がある。ジ

ョンソン・エンド・ジョンソンなどの主要な製薬会社では、顧客に病気、処方、治療

法、現在進行中の研究等に関する情報を提供し、これに関連するさまざまな問い合わせ

に忠実に答えていくことで、顧客が企業活動や関連医薬品の基礎的な知識を得ることが

できるようなる。顧客からのフィードバックにも具体的な対応を与えることも重要であ

る。グーグルは、ナビゲーションユーザーコミュニティである「ローカルガイド」開設

し、これを通じてコミュニティの顧客の意見を反映した地図とナビゲーター機能の更新

を続けている。コミュニティのメンバーがカメラ情報、新しい道路や建物の情報、旅先

やグルメ情報などを掲示板に書き込むと、会社はこれを取りまとめた後、調査を経て、

地図を更新して、反映させることを繰り返している。加えて、オンライン上での相互作

用だけでなく、体験談募集、顧客提案、アイデアコンペなど、様々な品質向上プログラ

ムを介して、顧客が企業活動に関連する実際的な事項を体験して、企業のイノベーショ

ンに必要なことを具体的に提示することができるようにしている。これらの顧客の参加

プログラムはこれまでの単純レビューやリサーチ作業にとどまらず、商品企画、マーケ

ティング、調達、生産、流通などの企業の経営プロセスのイノベーション活動に貢献で

きるように設計されるべきである。グーグルのホームページ  HP より、すでに自動車

業界などでは、商品開発や設計段階から顧客を参加させ、顧客との継続的なコミュニケ

ーションをとりながら、最終的な完成品を作り出すプログラムを運営している。 
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最後に、顧客コミュニティから実質的な技術革新を引き出すためには顧客のニーズ

や問題点をコンテキストの次元で総合的に解釈する能力が必要である。コミュニティを

介して様々な形であふれ出る顧客のニーズをすべて反映することができないだけでな

く、すべての意見が顧客価値の創出に役立つわけでもないからである。多くの企業が、

顧客の声を聞くために、顧客コミュニティだけでなく、コールセンターのような即時応

対チャンネル、顧客管理のような総合的に高度化されたチャネルなど、様々な形態の対

顧客コミュニケーションチャネルを構築している。しかし、実際に差別的な顧客価値を

創出して、その企業の画期的な成果の向上を持つチャンネルの活用事例を見つけるのは

容易ではない。単に顧客の声を聞くだけでは顧客の問題を正確に検出するのは難しいか

らである。その顧客の状況や特徴への綿密な理解に基づいて、顧客に対する洞察力を備

えることで、はじめて顧客のニーズや問題点を理解することができ、新たな顧客価値の

創出が可能である。最近の顧客価値イノベーション事例として多く登場するアップルの

iPod と iTunes のサービスを挙げることができる。アップルのホームページにより、ア

ップルは自社の顧客である MP3 プレーヤーのユーザーが追求する価値が機器自体の画

期的な機能や性能の改善ではなく、自分が希望する多様な音楽コンテンツを迅速に獲得

して利用するためであることを掴むことができた。つまり購入したコンテンツを MP3

プレーヤーにダウンロードするのにかかる手続きが複雑であり、好きな音楽を確保する

ために多数のサイトを検索しなければならない煩わしさがあることを知っている。顧客

のニーズや問題点を単純に MP3 プレーヤー自体の機能や性能に限定せず、音楽コンテ

ンツの円滑な利用を中心に全体のコンテキストレベルで解析した結果なのである。 

最近の顧客価値の変化の様相を考えると、従来商品のスペースにとどまっては、新

しい顧客価値の創出に限界があるということを知ることができる。すなわち、顧客の興

味はその商品の本質的な側面を脱し、既存の典型的な顧客価値体系が崩れて、新しい価

値体系が作られているからである。既存の商品スペースから抜け出し、顧客が本当に必

要な新しい価値が何であるかを突き止めるためには、顧客の経験サイクル分析を通して

見つけた新しい顧客価値を正しくインプットすることである。その商品の既存のルール

を変えた新商品を作り出すことができるだけでなく、経験などを加味した既存事業の新
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たな差別化要因の発掘、現在広まっている顧客の問題を解決する新しいイノベーション

に向けた経営モデルの創出なども可能になる。顧客の知識や経験、アイデアなどが急速

に進化しつつ、顧客がネットワークの形成を介して企業活動に参加して介入する現象は

さらに深化すると考えられる。ネットワーク化された顧客との無限の相互作用を介して

顧客価値をインプットし、イノベーションを引き出せる企業が、競争上の優位性を維持

することができるのである。 

1-2-3  B2B 企業と顧客コミュニケーション  

近年多くの B2B 企業は広告、スポンサーシップなど、顧客を対象としたコミュニケ

ーション活動を実施しており、成功を収めている。しかし、それ以外の多くの B2B 企

業は顧客コミュニケーションの必要性に疑問を提示し、顧客コミュニケーションを躊躇

している。B2B 企業の顧客向けコミュニケーション活動の重要性について考察してい

く。 

B2B 企業の顧客コミュニケーションが重要な理由は、まず、B2B 企業の顧客コミュニ

ケーション活動は、企業の認知度と評価の向上につながり、これらの信頼は差別化要因

として作用するからである。つまり、今日のように品質と価格の要素で差別化されにく

い激しい競争環境で、顧客との信頼関係は他の企業との競争優位性を作り上げるのであ

る。顧客は信頼されるサプライヤーを選択することにより、サプライヤーの選択時に伴

うリスクを減らすことができるからである。ほとんどの最終顧客は、B2B 企業の製品や

サービスに直接的に接する機会が少なく、その企業を知るのは容易ではない。しかし、

顧客コミュニケーションを利用し強固な信頼性を積み上げた B2B 企業は優位に立つこ

とができる。そして、B2B 企業の顧客コミュニケーションは、B2B 企業の製品を顧客の

購買決定要因として作用するように誘導することができる。最近の顧客は完成品だけで

なく、完成品を構成している原材料、部品にまで関心を持っている。顧客の購買決定の

際の部品、原材料などが購入の意思決定に大きな影響を与えるため、B2B 企業は顧客コ

ミュニケーションを活用して、顧客の購買意思決定に影響を与えることができる。ソニ
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ーの携帯電話であるエクスペリアシリーズがクアルコム社のモバイルプロセッサである

スナップドラゴンの搭載を強調することも部品が顧客の購買意思決定に与えるという事

実を反映したのである。さらに、市場をリードする企業と同じ品質の製品を保有してい

る後発企業が、市場をリードする B2B 企業と競争するために顧客コミュニケーションを

活用することができる。つまり、企業や製品について効果的にコミュニケーションし、

顧客に馴染みの製品との認識を形成させ、後発メーカーでも顧客に認識させることがで

きる。さらに、顧客ニーズの発見により顧客が本当に悩んでいる問題に一層近づくこと

ができる。今 B2B 企業も顧客が提示する要件を満たすだけでは、顧客の期待を超えるこ

とができない。また、最近の顧客は単に製品やサービスの供給には満足していない。つ

まり、自分たちの表面的ニーズの背後にある顧客価値に繋がる全体の問題である高次元

ニーズを統合的に解決してくれるソリューションを望んでいる。顧客コミュニケーショ

ンを通じて彼らのニーズを把握し、顧客の悩みを分析し、その解決策を提供することに

より、単純なサプライヤーからより良い顧客価値を提供してくれるパートナーとして発

展することができると推測することができる。 

顧客コミュニケーションを通じ企業の認知度と評価の向上が最終的には利害関係者

に肯定的シグナルとして作用し、企業価値を上昇させるという面で顧客コミュニケーシ

ョンは B2B 企業にとっても重要である。もちろん様々な B2B 企業の顧客コミュニケー

ションがすべて同じ程度に重要であると言うことはできない。コミュニケーションの費

用対効果という面で重要度の違いはある。B2B 企業の製品やサービスが消費される過

程が顧客と密接に関連しており、顧客が使用する完成品の主要部品と原材料（例えば、

コンピューターの CPU、スニーカーの機能性ゴム底など）であるか、または顧客の重

要視の選択基準（例えば、環境に配慮した原料を使用した床材）を考えれば、顧客コミ

ュニケーションの効果がさらに大きくなる。 

B2B 企業は広告を介して、企業が何をするのか、どんな製品を作るか、明示的に示

す必要がある。事業領域を説明するために、工場や製品を示すことができる。もちろ

ん、ストーリーテリングは有効であるが、これらの一方的な情報は他企業と似たような
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特徴を持っており、顧客の記憶に残る可能性は低い。B2B 企業の事業や製品が顧客の

生活にどのように影響するかを示すことは、その企業を明らかに印象に残させる効果を

持っている。また、硬く感じやすい B2B 企業のソフトで親しみやすいイメージまで伝

えることができる。しかし、顧客が理解するのが難しい B2B 企業は、単に認知度を高

めることだけでは不十分である。スポンサーイベントを効果的に活用し、企業の名前を

知らせることに加え、自分の企業がどのようなビジネスをしているか、どんな製品を持

っているかなどを積極的に発信する活動がさらに要求される。 

B2B 企業がソーシャルメディアを活用することが適切なのかという疑問もある。し

かし、B2B 企業が双方向コミュニケーション可能なソーシャルメディアをコミュニケ

ーションに活用したとき、期待以上の効果を得ることができる。つまり、ソーシャルメ

ディアは顧客の声に耳を傾けるという肯定的シグナルを送って信頼感を高めることがで

きる。もちろんソーシャルメディアの中で行われる参加者の会話を企業が制御すること

ができないため、ソーシャルメディアの活用を気にする企業もある。しかし、企業が相

互に意見を共有することができる空間をソーシャルメディアの形で提供する場合、顧客

は自分のスペースを設けて意見を交換することができる。悪い意見と良い意見について

企業がこれを聞いて会話しようとするなら、顧客は、企業の誠実性を感じることができ

る。これらのソーシャルメディアの効果に注目する B2B 企業が、最近では SNS、ユー

チューブなどのソーシャルメディアを自社の宣伝や製品・サービスに関する意見を聞く

窓口として活用している。しかし、いくつかの B2B 企業はソーシャルメディアを商業

的に活用することで顧客の反感を招くこともある。 

B2B 企業は顧客コミュニケーションの機会を逃さないために、どのようにすれば、

既存のコミュニケーション方法をよりよく活用することができるか考える必要がある。

変化するメディア環境に合わせて登場する新しいコミュニケーションチャネルの可能性

を検討し、自社の経営に合わせて適用することが必要である。 
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第 2 節  サービスイノベーションの事例  

本章では、サービスイノベーションによって業界を牽引している日本企業の共通点を

解明するという視点から、その事例研究の対象として、日本企業の中でサービスイノベ

ーションを推進して IoT 要素を取り入れた企業、および、そのための能力条件を確保し

ている企業について論じていく。さらに、それらの優位性を背景に、新しい戦略展開の

可能性を追求し得る企業として取り上げる。  

2-1 パナソニックの事例  

パナソニックの創業者松下幸之助は 1918 年に電気ソケットを作成する大阪電灯とい

う会社から独立して松下電気器具製作所を創業し始めた。松下は砲弾型の自転車ランプ

を考案しヒットとなった。以後 1932 年に松下電器産業に改名され、当時松下電工、松下

通信工業など松下という名前がついた 14 個の大企業群を持ち、世界 40 カ国に進出して

ナショナル（National）、パナソニック（Panasonic）、テクニクス（Technics）などの有名

なブランドで、様々な製品を販売した。グループの規模が大きくなり、日本国内の家電

製品市場を掌握するほどの大企業になった。日本国内では主にナショナルブランドで販

売し、オーディオなどいくつかの製品と海外輸出用の製品は、パナソニック、オーディ

オ限定でテクニクスブランドを使用した。アジア市場では 80 年代以前にはナショナル

ブランドが広く知られており、90 年代以降はパナソニックブランドが多く知られている。

グループの主力系列会社は、松下電器産業と松下通信工業である。松下通信工業は松下

幸之助が、今後家電用ではない産業用、業務用電子製品の需要が増大するという予見に

基づいて、1958 年に設立された。設立後、資産内容、収入等における松下グループの優

等生として君臨した。関西地方に本部を置くグループの弱点を補強するために、横浜に

本社を置く松下通信工業は「顧客のためのハイテク型効率企業」というモットーを持っ
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て、主に通信機器、情報機器を生産して、2000 年中盤以降の移動通信端末機の分野で NEC

と激しく競争した。2014 年第 2 四半期から 2015 年第 1 四半期の決算では、3800 億円を

超える営業利益を出して、過去の名声に相応しいに業績まで回復できるようになった。

それまでの電気自動車のバッテリーメーカーにとって、パナソニックは脅威になるほど

成長できた。パナソニック株式会社のホームページの情報によると、現在のバッテリー

市場でパナソニックは、LG とシェアを争っており、Samsung や他の日本企業にも追いか

けられている状況である。また、Tesla はバッテリー供給を多様化し始めたようになり、

パナソニックにとっては油断できないところである。  

かつてパナソニックは B2B 企業への転換を目指し、大々的な構造調整を実施したこと

がある。その結果、2013 年から黒字を回復したが、以来、なかなか売り上げが増加して

いなかったため、追加の構造調整が必要になった。今では収益が出ない 6 つの事業部を

対象に、2017 年上半期から 2018 年にかけての構造調整を断行する報道した。まず、デ

ジタルカメラと電話交換機・光ディスク事業部を完全に解体して、関連する人材をすべ

てリストラした。また、兵庫県の液晶パネル生産設備と住宅用太陽光設備を売却した（日

本経済新  https://www.nikkei.com/article/DGXLASDZ29HWA_Z20C17A9TJ2000/  2017-

04-18 閲覧）。  

そして、パナソニック株式会社  のホームページにより、自動車や住宅分野に集中的な

投資を敢行して売上高 10 兆円、B2B 事業の比重が 80％以上（自動車部門 2 兆円、住宅

部門 2 兆円、B2B ソリューション部門 2 兆 5000 億円）である新パナソニックの転換を

目指している。  

パナソニック株式会社のホームページの情報によると、パナソニックは、 IoT の普及

を踏まえ、自社のクラウドコンピューティングネットワークに接続して、より顧客価値
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の高いソリューションを提供するビジネスに注力している。優先的にその機器と他の企

業の機器を含め、図表  4-1 に示したように、セキュリティーソリューションに注力し、

企業と顧客をパナソニックのクラウドベースのサービスの継続的な顧客に誘導する戦略

である。  

 

図表 4-1 パナソニックのセキュリティーソリューション  

 

(出所：「パナソニック流「 IoT 戦略」  、まずはセキュリティーで進出」日経エレクトロ

ニクス、2015 年 12 月号 ) 

パナソニックがハードウェアの顧客を自社のクラウドサービスに誘致するために、こ

れまで蓄積してきたセキュリティーソリューション技術を積極的に活用するというもの

である。主に決済用端末を開発してきた同社のセキュリティー技術、ネットワーク連携

型監視カメラ、電話、スマートフォンなどで応用し、自社のハードウェアだけでなく、

他の企業の機器にも同社のソフトウェアモジュールやクラウドサービスを提供する戦略

である。パナソニック株式会社  のホームページにより、パナソニックのソフトウェアモ

ジュールは、処理が簡単であるという利点がある。パスワードおよび認証など必要な計
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算スループットを省略することができる利点があり、携帯電話などのメモリ容量を減ら

すことができる。16 ビットチップであっても、同社のソフトウェアモジュールを搭載す

ると IoT が可能であり、セキュリティーソリューションを提供することができる。パナ

ソニックはこのソフトウェアモジュールをブラックボックスのカプセルの形で作成し、

セキュリティー性を強化する一方、顧客企業には、IT のノウハウが多くない作業者でも

容易に利用できるようにしている。  

国内外の顧客を対象に、パスワードおよび認証ソフトウェアモジュールとパスワード

の生成モジュールの提供を開始し、署名モジュールなどでサービスエリアを拡大してい

るところである。そして徐々に、付加価値の高い各種クラウドサービス市場も開拓して

いく戦略である。パナソニック株式会社のホームページにより、パナソニックは、IoT を

活用した各種事業を展開している中で、このような IoT の戦略を実行するために、組織

能力の強化にも注力している。例えば、工場の効率化、新しい価値創出のためのエコシ

ステムを企画する人材、専門家の拡充に注力している。ロボット、エネルギー分野の R

＆D にも力を入れている。  

また、IoT を介して 5 つの価値を追求しながら、能力の強化に乗り出している。まず、

開発効率と品質の向上である。製造工程で様々なデータを収集して、生産性を落とす要

因を抑制し、材料の微細な不均衡などに隠れている品質悪化の要因を除去することに注

力している。第二に、マスカスタマイザ化のための能力を重視している。仮想設計、シ

ミュレーションなどの仮想空間に現実世界を再現しながら、受注生産だが、大量生産の

効率を達成することができる分野を拡大するために努力している。第三に、トレーサビ

リティーある。部品や製品の流通、物流過程を把握し、製造効率と一緒に販売後の製品

保守、品質問題の解決に力を入れている。第四に、相互運用性である。パナソニックは
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IoT に自社工場機器の相互運用性を協力企業などと強化している。機械、ロボットの制

御コマンドやデータフォーマットを自社工場や協力企業と統一し、サードパーティ製の

機械や技術にも柔軟に活用できる体制の構築に乗り出している。第五に、アプリ市場創

出である。製造過程のプラットフォーム化を進めて製造システムの柔軟性向上に努めて

いる。  

これらの能力を強化する上で、パナソニックは戦略的提携も強化している。パナソニ

ック株式会社のホームページより製造システムの IoT 化のために、2016 年 4 月に、ドイ

ツのシーメンス4と提携した。  

パナソニックのホームページに記載された情報によると、R＆D 主力分野である IoT/

ロボットでは、生活データの解析、感情推定、推薦、自動洗浄と収納、自律走行車の障

害物検知、外部の認識、行動計画は、人間の状態を認識し、多言語音声翻訳、会話、行

動予測、自動の棚の整理と陳列不足製品の補充、物流対象物を認識し、ロボットと人間

の協調作業、物流ロボット自動移動などのテーマを重視している。エネルギー技術の研

究では、次世代の太陽電池、次世代蓄電池、V2H、小型分散電源、系統連携電力制御、

余剰電力の水素化貯蔵、次世代パワーチップ、革新的なリチウムイオン電池システム、

非接触充電システムなどの研究に力を入れている。  

2-2 トヨタ自動車の事例  

トヨタ自動車の起源は豊田佐吉（1867 年〜1930 年）が創業した「トヨタ自動織機製作

所」の自動車部門である。部門設立の中心になったのは、佐吉の息子である豊田喜一郎

（1894 年～1952 年）であるが、初代社長に就任したのは佐吉の婿である豊田利三郎であ

った。織機製作における鋳造・機械加工技術などのノウハウを活かし、研究期間を経て、
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1935 年に自動車製造を開始した。1937 年に独立した新会社トヨタ自動車工業株式会社

が設立された。トヨタ自動車株式会社のホームページにより、太平洋戦争時、陸軍のト

ラックを生産したが、当時の物資不足のため簡略化されたものであった。  

終戦後、1950 年に経営危機に陥り、労使関係は対立につながった。労働者の生存権の

問題である生産人員削減ための整理解雇に反対し、不良経営をした豊田社長の解任を要

求するトヨタ自動車労働組合の総ストライキが発生した。豊田社長は解任され、帝国銀

行を中心に銀行団の緊急投資条件で販売強化のためのトヨタ自動車販売株式会社が設立

された。その後、トヨタ自動車工業と共同歩調をとってきたが、1982 年に合併して、現

在のトヨタ自動車株式会社となった。1950 年の経営危機は直後に起こった朝鮮戦争に投

入された米軍のトラックの大量注文のために倒産を免れた。1958 年に、ブラジルの工場

と南アフリカ工場、1962 年にタイ工場、1988 年には、米国ケンタッキー工場、テキサス

工場など米国内の 5 つの工場を竣工して本格的に日本のグローバル企業に変身した。  

2003 年 3 月集計によると、従業員数 65,551 人、グループ合計 264,096 人で、日本最

大、世界で 3 番目に大きな企業規模になる。トヨタ自動車株式会社のホームページの情

報によると、2005 年には、新しい本社ビルが完成され、その年の 10 月にゼネラルモー

ターズ（GM）が保有していた富士重工業の株式（約 20％）のうち 8.7％を買収、筆頭株

主になって提携を発表した。2008 年、北米で大規模リコール事件の発端となった事故が

発生しており、続いて 2009 年の欠陥の隠蔽の事実が発覚した。2007 年には、名古屋駅

の前のトヨタビル、毎日ビルの建て替えに建てられたミッドランドスクエアに名古屋オ

フィスが完成された。  

トヨタ自動車株式会社のホームページにより、トヨタは 2010 年の自動車史上最悪の

危機的なリコール事態を迎える。しかし、2012 年第 1 四半期には再び世界 1 位を奪還し
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た。深刻な危機にもかかわらず、トヨタのネームバリュー（ブランド価値）が決して小

さくないことを示す事例である。そして、2016 年 10 月 12 日、スズキの鈴木修会長はト

ヨタ自動車との提携を検討することにしたと電撃発表した。これにより、日本の自動車

3 強（トヨタ、ホンダ、日産）構図がより明確になった。その他の変速機で有名なアイシ

ン、自動車部品メーカーデンソー、日本の 5 大特殊鋼メーカーである愛知鋼などを抱え

ている。  

トヨタ自動車株式会社のホームページより図表 4-2 のように、工場ネットのグローバ

ル化と AI、自律走行技術を強化して家庭用ロボット市場を開拓するトヨタの戦略は、生

産現場で RFID センサーを利用して半製品の加工、完成品組立、販売まで管理するネッ

トワークシステムを構築していきており、無駄のない高速生産システムをさらに進化さ

せる戦略である。  

図表 4-2 トヨタパートナーロボットのコンセプト  

 

（出所：トヨタ自動車 HP より）  
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トヨタはトヨタ自動車株式会社のホームページより図表  4-3 に示したように自動車

のライフサイクル全体をネットワーク化するにあたり、グローバル規格を重視している。

トヨタは、自動車分野で世界 1 位の企業として君臨していることにもかかわらず、グロ

ーバルな IoT 生産規格で遅れることを懸念している。  

トヨタは、ドイツの IoT 通信規格である EtherCAT と EtherCATP を採用することを決

定し、協力会社を含めた工場用インターネットの変更の負担をある程度甘受する方針で

ある。工場をグローバルに接続できる IoT システムに統合することによる分業の効率が

重視されているのである。  

図表  4-3  トヨタ自動車リサイクルネットワーク  

 

(出所：トヨタ自動車「クルマとリサイクル」より ) 

上記の同社のホームページより図表 4-4 に示したように、トヨタ自動車が 2019 年から

会計年度（2020 年 3 月まで）家庭用ロボットの大量生産体制を構築すると、日本経済新
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聞が報じた。12019 年から家庭用ロボットの生産を始め、2020 年までに総 1000 ほどの生

産という目標である。まず高齢者や障害者の家庭生活を支援する「人間支援ロボット

（HSR：Human Support Robot）」になると考えられる。  

図表 4-4 生活支援ロボット①  

 

(出所：トヨタ自動車「生活支援ロボット HSR の研究プラットフォーム展開」より ) 

図表 4-4 に示したように、トヨタは 2016 年から愛知県豊田市広瀬工場パートナーロボ

ット棟に専用の生産拠点を設け、生活支援ロボット「HSR」やリハビリ支援ロボットを

年間数十規模で生産する計画だと伝えている。トヨタは、まず、事前量産段階に HSR を

年間約 40 台程度生産してすることができ年内 100 台規模で拡充する計画だった。パー

トナーロボット同ロボットの研究開発施設に、2008 年年に設置された。トヨタは、障害
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者や高齢者などの家、私の自立生活を支援する生活支援ロボット HSR の早期実用化を目

指し、外部の研究機関などと連携した「HSR 開発コミュニティ」を 2016 下半期に発足

させた。  

トヨタが大量生産予定の HSR は約 1m の高さに 60cm の長さの腕ペンやカップなど、

最大 1.2kg の物体を手に移すことができる。吸入方法で紙のように薄いものも上げる。

ユーザーは、タブレットコンピューターや音声でロボットを制御することができる。ト

ヨタは、大量生産体制を構築した後、一般家庭に月 9 万円に賃貸する計画があることが

伝えられた。  

一方、図表 4-5 に示したように、トヨタが今年 1 月にシリコンバレーに設立された TRI

（トヨタリサーチインスティテュート）は最近、ロイターとのインタビューで、「ロボッ

トは、高齢化社会の問題を解決する能力が十分にある」と「TRI が家庭用ロボットを研

究している」と述べている。トヨタの家庭用ロボット事業の意志が高いという点を確認

することができる。  
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図表 4-5 生活支援ロボット②  

 

(出所：トヨタ自動車「生活支援ロボット HSR の研究プラットフォーム展開」より ) 

トヨタは、高齢者、患者、障害を持つ人など自由に動くことができない人のためのプ

ロジェクトを稼動している。トヨタは HSR だけでなく、下半身麻痺がある人の歩行能力

を高めてくれるロボットの足、ベッドから椅子まで患者を移動させるロボットなどを開

発しており、前がよく見えない人に周囲の物体を知らせる技術も開発中である。  

2-3 ソフトバンクの事例  

ソフトバンクは、スマートフォンの次のビジネスとして IoT、人工知能、スマートロ

ボットの 3 つに注力するという戦略である。  ソフトバンクグループ株式会社のホーム

ページの情報によると、 IoT の進展として省電力半導体設計の強者である英国アーム社

を買収した。  

ソフトバンクは様々なセンサーデバイスからデータを収集し、さまざまな価値につな

がる企業向けの IoT プラットフォームを構築している。ソフトバンクグループ株式会社  
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のホームページより IoT プラットフォームでは、デバイス、ネットワーク、データスト

レージ、アプリケーションなど、 IoT 環境を構築するために必要な要素を 1 つにまとめ

る。  

上記の会社のホームページの情報によると、ソフトバンクは IoT プラットフォームを

パートナー企業や IoT 事業者と共同で作成し、さまざまなソリューションを提供するた

めの基盤として、この価値を開発する。通常のインターネット通信と異なり、 IoT 通信

はデータサイズが小さく、定期的に通信を行われる。さらに、 IoT デバイスは低消費電

力であることが要求される。  MQTT5（Message Queue Telemetry Transport）、標準的に使

用される HTTP にも対応している。インターネット上では、さまざまなタイプの IoT デ

バイスから接続することもできる。また、ソフトバンクと Cat が提供する「LoRaWAN」

などの LPWA（Low Power Wide Area）ネットワークとの接続もサポートしている。M2M

と IoT の国際標準である「M2M」に準拠し、 IoT デバイスから収集されたデータは 1 つ

の M2M データ形式で保存される。ソフトバンクの IoT プラットフォームを使用してい

るパートナー企業はいつでもインターネット経由で定義されたフォーマットで蓄積され

たデータを自由に取得できる。複数のプロトコルを使用して、 IoT デバイスのファーム

ウェアアップデート機能を提供できる。パートナー企業は、ソフトバンクの IoT プラッ

トフォームを通じてデバイスのファームウェアのアップデートを一括して実行し、各デ

バイスのファームウェアの状態を管理することができ、さまざまなアプリケーションを

柔軟に使用できるよう、ワンストップ API を提供している。また、今後追加される IoT

プラットフォームやソフトバンクが保有する API の機能を開放することで、ソリューシ

ョンをさらに拡充し、開発者を強力にサポートしていく。  

ソフトバンクは図表 4-6 に示したように IoT デバイスの低消費電力で長距離通信を実
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現する LPWA（Low Power Wide Area）ネットワークを利用した IoT ソリューションの提

供を開始している。まず、2016 年度に LPWA ネットワークの 1 つである「LoRaWAN」

を提供し、デバイスからアプリケーション、コンサルティングまで、エンドツーエンド

の IoT ソリューションを提供している。  

図表 4-6   LPWA ネットワークを活用したサービス活用例  

 

（出所 : ソフトバンク株式会社 企業・ IR）  

 

爆発的な普及が予想される IoT サービスでは、LPWA ネットワークで実現される低コ

スト、低電力通信が不可欠である。特に、「LoRaWAN」は、IoT に必要な低コストと低消

費電力に加え、長距離通信を実現できるという利点があるため、LPWA はネットワーク

経由で接続することができる。通信キャリアとしては、キャリアネットワークの品質向

上に加え、3G / LTE / Wi-Fi、固定通信などの包括的なネットワークラインナップを活用

し、顧客のご要望に最適なソフトバンクを提供している。LoRaWAN それを利用したよ
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り高価値の IoT ソリューションを提供する（ソフトバンクグループ株式会社  HP より）。 

将来的には、商業施設、建物、倉庫、ガス・水道メーターの自動監視、高齢者や子供

の監視、道路、トンネル、鉄道などのインフラ監視車、車などの監視と制御が必要であ

る。ロジスティクスや運用管理など低コスト・低消費電力のネットワーク構築が必要な

分野では、IoT 環境を実現していく。ソフトバンクは、低電力大面積（LPWA）ネットワ

ーク、Hon Hai Precision Industry Co., Ltd（Hon Hai Precision Industries、Semtech Corporation

と共同で、Actility SA（活動、本部：フランス））を発表した。 LoRa®テクノロジーを開

発し、LoRa Alliance を設立した米国のセムテック社（本社：米国）は、「LoRaWAN™」

エコシステムの構築を目指している。  

本格的な IoT 時代に向けて、Cat-M1 や NB-IoT に至る一連の LPWA ネットワークをさ

まざまな環境下で効率的に扱えるよう、事前に「LoRaWAN™」を立ち上げ、積極的に建

設を進めていくのである。  

本節では、分析した事例を通して、高業績を上げるために製品中心からサービス中

心のビジネスモデルに移行した日本企業の現状について述べた。それらの企業は、商品

の差別化によって利益を得ていた以前の要素を残しながらも、製品以外のサービスで追

加の利益を得るようになった。新規顧客を獲得するときにも、自社製品とサービスをセ

ットにして顧客の予算や要求に最適に合わせることができる条件も求められる。何故な

らば、何よりもサービス提供によって顧客の多くの情報が入手可能となり、それを基に、

よくある欠陥を修正しながら将来的な製品設計にも反映できるからである。  

以上の事例分析から、サービスイノベーションに関する重要な 3 つのポイントが見出

せる。第一は、商品のコンセプト、もしくは商品設計の段階において、モノよりサービ
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スの度合いがより大きくなる傾向がある。第二は、顧客の視点に立って、生活様式を一

変させる意味を持つサービスを提供できる企業は新しい競争軸で大きく差別化を図って

いる。第三は、 IoT 時代に対応するために企業の成長戦略全体とサービスへの本格的な

取り組みとの関連で把握することを検討すべきである。現代の企業はサービスの重要性

を再認識しなければならないとい言えるのであり、事例研究はそのことをかなりの程度

まで裏付けていると考えられる。  

第 3 節 サービスイノベーションの概念とサービスイノベーションのモデル  

3-1 サービスイノベーションの概念  

サービスイノベーションの概念をめぐって、様々な議論が行われている。サービスイ

ノベーションの概念に関する先行研究を検討したうえで、経営戦略の観点から、どのよ

うに定義していくかを検討したい。 

Sundbo & Gallouj (1998) は、サービスイノベーションを 5 つに分類している。①プロ

ダクトイノベーション、②プロセスイノベーション (生産プロセスとデリバリープロセ

ス )、③市場についてのイノベーション、④組織のイノベーション、⑤特別な目的のため

(ad hoc)のイノベーションである。  

Coombs & Miles (2000）の示唆によれば、サービスイノベーションの本質と特殊性が製

品のイノベーションと異なるという。それにより、サービスイノベーションを理解し、

分析するために、サービスならではの特性を含めた新しい理論と概念が必要であると主

張される（Barras、1986 ; Hipp & Grupp、2005; Tether ら、2005）。さらに、Gallouj 等 (1995)

はイノベーションに関する研究において、サービスの特異性を認識しなければ、サービ

スが製品にもたらす重要な貢献を見落としがちになると指摘としている。Hipp & Grupp 
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(2005) の研究では、サービスイノベーションの成果に関連する要素として、サービスの

無形性、プロセスの特質、顧客統合の必要性などを重視すべきだと強調されている。そ

して、サービスイノベーションは、内的、外的な相互作用プロセスとみなすことができ

る (Sunbo & Gallouj、2000)。   

顧客に対する問題解決の提案として、Kuusisto & Meyer (2003)は、サービスイノベー

ションを「カスタマイズされた応用、既存のサービス活動の新たな構成、顧客と共に問

題に対する解法を導き出す特別な目的のための（ad hoc）イノベーション」と定義してい

る。  

サービスイノベーションの特徴を明らかにするために、Hipp & Grupp（2005）は、サー

ビスイノベーションとイノベーションプロセスそのものに貢献し、イノベーションプロ

セス自体に影響を与えるいくつかの要因を特定している。これらの要素の中で、人間の

要素、イノベーションプロセスの構成、イノベーションアウトプットの類型、無形性、

サービス部門の顧客統合構造、規制上の問題がある。  

その一方、オープンイノベーションのアプローチを採りながら、Chesbrough (2011a)

は研究開発（R&D）には、製品からサービスに焦点を変更する必要があると提唱してい

る。また、オープンイノベーションの理論はサービスに容易に適用され、企業は顧客の

ニーズをより理解し、サービスイノベーションが期待できるとしている。  

次に、経営戦略の観点から定義されるべきとして、 IfM & IBM (2007)が定義したサー

ビスイノベーションについて論じたい。 IfM & IBM (2007)は、サービスイノベーション

を、既存のサービスがもたらした価値を向上する、または新しい価値を創造することを

目的とした、ビジネスモデルイノベーション、ソーシャルイノベーションおよびデマン
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ドイノベーションの組み合わせであると定義している。  

図表 4-7 サービスイノベーションの構成要素  

 

(出所： IfM & IBM, 2007 を参考に筆者作成 ) 

 

また、サービスイノベーションの例として、オンラインの税申告、e コマース、バー

コード、クレジットカード、携帯電話、ATM、分割支払い方式、フランチャイズ・チ

ェーンなどが挙げられる。  

この定義をみると、顧客の視点に立った顧客価値を向上する、あるいは新たな価値

を創出するのが、サービスイノベーションを推進する最終目的であると言えよう。さら

に、その価値はサービスがもたらす無形の価値であり、社会全体に対する大きな変化を

引き起こすと考えられる。  

したがって、本論文では、サービスイノベーションが、顧客のニーズを踏まえて、

生活様式を一変するような無形な価値の創出であると定義する。  

3-2 サービスイノベーションのモデル  
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3-2-1 サービスイノベーションの 4 次元モデル  

Hertog (2000)が主張した「4 つの次元」は、図表 4-8 に示したように、それぞれの特定

のサービスイノベーションの次元からなる。個々の次元の影響力とそれらの間の様々な

繋がりの重要性は、個々のサービス、イノベーション、企業によって異なる。  

図表 4-8    サービスイノベーションの 4 次元モデル  

 

（出所：Hertog、2000 より ) 

 

このモデルの 4 つの側面を以下に示す。  

① 次元 1：新しいサービス・コンセプト  (New Service Concept) 

すべてのサービスイノベーションが強力な斬新な概念要素をもっているわけではな

いが、コンセプトのイノベーションは伝統的なメーカーよりもサービス業においてはる
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かに多く見られるだろう。多くのサービスイノベーションには、サービスの無形の特性

がかなり含まれている。また、問題に対するソリューションを整理する新しい方法も含

まれている。  

② 次元 2：新しい顧客接点（New Client Interface）  

顧客接点とは、サービスの提供者と顧客との接点の革新を指す。サービスを提供する

企業は顧客とやり取りする方法は、それ自体がイノベーションの源泉になることがある。 

③ 次元 3： 新しいサービス・デリバリー・システム  (New Service Delivery System) 

サービス・デリバリー・システムは、サービスの提供者と顧客との接点に関係する。

デリバリーには、この接点を介してやり取りが含まれるものである。  

④ 次元 4： テクノロジー・オプション  (Technological Options) 

テクノロジー・オプションは、製造業において最もよく知られており、プロセスイノ

ベーションに近い概念である。サービスイノベーションは技術革新なしで可能であるが、

実際には「技術」と「サービスイノベーション」の間には深い関係がある。つまり、技

術革新によってサービスイノベーションが促進される。また、顧客のメンバーカードや

取引用の RFID6カード、通信サービス用の広範なデバイスなど、サービスに付随する製

品もよく見かける。  

3-2-2   サービスイノベーショントライアングル  
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図表 4-9 に示したサービスイノベーショントライアングルは、 Furseth,P.&Richard,C. 

(2016) により開発され、サービスイノベーションに関する国際的研究プロジェクト

「Value Driven Service Innovation (VSDI)」の成果である。  

図表 4-9 サービスイノベーショントライアングル  

 

(出所：Furseth & Richard、 2016 より ) 

 

このモデルは、サービス企業の全体像を視覚的に表現している。適切な価値を提供す

るために、組織は、有形・財務・無形資産だけでなく、人や技術の形で、成功したイノ

ベーションに必要なリソースを持っていなければならない。イノベーション能力の中に

は、サービスイノベーションの成功の基盤がある。したがって、企業のリソースとして

の第 1 層の 5 つのサブ三角形、価値を提供する管理能力としての第 2 層の 3 つのサブ三

角形、および提供された価値としての第 3 層の 1 つのサブ三角形である。Furseth 等（2016）

は、サービスイノベーションリソースを上手く管理する能力と成果との関連性を示して

いる。  



     (第 4 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 121 

 

第 4 節 小括 

本章では顧客価値に焦点を当てたサービスイノベーションを戦略的に推進すること

の意義について論じた。Drucker（1973）は「事業の目的は顧客の創造である」と宣言し

た。その後、Peters & Waterman (1982) は、「顧客に密着する」経営を強調している 7。顧

客が市場に存在する唯一の理由は、彼らが何らかの価値を求めているからに他ならない。

顧客が求めている価値を提供し、その価値を競争相手よりも多くもたらすビジネスは、

顧客からの指示を獲得することができ（Mittal, Banwari & Jagdish、邦訳、2004）、結果的

には顧客価値を向上させる。  

  

1 製造業での品質管理業務は、不良品と関連した業務を主に扱う部門を指している。不

良品が顧客に流出することを防止するために工程の中間と最後ので各種検査を実施する

こと、流出した場合、再発防止対策を樹立して適用させること、不良品が混じっている

可能性がある製品をきちんと選別すること、不良品になりしやすい不良材料を工程投入

前になくすことなどが、品質管理職務の主な業務である。  

2 ケーブルテレビ（cable television）はテレビアンテナが必要とされている伝統的な

TV 受信方式とは異なり、光ファイバを介して同軸ケーブルに転送された無線周波数信

号を介してテレビに信号を送って電波を受信するシステムである。ケーブルテレビは、

CATV、有線放送とも呼ばれる。ケーブルテレビは、本来 1948 年に現れた共同アンテ

ナテレビを意味した。山岳地帯などの電波を受信しにくい場所に設置された。  

3 ダイレクトマーケティング（direct marketing）は、目標である顧客に厳選された個

人または法人から直接反応を得て関係を構築していくマーケティング方法である。  

4 シーメンス株式会社は、ドイツのヨーロッパ最大のエンジニアリング会社である。自動化および

制御、電力、輸送、医療、情報通信、照明など 6 つの主な事業部門を持つ複合企業である。世

界的にシーメンスとその関連会社社員 48 万人が 190 ヶ国で働いており、2006 年度には、世界
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で約 873 億ユーロに達する売上を記録した。ドイツフランクフルト証券取引所に上場されており、

2001 年 3 月 12 日からはニューヨーク証券取引所にも上場されている。ゼネラルモーターズと

IBM に次いで、R＆D 分野の投資額は世界第 3 位である。 

5 IBM developer Works によれば、MQTT（MQ Telemetry Transport）は、センサーやデバイス、

低帯域で信頼性の低いネットワーク上での通信向けに設計された、machine-to-machine（M2M）

や「Internet of Things」を実現する、極めてシンプルで軽量なパブリッシュ・サブスクライブ型のメッ

セージング・プロトコルである。センサーやデバイス等の少ないリソースでも軽量かつ効率的な通

信が可能で、送受信のデータパケットのサイズは最小化されている。また、一方向、  1 対 1 の通

信のみでなく、双方向、一対多の柔軟な通信が可能で、軽量でバッテリー消費量も少ないことか

ら、モバイル向けにも注目されているプロトコルである。 

6 RFID（Radio Frequency Identification）とは、無線を利用して非接触で電子タグのデー

タを読み書きする自動認識技術である。  

7 T. Peters らは「超優良企業」と見なしたいいくつかの企業の共通項については、以下

のようになっている。それらは、①行動への傾倒、②顧客との近さ、③自主性と起業家

精神、④人材を通じた生産性、⑤実務的経営、⑥企業の得意分野への集中、⑦単純で無

駄のない人員配置、⑧穏やかさと厳密さ、集中化と分散化の共存である。  
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第 5 章 仮説の提示 

本章では、日本企業にとっての大切な顧客価値を高めるサービスイノベーションが必要

だと認識し、その生成メカニズムの解明によって、どのような戦略が効果的であるのかを

考察して、仮説を導出する。 

第 4 章に論じたように、本研究における、サービスイノベーションの定義は、顧客のニ

ーズを踏まえて、生活様式を一変するような無形な価値の創出と定めたい。ここで、より

具体的に説明するため、いくつかの事例を取り上げたい。  

まず、モバイル機器とつながるコネクテッドカーの事例についてである。CES 2014 に

おいて、Audi のタブレット「Smart Display」が、Wi-Fi で車載システムとつながり、ナビ

や走行状況の確認に加え、Google のモバイル向け OS「Android」のアプリやゲームを利用

することができると明示されている。そのまま社外で使用することもでき、零下 40 度の

寒さや 50 度の酷暑にも耐えられるという。このプラットフォームをめぐっては、Linux ベ

ースの「Automotive Grade Linux」、独 BMW や Intel などによる「GENIVI Alliance」、米ア

ップル  による「iOS in the Car」が立ち上げられるなど、自動車業界と IT 業界の間で連携

の機運が高まっている。また、Google などが開発中の自動運転は、コネクテッドカーを進

化させ、情報系だけでなく安全系から駆動系まで IT でつなげてクラウドコンピューティ

ングで車を制御しようとする試みと捉えることができる。さらに、3D プリンターという

モノづくりを変える商品コンセプト、すなわち商品の思想については、明らかに生活様式

を大きく変化させた。3D プリンターとは、3 次元 CAD による設計データをもとに樹脂材

料などを積層して立体物を造形するもので、試作や特殊形状品の少量生産などの一部の用

途から欧米を中心に導入が始まっている。本格的な市場拡大に伴い、3D プリンターの普
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及については、価格などの課題をめぐって、様々な意見が議論されているものの、生活者

の便宜性をもたらしたことに違いないと考えられる。 

一方、新たなサービスを提供するのに伴い、新しいビジネスモデルへ転換するようにな

ったことによって、新たな成長と利益の源を見つける企業の事例は多く見られる。例えば、

enterprise computing 業界における IBM、航空機エンジン業界におけるロールス・ロイスや

GE、プリンター・複写機業界におけるゼロックス、ヘルスケア業界におけるフィリップス

などが取りあげられる。これらの企業は、モノ、あるいは製品の価値だけに頼らず、顧客

価値を向上させることを主な目的とした新たなサービスの提供で、競合他社よりも持続可

能な成長を遂げることができている。  

この特徴に関しては、図表 5-1 に示したように、新サービス産業の起業事例においては、

サービス産業の特徴として挙げられる生産性の低さや競争力の弱さを逆に機会として捉え

ることで、新たな価値が生み出される(藤川等、2006)。  
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図表 5-1    「  商品」コンセプトから新しいビジネスモデルへ  

 

(出所：藤川・Kay、2006) 

藤川らの主張の強調点を大きく 2 つの点に整理しておきたい。まず、これらの企業事

例がいずれもイノベーションを起こしてこなかった古い業界において発生していること

である。そして、第二の点は、いずれの事例も日常生活に深く根を下ろしたサービスであ

り、それによって新たに実現される顧客価値がさらに多くの日本人の生活行動を変える可

能性を有するということである。 

また、サービスによって企業の競争地位が強化されることが期待されている。いくつか

の研究は、サービスイノベーションが企業の業績に正の影響を及ぼすことを示している

（Avlonitis ら、2001; Nijssen ら、2006）。 Slater&Narver（1995）によれば、グローバル

市場の企業は、サービスイノベーションが市場の方向性と市場での堅実な業績を促進する

価値創造活動であるため、製品の基礎よりもサービスの基礎で競合すべきとの指摘もあっ

た。アップル  の iPhone、  iPod の例を考えてみると、それらはもはや単なる製品ではな

い。アップルはプラットフォーム化された幅広いサービスを提供・移転することによっ
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て、アップルの製品が顧客にとって遥かに価値の高いものにしている。したがって、競合

他社はより良い製品を作るだけではアップルに対抗することはできないだろう。 

さらに、サービスイノベーションの形成プロセスに関しては、顧客の役割をめぐって議

論がしばしば行われている。その中で、Sundbo & Gallouj (2000) は、企業の競争力の源泉

は暗黙知と情報の非対称性にあり、顧客との信頼関係を強調している。その信頼関係を構

築する、もしくはそれを維持するために、有効なコミュニケーション力が非常に要求され

ている。それゆえ、IoT の進展に適応するため、顧客との接点を増やす方法も重要だと考

えられる。アマゾンの事例をみると、その接点が増えるほど企業が顧客のニーズをより把

握することができると置換えできると言えよう。 

一方、企業のトップマネジメントは顧客価値につながる従業員の満足度も重視しなけれ

ばならない。トップが念頭におくべきなのは、企業活動における最も重要な貢献対象が、

顧客、株主、従業員、社会という 4 つの主なステークホルダーである。そして、トップの

役割としては、仕事が顧客価値を高めるためにするものという意識を全従業員に持っても

らうよう動機付け、リードすることにほかならない。従業員が心から最終顧客のためを思

って仕事をすれば、それは必ず顧客に伝わり、顧客から様々な形でプラス評価される。よ

って、そうしたプラス評価は、従業員に伝わって仕事のやりがい、いわば従業員満足を向

上するとともに、仕事の効率を向上することが可能になり、その企業の業績を高める。結

果的には一種の好循環が生まれると期待される。サービスイノベーションにとっての従業

員の役割に関して、新しいサービスのプロセス開発への「フロントライン従業員（顧客対

応を行うサービス提供の最前列の従業員）」の積極的参加が、サービスの実施可能性を向上

するために効果があることが示された  (Alam、2002; Gruner & Christian、2000)。した

がって、アジア市場における日本企業の戦略にとっては、戦略的なサービス志向の従業員
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教育の重要性を検討する必要があるであろう。  

なお、B2B においても、企業は効率的にイノベーションプロセスを推進し、管理してい

くには、顧客をいかにうまく巻き込むのが不可欠である（Edvardsson ら、2006）。 

次に、資生堂のビューティー・タブレットの導入の事例について解説していく。株式会

社資生堂は 1872 年に日本で初めての洋風調剤薬局として創業以来、日本の化粧品技術と

文化をリードしてきている。現在、化粧品のみならずさまざまな事業において、ヨーロッ

パ、アメリカ、アジアなど世界 89 カ国で事業を展開している。資生堂では、モバイル・コ

ンピューティングに着目し、スマートフォンやタブレットで稼働するモバイル・アプリケ

ーションの開発プラットフォーム IBM Worklight を採用して、全国のビューティーコン

サルタント（BC）を中心に 1 万台を超えるタブレットを配布し、接客応対の改善を図って

いる。そのタブレットの導入がもたらした効果として、次のように 3 つのポイントが考え

られる。まずは、スピードについては、タブレットが導入されたことで、入力の手間が省

かれ、より使いやすくなったことで、市場と関係部署との情報共有のスピードが増した。

次に、カウンセリングの質を向上できるというメリットである。つまり、経験豊富な人で

も新人でもわかりやすく、丁寧に説明できる。最後に、最重要な顧客との関係改善、すな

わちカスタマーリレーションの改善の効果である。BC から積極的な意見が出されるよう

になった。また、顧客とのコミュニケーションをより深めることで、結果的には顧客を満

足させ、顧客価値を高めると考えることができる  

IoT の発展に伴って、社会全体にもたらした大きな変化に関する議論はしばしばみられ

る。第一に、製造業のサービス化という変化については言うまでもなく、企業は単なるモ

ノを生産・販売するだけではなく、あらゆるサービスの提供を実現することにより、企業

側も顧客側も便益を追求することが可能となる。第二に、リアルタイム化の推進に伴って、

ネットにつなぐと、あらゆるモノの状況、メンテナンスの状況などが把握できるようにな

った。第三に、需要と供給の最適化が変化してきた。言い換えれば、需要側もしくは供給
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側は状況をリアルタイムにより正確に把握し、コストを下げることが可能となり、顧客価

値の向上を推進する。最後に、IoT の進展につれて、マスカスタマイゼーションを起こし

つつある。すなわち大量生産に近い生産性を保ちつつ、個々の顧客のニーズに合う商品や

サービスを生み出すことが可能となってきたのである。その一つの事例としてコマツのス

マートコンストラクションを取り上げたい。総務省が発表している「IoT 時代における ICT

産業の構造分析と ICT による経済成長への多面的貢献の検証に関する調査報告」（平成 28

年）の中で、コマツのスマートコンストラクションは IoT による新規事業・サービスの創

出事例として取り上げられたように、コマツが提供しているスマートコンストラクション

は、ドローンによる工事現場の測量や測量結果に基づく施工計画の作成支援により、ICT

建機および全体工程の進捗管理システムまで一括で提供できるソリューションである。ソ

リューションで使用する ICT 建機は現在、傘下のレンタル会社であるコマツレンタルを通

じて貸し出しているが、2016 年度中には販売も始めた。 自転車に GPS を備え、利用状態

をネット経由で把握できる仕組みを実現し、全無人でレンタル自転車の事業を運用してい

る。自転車の利用状況をセンターでリアルタイムに把握することができ、盗難や返却忘れ

などにも対処可能である（総務省 平成 28 年「IoT 時代における ICT 産業の構造分析と

ICT による経済成長への多面的貢献の検証に関する調査報告」）。 

さらに、サービスイノベーションの構成要素を詳述するため、前章に取り上げた Hertog 

(2000) の提唱したモデルを再び検討したい。サービスイノベーションは 4 つの側面、すな

わち新しいサービスのコンセプト、新しい顧客接点、新しいサービス・デリバリー・シス

テム、そして技術的なオプションから成り立っている。サービスを商品としてとらえる場

合、商品の設計の段階において、新しい顧客視点の商品コンセプト、すなわちモノの思想・

アイデアが重要な役割を果たしている。それゆえに、サービスイノベーションの成立条件

として商品コンセプトの重要性を再認識しなければならない。  

第 3 章にも指摘したように、これまでの先行研究を見ても、経営戦略の視点からサービ
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スイノベーションは明確に論じられてこなかったと言っても過言ではない。顧客価値を高

めるには、まず顧客との対話を含めた顧客密着型のコミュニケーションを図らなければな

らない。このコミュニケーションでニーズを吸い上げて、顧客視点の商品コンセプトを提

示し、さらには前述した事例のようなネットとの融合による新サービスを提供していくこ

とが大事であると考える。  

このような考えに基づいて以下の仮説 1 を導出した。 

仮説 1：企業にとって大事な顧客の価値を高めるには、 顧客とのコミュニケーションを

踏まえ、顧客視点の商品コンセプトの提示、さらには、ネットとの融合などによる新サー

ビスの提供でサービスイノベーションを推進しなければならない。  

この仮説 1 のようなサービスイノベーションを推進するには、顧客価値の背景となる価

値観などの大きな変化を洞察する力、自らの企業が持っている他社や大学などの知見を活

用するオープンイノベーション力、さらにはサービスの大切さを顧客に知らしめる教育の

力を発揮して、サービスの充実化を中核にそえた経営戦略を実践していくことが重要であ

ると考える。 

この考えに基づいて仮説 2 を導出した。 

仮説 2：サービスイノベーションの推進を図るには社会のトレンドの洞察力、オープン

イノベーション力、サービス志向の従業員教育力を活かして、サービスの充実化に力点を

置いた経営戦略を実践する。  

そして、このサービスイノベーションを効果的に牽引するには、企業のトップ自らが積

極的に関わっていくことが大事であると考え、以下の仮説 3 を導出した。 

仮説 3：この経営戦略を効果的に実践するにはトップの戦略的かつ積極的な関与が重要
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になる。 

そして、このような経営戦略の実践は、顧客との円滑なコミュニケーションを促進し、

それが成果としてのマーケットシェアの向上に結びついていると考えて、下記の仮説を導

出した。 

仮説 4：この経営戦略の実践は顧客との円滑なコミュニケーションを促進し、マーケッ

トシェアを高める。  

以上の 4 つの仮説を図表 5-2 に示しておく。 

図表 5-2  仮説モデル 
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第 6 章 仮説の検証  

本章では、前章で提起した仮説を検証するために、まずはサービスイノベーションの構

成概念の特性に関わるアンケート調査から得られたデータに基づき、統計的な処理を施し

て、仮説を実証する。仮説に関すると考えられるデータを集め、そのデータに対し統計学

的な処理をすることで見誤りのない仮説を検証できる。  

実証分析に必要なデータは、亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科池島研究室

が 2016 年 10 月時点で、アジアにおいて事業を展開している日本の製造業とサービス業の

企業の本社 1750 社を対象に「アジア事業戦略に関するアンケート」の調査で収集した。

本アンケートの構成は「1.トップマネジメントの基本的な考え方」、「2. アジア事業戦略に

ついて」、「3. 研究開発戦略について」、「4. マーケティング戦略について」、「5. 人事戦略

について」と「6. 成果」となっている。  

調査の方法は、アジアにおいて事業を展開されている日本の企業の本社の海外事業担当

役員に調査票を郵送し、回答を郵送により回収する形で実施した。有効回答は 96 社であ

り、回収率は 5.5%であった。製造業は 79 社、サービス業は 17 社であった。  

なお、データの分析には、 IBM 社 SPSS を利用し、「記述統計」および「相関分析」を行

う。  

第 1 節 検証における測定変数  

1-1 サービスイノベーションの構成に関わる測定変数  
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第 5 章で述べた仮説 1 は、サービスイノベーションの構成概念に関する仮説を再述する

と、「企業にとって大事な顧客の価値を高めるには、 顧客とのコミュニケーションを踏ま

え、顧客視点の商品コンセプトの提示、さらには、ネットとの融合などによる新サービス

の提供でサービスイノベーションを推進しなければならない」というものであった。  

この仮説の中で、サービスイノベーションの構成要素である「顧客視点の商品コンセプ

トの提示」、「ネットとの融合による新たなサービスの提供」、「顧客密着型のコミュニケー

ション」を図表 6-1 に示したようなアンケート項目で測定した。  

 

図表 6-1   「サービスイノベーション」の測定変数  

 

項目  設問文  1 6 

顧客視点の商品コンセプト

の提示  

 

顧客の使いやすさを追求し

た商品設計  

1-5 貴社のトップマネジ

メントは、下記のアジア

地域での事業成功に大切

な顧客サービスの価値を

どのように高めています

か。該当する番号を１つ

ずつご記入ください。  

 

 

全く当てはまら

ない  

 

 

 

非常に当てはま

る  

 

ネットとの融合による  

新たなサービスの提供  

 

顧客の購買意欲を高める新

たなサービス（ IoT など）

の提供  

 

1-5 貴社のトップマネジ

メントは、下記のアジア

地域での事業成功に大切

な顧客サービスの価値を

どのように高めています

か。該当する番号を１つ

ずつご記入ください。  

 

 

全く当てはまら

ない  

 

 

 

非常に当てはま

る  

 

顧客密着型の  

コミュニケーション  

 

お客様相談窓口を充実  

 

4-6 貴社はアジア市場

（日本を除く）での顧客

からの  

認知度を高めるために、

下記のマーケティング戦

略にどの程度力を入れて

いますか。該当する番号

に○印を１つずつお付け

ください。  

 

 

全く力を入れて

いない  

 

 

 

非常に力を入れ

ている  

 

1-2 サービスイノベーション志向の経営戦略に関わる測定変数  
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仮説 2 であるサービスイノベーション推進能力を示す 3 つの能力を検証するために、図

表 6-2 に示したようなアンケート項目で測定した。さらに、仮説 3 である「サービスの充

実化に関わるトップの関与度」を検証するために、同表に示しておいた。  

 

図表 6-2  「サービスイノベーション志向の経営戦略の構成要素」の測定変数  

項目  設問文  1 6 

社会のトレンドの

洞察力  

 

 

社会の価値観など

の大きな変化を洞

察   

 

1-5 貴社のトップマネジメント

は、下記のアジア地域での事業

成功に大切な顧客サービスの価

値をどのように高めています

か。該当する番号を１つずつご

記入ください。  

 

 

全く当てはま

らない  

 

 

 

非常に当てはま

る  

 

オープン  

イノベーション力  

 

 

他社・大学などの

知見を活用  

 

1-5 貴社のトップマネジメント

は、下記のアジア地域での事業

成功に大切な顧客サービスの価

値をどのように高めています

か。該当する番号を１つずつご

記入ください。  

 

 

全く当てはま

らない  

 

 

 

非常に当てはま

る  

 

サービス志向の  

従業員教育力  

 

 

サービスの価値の

大切さを従業員に

教育  

 

1-5 貴社のトップマネジメント

は、下記のアジア地域での事業

成功に大切な顧客サービスの価

値をどのように高めています

か。該当する番号を１つずつご

記入ください。  

 

 

全く当てはま

らない  

 

 

 

非常に当てはま

る  

 

トップトの戦略的

な関与  

 

アジア市場の開拓

にトップ自ら関わ

る  

 

1-2 貴社のトップマネジメント

は、アジア事業を推進する際

に、下記の項目を意識的に実践

されていますか。該当する番号

に○印を１つずつお付けくださ

い。  

 

 

全く実践して

いない  

 

 

 

意識的に実践し

ている  

 

トップの積極的な

関与  

 

本社のトップ自ら

商品をアピール   

 

4-6 貴社はアジア市場（日本を

除く）での顧客からの認知度を

高めるために、下記のマーケテ

ィング戦略にどの程度力を入れ

ていますか。該当する番号に○

印を１つずつお付けください。  

 

 

全く力を入れ

ていない  

 

 

 

非常に力を入れ

ている  

 

 

 

トップの積極的な

関与  

 

 

4-6 貴社はアジア市場（日本を

除く）での顧客からの認知度を

 

 

全く力を入れ

ていない  

 

 

非常に力を入れ

ている  
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現地法人のトップ

自ら商品をアピー

ル  

 

高めるために、下記のマーケテ

ィング戦略にどの程度力を入れ

ていますか。該当する番号に○

印を１つずつお付けください。  

 

  

サービスに力点を

置いた戦略  

 

サービスの充実化  

1-4 貴社のトップマネジメント

は、アジア事業を成功させるた

めに下記の項目にどの程度力を

入れていますか。該当する番号

に○印を１つずつお付けくださ

い。  

 

 

全く力を入れ

ていない  

 

 

非常に力を入れ

ている  

 

1-3 サービスイノベーションの成果に関わる測定変数  

アジア市場に対するサービスイノベーションの成果として、図表 6-3 に示したようなア

ンケート項目で測定した。  

図表 6-3  「経営成果」に関わる測定変数  

設問文 成果点 

6-4 貴社の進出している下記のアジア地域における主力

商品の現在のマーケットシェアについて、該当する番号を

1 つずつご記入ください。 

  

1.  1％未満  1 

2.  1％～2％未満  2 

3.  2％～5％未満  3 

4.  5％～10％未満  4 

5.  10％～20％未満  5 

6.  20％～30％未満  6 

7.  30％～40％未満  7 

8.  40％～50％未満  8 

9.  50％～70％未満  9 

10. 70％～90％未満  10 

11. 90％以上  11 

第 2 節  検証結果  

ここでは、仮説の検証の手順は、前章に示したサービスイノベーションと効果的な経営戦
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略の重要要因について、仮説 1 から仮説 4 へと 1 つずつ見ていく。  

2-1  仮説 1 の検証結果  

本研究の前半で述べたように、時代的背景を踏まえたうえで、顧客価値の向上が期待さ

れるサービスイノベーションを促進するために、そのイノベーションのメカニズムを明ら

かにする必要があろう。  

この仮説の検証には、アンケート調査で考えた質問を用いている。図表 6-4 に示してい

るように、企業にとって大事な顧客の価値を高めるには、  顧客とのコミュニケーション

を踏まえ、顧客視点の商品コンセプトの提示、さらに、ネットとの融合による新サービス

の提供でサービスイノベーションを推進することが必要であると考えた。その仮説をアン

ケート調査のデータに基づき統計的な分析を行った。  

図表 6-4    サービスイノベーションの構成要素  

 

まず、顧客視点の商品コンセプトの提示、そして、ネットとの融合による新たなサー

ビスの提供との二つの変数に関して、質問設計の段階で、顧客価値を高めるためのサー

ビスイノベーションの必須条件として推測したうえで、直接質問した。それぞれのカテ

ゴリーについて「全く当てはまらない」～「非常に当てはまる」を 1~6 で評点化し、平



     (第 6 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 136 

 

均値をとった。  

顧客視点の商品のコンセプトの提示を表す「顧客の遣いやすさを追求した商品設計」に

ついて、回答企業の平均値を図表 6-5 に示しておく。該当質問に対して、1 から 6 で評点

しており、日本市場では 5.2、中国市場では 4.3、ASEAN 市場では 4.6 と各々高くなって

いる。  

図表 6-5   顧客の使いやすさを追求した商品設計  

 

特に日本市場のように、顧客の目が肥えているところでは、使いやすさを意識した商

品コンセプトの提示が必要になってくることが分かる（図表 6-6）。  

4.6

4.3

5.2

0 1 2 3 4 5 6

顧客の使いやすさを追求した商品設計

(ASEAN)

顧客の使いやすさを追求した商品設計

(中国）

顧客の使いやすさを追求した商品設計

（日本）
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図表 6-6  顧客の使いやすさを追求した商品設計に関する回答分布の比較  

 

次に、顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供の仮説については、

回答企業の平均値は、図表 6-7 に示したように、日本市場においては 4.6、中国市場では

3.7、ASEAN 市場では 3.8 となっている。また、図表 6-8 の度数分布を見ても、特に、日

本市場では、IoT の活用に強い関心を持っていることが分かる。激変しているデジタル時

代には、国内、国外を問わず、市場に勝ち残るには、この動きが重要であることが示唆さ

れる。  
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図表 6-7 顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供  

 

 

図表 6-8 顧客の購買意欲を高める新たなサービス（ IoT など）の提供に関する  

回答分布の比較

 

2-2  仮説 2 の検証結果  

仮説 2 では、サービスイノベーションの推進を図るには社会のトレンドの洞察力、オー

3.8

3.7

4.6
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顧客の購買意欲を高める新たなサー

ビス（IOTなど）の提供（ASEAN）

顧客の購買意欲を高める新たなサー

ビス（IOTなど）の提供（中国）

顧客の購買意欲を高める新たなサー

ビス（IOTなど）の提供（日本）
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プンイノベーション力、サービス志向の従業員教育力を活かして、サービスの充実化に力

点を置いた経営戦略を実践する必要であると考える。  

まず、図表 6-9 に示した 3 つの推進力を見ると、「社会の価値観などの大きな変化を洞

察」では、いずれの市場でもこの力の重要性を認識していることがわかる。特に、市場の

成熟段階の高い日本市場ではどのようなトレンドになるのか見極めることが大事になっ

ている。「他社・大学などの知見を活用」のようなオープンイノベーション力は、他の 2

つの推進力に比べるとまだ低いと言えよう。「サービスの価値の大切さを従業員に教育」

については、他の 2 つの推進力に比べて、どの市場でも大事になっている。とりわけ日本

市場で高く、目のこえた顧客に対するサービス提供に関わる人の大切さが浮かび上がる。     

そこで、アジア市場において、サービスイノベーション推進力とサービスの充実化に力

点を置いた経営戦略との関係を明らかにするため、それぞれの推進力に関して、該当する

帰無仮説と対立仮説を設定する。この仮説を日本市場、中国市場と ASEAN 市場について

検証する。  

最初に、社会のトレンドの洞察力と経営戦略との関係性を見るために、下記の帰無仮説

と対立仮説を設定した。  
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図表 6-9  3 つのサービスイノベーション推進力の現状（日本、中国、ASEAN 市場）  

 

帰無仮説：「社会のトレンドの洞察力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間には関

連がない。  

対立仮説：「社会のトレンドの洞察力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間には

関連がある。  

次に、オープンイノベーション力についても、下記のように設定する。  

帰無仮説：「オープンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間には

関連がない。  

対立仮説：「オープンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間には

関連がある。  

0 2 4 6

サービスの価値の大切さを従業員に教育

他社・大学などの知見を活用

社会の価値観などの大きな変化を洞察

ASEAN市場 中国市場 日本市場
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さらに、サービス志向の従業員教育力についても、下記のように設定した。  

帰無仮説：「サービス志向の従業員教育力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間に

は関連がない。  

対立仮説：「サービス志向の従業員教育力」と「サービスに力点を置いた戦略」の間に

は関連がある。  

まず、図表 6-10 が示しているように、「社会のトレンドの洞察力」、あるいは「オープ

ンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦略」の関係性である。中国市場にお

ける「社会のトレンドの洞察力」と「サービスに力点を置いた戦略」との間にどのような

関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出したところ、5%水準の有意な

正の相関関係が認められた (r= .269、p< .05) 。したがって、帰無仮説が棄却されることに

よって、中国市場において、顧客価値を高めるために社会トレンドの洞察力を向上してい

る企業はサービスの充実化に力を入れていることがわかった。  

次に、ASEAN 市場における「社会のトレンドの洞察力」と「サービスに力点を置いた

戦略」との間にどのような関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出した。

その結果、2 変数間で正の相関関係が認められた (r= .379、p< .001)。ASEAN 市場において、

顧客価値を高めるために社会トレンドの洞察力を向上している企業はサービスの充実化

に力を入れていることがわかった。  

また、中国市場における「オープンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦

略」との間にどのような関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出した。
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その結果、2 変数間で正の相関関係が認められた (r= .218, p< .05)。さらに、ASEAN 市場に

おける「オープンイノベーション力」と「サービスに力点を置いた戦略」との間にどのよ

うな関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出したところ、正の相関関係

が認められた (r= .334, p< .01)。したがって、中国市場においても、ASEAN 市場において

も、顧客価値を高めるために、企業は他社、大学などの知見を活用したオープンイノベー

ション力を向上しているほど、サービスの充実化に力を入れている傾向が見られる。さら

に、日本市場の場合、社会トレンドの洞察力あるいはオープンイノベーション力とサービ

スに力点を置いた戦略との間に、相関関係が出ないのは、成熟化が進んだ日本市場で将来

のトレンドを読みにくく、なかなか戦略につながっていないからであろう。また、自前主

義に慣れた日本企業の他社・大学との連携がまだうまく機能していないことが多いからと

推測される。  

図表 6-10   社会のトレンドの洞察力とオープンイノベーション力の重要性  

  

一方、図表 6-11 に示したように、各々の市場における「サービス志向の従業員の教育
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力」と「サービスに力点を置いた戦略」との間にどのような関係性が存在するのかを検証

するために、相関係数を算出した。  

最初に、日本市場の場合、正の相関関係が認められた (r= .258、p< .05)。そして、中国市

場においても、正の相関関係が認められた (r = .423、p< . 001) 。また、ASEAN 市場にお

いても、正の相関関係が認められた (r = .450、p< . 001) 。帰無仮説が棄却されることによ

って、いずれの市場も、顧客価値を高めるためにサービスの価値の大切さを従業員に教育

する企業ほど、サービスの充実化に力を入れていることが明らかになった。正に、サービ

スイノベーションにおける人の大切さを物語っている。  

図表 6-11 サービス志向の従業員教育力の重要性  

 

2-3  仮説 3 の検証結果  

仮説 3 を検証するため、アジア市場に進出する際に、「トップの関与」と「サービスの

充実化に力点を置いた戦略」の相関分析を行った (図表 6-12)。  
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ここで、帰無仮説と対立仮説をそれぞれ、  

帰無仮説：「トップ自らの戦略的かつ積極的な関与」と「サービスに力点を置いた戦略」

間には関連がない。  

対立仮説：「トップ自らの戦略的かつ積極的な関与」と「サービスに力点を置いた戦略」

間には関連がある。  

とする。  

最初に、トップの戦略的な関与とする「アジア市場の開拓にトップ自ら関わる」と「サ

ービスの充実化に力点を置いた戦略」との間にどのような関係性が存在するのかを検証す

るために、相関係数を算出したところ、正の相関関係が認められた (r= .296、  p< .01)。  

さらに、トップ自らの積極的な関与を示す他の変数として「本社のトップ自ら商品・サ

ービスをアピール  」を取り上げ、それと「サービスの充実化に力点を置いた戦略」との

間にどのような関係性が存在するのかを検証するために、相関係数を算出したところ、正

の相関関係が認められた (r= .269、p< .01)。  

さらに、同様な変数として「現地法人のトップ自ら商品・サービスをアピール  」を取

り上げ、これと「サービスの充実化に力点を置いた戦略」のとの間にどのような関係性が

存在するのかを検証するために、相関係数を算出したところ、正の相関関係が認められた

(r= .309、p< .01)。  

したがって、帰無仮説が棄却されることによって、アジア市場に展開する際、企業のト
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ップ自ら戦略的かつ積極的に関わっているほど、サービスの充実化に力を入れていること

がわかった。  

図表 6-12 トップ自ら積極的かつ戦略的な関与とサービスの充実化  

 

 

2-4  仮説 4 の検証結果  

仮説 4 を検証するため、「サービスの充実化に力点を置いた戦略」と「顧客密着型のコ

ミュニケーションを」との相関分析を行った (図表 6-13)。既存研究と異なる顧客価値を中

心とする経営戦略のアプローチにより、本研究では、サービスの充実化を取り込む経営戦

略を実践すれば、顧客密着型のコミュニケーションがより促進し、その結果、成果として

のマーケットシェアが高まってくると考えた。  

従って、下記の帰無仮説と対立仮説を設定した。  

まず、「サービスに力点を置いた戦略」と「顧客密着型のコミュニケーション」を示す

「顧客の相談窓口を充実」との間にどのような関係性が存在しているのかを相関分析で検

証するため、以下のように、  
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帰無仮説：「サービスに力点を置いた戦略」と「顧客の相談窓口を充実」の間には関係

がない。  

対立仮説：「サービスに力点を置いた戦略」と「顧客の相談窓口を充実」の間には関係

がある。  

とした。  

この相関分析の結果は、正の相関関係が認められた (r= .309、p< .01)。  

これで、企業は戦略的にサービスの充実化に力を入れているほど、顧客の相談窓口の整

備を通じて、顧客との接点強化を重視していると結論付けられる。サービスの充実化に力

を入れる企業ほど、相談窓口を通じた顧客との丁寧な対応を通じて、価値向上につながる

経営が可能となる。  

 

図表 6-13 サービスの充実化に力点を置いた戦略と顧客密着型のコミュニケーション  

 

さらに、この顧客密着型のコミュニケーションの活性化により、成果と考えられるアジ
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ア市場でのマーケットシェアの拡大につながると考えられる。この二つの変数の相関係数

を算出したところ、図表 6-14 に示したように正の相関関係が認められた (r= .325、p< .05)。  

図表 6-14 顧客密着型のコミュニケーションとマーケットシェア  

 

第3節 小括  

以上の検証結果により、サービスイノベーションの構成要素およびサービスイノベーシ

ョン志向の経営戦略のメカニズムを解明した。その検証結果を踏まえ、既存研究で未だ示

されていないサービスイノベーションを推進する効果的な経営戦略、あるいは戦略的サー

ビスイノベーションのパラダイムを提示したい。  

まず、サービスイノベーションを推進するために、顧客密着型のコミュニケーションを

踏まえ、顧客視点の商品コンセプトの提示、ネットとの融合などによる新サービスの提供

が必要だと考える。  

このイノベーションを推進するには、社会のトレンドの洞察力、オープンイノベーショ

ン力、サービス志向の従業員教育力という 3 つの推進力を活かすことが重要である。  
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この力を活かして、トップ主導にするサービスの充実化に力点を置いた戦略を実践して

いくことが大事である。  

さらに、サービスイノベーション志向の経営戦略を実践することで企業と顧客の円滑な

コミュニケーションが促進され、成果としてマーケットシェアを高めることが期待できる。 

 

図表 6-15に、実証された有効な戦略的サービスイノベーションの枠組みを示しておく。  

図表 6-15  実証された戦略的サービスイノベーションの枠組み 
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第 7 章 考察と結論 

第 1 節   考察  

本論文で取り上げたサービスイノベーションをより理解するために、最近注目され

ている自動車メーカーの動きを取り上げて考察してみたい。 

自動車業界は、自律走行車とコネクテッドカーなど、将来の革新を控えている。こ

のような状況の中で、主要な自動車メーカーが車をベースにしたサービスイノベーショ

ン戦略に続々と進出し始めた。今後の自動車は、モビリティを中心にさまざまな顧客価

値を一緒に提供するサービスプラットフォームになることができる。こうしたサービス

イノベーションの動きが、自動車企業が将来のモビリティ企業に向けた第一歩となるか

注目される。 

自動車メーカーのサービスイノベーション戦略を推進する背景は産業間の境界を崩

すクロスオーバートレンドにある。異種産業間の領域の破壊が頻繁に起きているなか、

伝統的な産業区分とは全く別のカテゴリーに属していた企業が自動車企業の最大の競争

相手になって、昨日までの友人であった協力企業が、今日の敵になることも少なからず

起きている。ハイパーコネクテッド社会に向かって進むほど、産業区分の境界は曖昧に

なっており、産業区分の意味さえ色あせてきている (門林、2016)。最近急成長してい

る企業を見ても、既存の伝統的な産業分類では、その企業のアイデンティティを明確に

区別するのは難しい企業が多い。  

たとえば、全世界で輸送サービスを提供しているウーバーは、明らかにタクシーサ

ービスを提供しているが保有しているタクシーの資産はない。ウーバーの従業員の主な

業務はアプリソフトウェアおよびアルゴリズムの開発と管理、データ分析などである。
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これらの融合的な特性にもとづき、米国カリフォルニア州では、ウーバーのような IT

ベースのタクシーサービスプロバイダを輸送サービス業に分類しているが、2013 年に

は、彼らの根幹となるアイデンティティを IT 企業に再定義して事業領域は、輸送ネッ

トワーク業者という新しいカテゴリーを新設して分類したりした (“Regulations Relating 

to Passenger Carriers, Ridesharing, and New Online-Enabled Transportation Services, 

California, 2013”を参照)。 

しかし、このような措置がウーバーの産業分類の議論に終止符を打ったわけではな

い。ウーバーはフード配達サービスウーバーEATS、商品の当日配達サービスウーバー

RUSH のようなサービスなどの新たなサービスを継続しており、アプリを利用した独自

のオンライン決済システムも構築しており、2015 年からは米国ピッツバーグに UATC

を設立し、自律走行車の開発に力を注いでいる(ウーバーのホームページを参照)。  

将来ウーバーは単純に輸送ネットワーク業者ではなく、総合物流企業、IoT 企業、自動

車メーカーと呼ばれるようになるかもしれない。日本にも展開しているウーバーはアジ

ア市場に積極的に進出している。特に注目すべきなのはウーバーのベトナム進出である。

現在、ウーバーのサービスはベトナムですっかり浸透しており、ベトナム自動車の急成

長とともにその影響力は急速に拡大している。 

図表 7-1 ベトナムの主要指標   

 

経済指標  

GDP（米ドル）    :  約 2,019 億米ドル  (2016 年 ) 

一人当たり国内総生産 GDP（米ドル）  :  2,162.9     (2016 年 ) 

実質 GDP 成長率（％）                :   6.2         (2016 年 ) 

インフレ率（年平均値）（％）          :  0.6           （2015 年） 

 

人口統計  

 

人口                     ： 92,695,000     (2016 年 ) 

人口増加率（％）               ： 1.1            (2016 年 ) 

労働力率（％）                      ： 77.3           (2016 年 ) 

都市人口（％）                       :   34.2           (2016 年 ) 

識字率（％）                         :   94.8           (2016 年 ) 

接続性  
インターネットの利用者数 (100 人当たり )  :  52.7      （2015 年）  

携帯電話の利用者 (100 人当たり )         : 130.6      （2015 年）  

年間観光客数                            :  7,943,700   （2015 年） 

（出所：  ASEAN Secretariat、UNCTAD、UN Population Division のデータをもとに

作成）  
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富裕層や中間層が台頭する、有望な市場と期待されるベトナムの自動車市場は伸び盛

りであり、16 年の新車販売は 30 万台を超え、14 年の約 2 倍になった。  

図表 7-2 に示しているように、ベトナムにおける現在の自動車の業界の競争状況であ

る。  

図表 7-2 ベトナムにおける自動車の市場シェア  

 

（出所：Vietnam Automobile Manufacturers Association 2016 のデータをもとに筆者

作成）  

また、VinGroup の子会社である VinFAST は世界レベルの国産自動車の製造を計画

し、本格的に市場参入することが明らかになった。この変化に対して、今後日本企業は

どのような戦略を構築すべきであるかというのが課題だと考えられる（日本経済新聞

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO95771390V00C16A1000000/ , 2017-4-22 閲覧）。  
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企業が複数の産業にわたって事業を営むことは新しいことではない。有数の複合大

企業が成長してきた過程を見ても、彼らが多くの産業を網羅し、事業範囲を拡大してき

た戦略に気づくことができる。しかし、最近に現れた産業間のクロスオーバーの傾向

は、過去の単純事業の多角化や垂直系列化とは明確に異なる差別化要因を持っている。

前述されたウーバーの例でもわかるように、最近の産業領域の破壊は、既存の産業の枠

組みと特性を固守したまま関連産業に拡張する形ではなく、既存の産業の枠組みとゲー

ムのルールを揺るがす破壊的な特性を有する。これらの破壊的な特性のせいで産業領域

の異端者が登場し、新しいゲームのルールが発動されると、対応する準備ができていな

い既存の強者は続々崩れ、産業の特性が完全に変貌され、既存の産業自体がなくなるこ

ともある。また、新しくなったルールに合わせて素早く対応する新興企業、または過去

には全く関連性がなかった他産業の企業が新たな強者として登場することもある。産業

間のクロスオーバートレンドを観察し、既存の業界に与える影響と変化の動きを綿密に

分析しなければならない理由がここにある。 

 製造業の代表格として位置づけてきた自動車製造業でも、開発、生産、販売などの既

存のバリューチェーンから外れたサービス業でのクロスオーバーの動きが現れ始めた。

ゼネラルモーターズは今年初め北米の車両共有サービスの大手企業であるリフトに 5 億

ドルを投資した（日本経済新聞

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO95771390V00C16A1000000/ , 2017-4-22 閲覧）。  

この投資により、ゼネラルモーターズはリフトのサービスをゼネラルモーターズの

車を優先供給するパートナーシップを構築し、リフトの理事会に参加する一方、リフト

内部 API を利用し、新しいサービスを開発することができるようになった。ゼネラル

モーターズは契約を締結し、ゼネラルモーターズが確保している無人走行技術とリフト

のネットワークなどを活用して共同で無人タクシーネットワークを構築するという戦略

である。他にもリフトとのコラボレーションにより、多様な新しいサービスを生み出す

ことができと期待される。また、ゼネラルモーターズはカーシェアリングとサービス会

社の人材を吸収して、メイヴンというゼネラルモーターズの独自の車両共有サービスを

最近開始した。Maven Drive のホームページよりメイヴンは現在、米国アナーバーのミ
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シガン大学周辺のみ限定的に提供されているが、徐々に、ニューヨークとシカゴなど米

国の主要都市でサービスの範囲が拡大される予定である。  

The Ford Motor Company Media Center のホームページに掲載される情報によると、フ

ォードは自体車両共有サービス GoDrive を 2015 からロンドンで試験的に運行してい

る。これだけでなく、フォードは、車両共有サービスを顧客の購買資金調達のオプショ

ンとして活用する方法も試みている。Getaround のホームページにより、2015 年に、自

社の車両を購入する顧客を対象に、自分の車を他人にレンタルしてくれる代わりに、車

両の割当てを割引受けるプログラムをオンラインカーシェアリング会社ゲットアラウン

ドと共同で進めている。The Ford Motor Company Media Center のホームページにより

2016 年から最大 6 人で車を共同でリースすることができるプログラムフォード

CreditLink をテキサス州で試験的に実施している。2016 年に行われたデトロイトモータ

ーショーでは、駐車場検索とナビゲーション、車の共有およびレンタル・サービスを提

供してくれることができるスマートフォンアプリベースのサービスプラットフォームフ

ォードパスを公開した。Ford Motor Company FordPass のホームページにより  2016 年か

ら市場に投入される予定のフォードパスはフォード車を所有していない顧客も使用可能

なもので、自動車を媒介としたサービスの拡張の可能性を高めている。  

まだ、自動車メーカーが直接提供しているサービスは、ウーバー、リフトなどの可

能性が検証された車両共有サービスに多く重点を置いているのが事実であり、伝統的な

製造業の代表企業が以前とは違って本格的にサービスに参加し始めたという事実を示唆

することである。車両共有サービスを介して、成果を見せるなら配達、広告など、フォ

ローアップサービスにまで、自動車メーカーが領域を徐々に広げていきながら企業の可

能性と潜在力を高めることになる。 

最近の自動車メーカーは将来的には、単純に性能の良い車を作って売る製造会社で

はなく、モビリティを提供するモビリティメーカーとして、自動車というハードウェア
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を生産し、販売するメーカーではなく、移動性と一緒に様々な価値を提供するサービス

プロバイダである可能性が伺えることができる。これにより、将来的には、単純な同一

産業群の企業間競争を越えて、同じ価値を提供する様々な業界の企業が競争する、いわ

ゆる産業を区別しない競争が本格的に繰り広げられる可能性がある。 

自動車メーカーがサービスイノベーションを推進していく根本的な理由は、不確実

な将来のための準備と見たほうが妥当であると考えられる。もちろん、既存の伝統的な

自動車メーカーが持っている自動車の機械的駆動原理の深い理解とノウハウ、既存の社

会制度やインフラと結束し、構築した高度な社会文化的障壁などを理由で、自動車メー

カーの牙城が簡単に崩れないことを主張することができる。一方では、自動車の動力シ

ステムの進化、自律走行車と共有経済の到来など、自動車産業が近未来に迎え、重要な

ターニングポイントを介して自動車産業が壊滅的なパラダイムの変化を経ることが予想

することもできる。 

また、製造業の全体的な成長鈍化も自動車企業がサービスイノベーションを推進す

る 1 つの要因である。まず、外部環境的な側面を見てみると、製造業の全体的な成長鈍

化が自動車製造業界の危機感に一役買ったと見ることができる。世界経済が大量生産に

よる規模の経済と所有中心の産業化社会から多品種少量のロングテール経済、パーソナ

ライゼーションおよび経験を中心の脱産業社会に変貌しているからであり、全体的な技

術レベルが平準化と汎用化されていくなか、低い生産コストを主な武器とする中国など

の企業が急浮上して競争が激化したからである。このような複合的な理由から、メーカ

ーは、過去のように優れた製品力だけでは利益を生み出すことがますます難しくなっ

た。 

このような状況の解決策の一つはサービスイノベーションである。すでに様々な業

界のメーカーは生産している製品に関連するサービスを拡大させて利益に占めるサービ

ス部門を増やしている。シーメンスのホームページの情報によると、シーメンス、GE
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などの企業は製造中心のビジネスから製品販売後のサービスまで考慮した統合ソリュー

ションプロバイダとしての変化を図っている。単純生産から抜け出し、製品のライフサ

イクル全体で必要なサービスを IoT 技術利用して、一緒に提供するものである。これら

のサービスの中心の事業転換を介して、シーメンスは利益率を 2 倍向上させたことが知

られている。  

このような状況では、製造業が全体的に経験している危機は、いつか自動車産業で

も繰り返すことになるという恐れがある。つまり、ますます不確実性が増大されている

環境に合わせて、単純販売で高収益を上げる従来の収益構造の利益は少ないが、取引の

頻度を高め、収益性を確保する方式に切り替えてリスクを減らす戦略をとるものであ

る。このような理由での自動車メーカーが内包している不確実性を減らすために、既存

の高収益の単純販売のビジネスモデルから脱却して、自動車のライフサイクル全体で継

続的に収益を可能にするサービスイノベーションに力を入れている。 

自動車業界がサービスイノベーションに注目する最大の理由は、自律走行車、コネ

クテッドカーなどによる自動車の概念の変化とそれに伴う根本的な産業の変化の可能性

である。今までの車は運転という行為が必要とされている、モビリティを提供する移動

手段としての意味が最も大きかった。そのため、顧客が自動車に要求する最も大きな顧

客価値は運転しやすさと安全性、迅速で経済的なモビリティを提供する自動車のハード

ウェア的な特性であった。しかし、今後の自動車には、自律走行とコネクテッドカーの

技術が適用されるに応じて、顧客がモビリティを提供するハードウェアではなく、モビ

リティ自体に注目することになる。 

これと共に、顧客が車からさまざまな顧客価値を求めるようになる可能性もますま

す大きくなると予想される。まずは、運転者の介入が徐々に減り、運転者が車内で他の

活動を行うことができる自由な時間が増える。次に自律走行車はほとんどの時間を運行

よりも駐車に割いている現在の自動車の使用率を最大化させることができる可能性があ
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る。最後に ICT 技術が発展していくに応じて途切れない接続性が車内で提供可能な顧客

価値の余地を徐々に大きくする。これにより、自動車メーカーも将来的に見つけること

が期待される潜在的な顧客価値に注目するだろう。 

特に自律走行車は既存産業のルールを完全に再び元に戻すことができる破壊的イノ

ベーションの主体として挙げられており、未来の自動車産業の不確実性を増幅させてい

る。例えば、バークレイズの最近の分析によると、自律走行車は、2040 年までに、米

国の一般的な自動車販売台数を 40％減少させるだろうと予想している (Keith 

Naughton、2015)。運転手が必要ない自律走行車は人々が車を所有の対象から移動性と

いう経験を提供してくれる一種の公共財として認識することができるというものであ

る。 

また、自律走行車は現在の車両共有サービスの最大の不便さである車両の借りると

返す手間を省き、家から家への移動を可能にさせて車両の共有サービスを大幅に拡大さ

せることが期待される。これにより、自律走行車による車両共有概念の拡散は既存のタ

クシーサービスを食い込み、世帯当たりの保有自動車台数を平均 2.1 台から 1.2 台減ら

し、最終的に米国の代表自動車メーカーであるゼネラルモーターズとフォードは今後

25 年間、米国内の車両の生産を現在の約 68％と 58％のレベルに減少させることになる

だろうとバークレイズは分析した (Keith Naughton、2015)。  

しかし、未来がどのように展開されているとしても、将来の不確実性はますます大

きくなっていくというものである。2017 年 4 月基準でテスラの市場価値は 510 億ドル

にゼネラルモーターズとフォードの時価総額を越えている。自動車業界で長い歴史を誇

る伝統の自動車メーカーが事業を開始してから 10 年が経っていない新興メーカーに遅

れたという事実は、従来のメーカーに大きな刺激であった。 
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まだ車両共有サービスや電気自動車が全盛期を迎えたと言えない時期にウーバーと

テスラのような新興勢力がすでに目覚しい成長を見せていることからサービスイノベー

ションで新たな強者が誕生する可能性を示している。今後、自律走行とコネクティビテ

ィ技術が自動車産業に本格的な変化をもたらし、顧客が自動車に要求、期待する顧客価

値が多様化する場合、どの企業が自動車産業を主導するかは断言できない。産業間の融

合が常に行われる続時代に IT 企業やバッテリーベースのエネルギー企業、または各種

サービス企業など、いずれも自動車企業の強者になる可能性がある。 

これにより、既存の自動車メーカーは不確実性のある将来を柔軟に対応できるよう

に、顧客が望む本来の価値を提供する複数のサービスに関心を持っているのである。従

って、今後、自動車が移動をはじめとする様々なサービスを提供するサービスプラット

フォームとして位置づけ、これらのサービスをまとめて顧客に提供するトータルサービ

スプロバイダーとして新しい位置することを期待するものである。 

自動車の歴史を振り返ってみると、時代に応じて、人々が車に期待して要求する顧

客価値が変わってきたことを確認することができる。1880 年代半ばベンツとダイムラ

ーが初めて内燃機関車を出したときの自動車は一部の富裕層に楽しみとしてプレゼント

するおもちゃのような存在であった。20 世紀初頭フォードがコンベア生産方式を導入

しながら、大量生産の時代の扉を開けた。最初の自動車普及の時期には、経済も好況期

を迎えつつ、人々は車を自分の身分や個性を示す一種の象徴としていた。時間が流れ

て、世界経済が急激に成長し、人々の経済活動範囲が広くなり、車は人々にモビリティ

を提供してくれる最高のツールとして定着された。今日に至っては、人々がモビリティ

の確保という本来の価値に加えてさらに、自分の経済的都合に合わせて、また用途に合

わせて、走行性能、経済性、安全性、利便性、美しさなど多様化された顧客価値を追求

しながら、自動車もそれに合わせて様々な形に変化した。 
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しかし、今後、自動車は本格的に複数のサービスを含む、より多様化される可能性

を持っている。つまり、今後の自動車の価値は、自動車自体の性能よりも車と一緒に提

供される顧客価値によって決定することができる。もちろんモビリティを提供という本

来の機能は維持していくが、そのほかに様々な顧客価値を提供するためのプラットフォ

ームになる。ベンツのディーター・ツェッチェ会長が 2015 の CES 基調講演で述べたよ

うに、将来の自動車はプライベートな空間と上品な時間という最高の贅沢を提供するモ

バイル居住空間になることでき、決済プラットフォーム、エンターテイメントのための

ツール、必要な情報を提供してくれるスーパーコンピューターなどになることができ

る。これにより、顧客が自動車を購入する際に考慮する要素も従来の自動車の性能と安

全性、信頼性に加えてどのような顧客価値を提供することができるか、個々人が欲しい

価値を実装するのに適した形かなどを考慮する時代が来ると述べた (笠原、2016)。  

自動車が本格的に多様化された顧客価値を提供することになれば、自動車メーカー

と IT 企業の間で主導権論争を越え、複数の通信サービス企業も自動車メーカーの潜在

競争対象に含まれるものになる。新しい自動車産業の主導権を握るために IT 企業と自

動車メーカーや通信サービス会社が競争を繰り広げ、文字通り領域を区別しない競争の

時代を迎えることになる。今では自動車メーカーが小規模カーシェアリング会社を買収

しているが、これからは大型の自動車メーカーと大型 IT とサービスプロバイダが統合

されて巨大モビリティ企業に生まれ変わることが発生するかもしれない。異なる企業の

間で新たなビジネスの機会を探索するにはオープンイノベーションの特性をもつサービ

スイノベーションの推進を検討する必要があると言える。 

第 2 節   結論  

本論文では、事例の分析およびアンケート調査による実証研究を通じて、時代変化

に応じる企業の成長原動力となるサービスイノベーションの在り方を明らかにしたうえ

で、企業が顧客の視点に立って価値の認知を行わなければならないと主張している。顧
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客のニーズをネットと融合した新しいトータルソリューションサービスプラットフォー

ムにより、今まで世の中に存在しなかった新しい顧客価値を生み出すことができるので

ある。顧客の視点に立った、生活様式を一変するような無形の価値をもたらすような顧

客価値を創出し、それを向上することはサービスイノベーションのミッションだといっ

ても過言ではない。今日、多くの企業がサービスイノベーションに成功したにも関わら

ず、この継続努力を怠って、さらなる成功のチャンスを逃げすことがある。大事なこと

はこのサービスイノベーションをいかにして続けるかである。このサービスイノベーシ

ョンを継続するための推進力に注目しなければならない。これは社会のトレンドの洞察

力、オープンイノベーション力、サービス志向の従業員教育力であると考えた。 

このような考えに基づき、図表 7-3 に示したように戦略的サービスイノベーション

のパラダイムを提唱した。 

表 7-3 認知された顧客価値に基づく戦略的サービスイノベーションのパラダイム  

 



     (第 7 章) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 160 

 

まずは、企業として、顧客価値を生み出すサービスに力点を置いた経営戦略を立て

なければならない。このサービスイノベーション志向の経営戦略を支えているのが社会

のトレンドの洞察力、オープンイノベーション力、サービス志向の従業員教育力から成

り立つ 3 つのサービスイノベーション推進力である。この推進力に基づいたサービス志

向の経営戦略を実現していくにはトップ自ら積極的かつ戦略的な関与が必要不可欠であ

る。 

そして、顧客密着型のコミュニケーションを通じて、認知された顧客価値を高め、

マーケットシェアという成果に繋げていく。その際に、顧客視点に立った商品コンセプ

トの提示及びネットとの融合による新たなサービスを提示していくことになる。 

本論文では、サービスイノベーションについて、アジア市場に事業を展開している

日本企業を対象に実証分析を通じて取りまとめた。日本企業は、アジア市場において、

サービスの充実化に力点を置いた経営戦略の展開で、顧客価値を高めるサービスイノベ

ーションを実現し、競争優位性を高めていくことが大事である。このような戦略的サー

ビスイノベーションのパラダイムを明確に提示し、それを実証的に明らかにしたことに

本論文のオリジナリティがあると考えている。  
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ご指導いただいた、亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科アジア・国際経営戦

略専攻での恩師である池島政広先生には深く感謝したい。筆者本人はまだ至らないとこ

ろも多く、完全な一人前の研究者になったとは言えないが、研究に対する姿勢や研究者

としての心構えをご教示いただいている。先生のもとで、修士課程から現在に至るとい

う時間は、今後筆者が研究を続けていく中で、筆者にとって何ものにも代え難い貴重な

財産となった。先生のもとで研究を進めてきたことは、筆者にとっては幸運であった。

この場を借りて深くお礼を申し上げたい。  

 

なお、亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科の伊藤善夫先生、高橋量一先

生には、論文の展開において、常にご教示をいただいた。修士課程の時、新しい環境に

適応できず研究がうまく進まず悩んでいた時も、伊藤善夫先生からいつも励ましの言葉

を 頂 い た 。 そ し て 、 本 論 文 の 取 り ま と め に お い て 、 先 生 の ご 指 導 ご 鞭 撻 を い た だ き 、

謝意を表したい。  

 

右も左もわからない筆者が本論文を完成させることができたのは先生方々のご指導

あってのことだと思っている。  

  

また、アンケート調査で得られたデータの解析方法などについて、大学院を卒業さ

れたカルキ先輩から教示いただいたことに感謝したい。  
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さらに、アンケート調査に協力してくださったすべての方々にお礼を申し上げると

ともに、皆さまの日々のご支援がなければ、この論文は完成できなかった。  

 

Nguyen Thi Truc Quynh 

2017 年 10 月  13 日   
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付録_アンケート本文 

アジア事業戦略に関するアンケート 

 

 以下の記入方法に従ってお答えください。 

●    には、数字または該当する番号をご記入ください。 

●他の選択肢の場合には、該当する番号に○印をお付けください。例： １ ２ ３ ４ ５ ６ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 貴社の最も売上高の高い商品が属する業種に◎印を１つお付けください。他の取り扱っている全ての 

商品が属する業種に○印をお付けください。 

 

１．食料品 

２．繊維 

３．パルプ・紙 

４．化学（医薬品を除く） 

５．医薬品 

６．ゴム製品 

７．石油・石炭製品 

８．ガラス・土石製品 

９．鉄鋼 

１０．非鉄金属 

 貴社の主力商品に○印をお付けください。 

１．一般消費者向け    ２．企業向け 

 

 貴社の従業員数  

 

人  

    

 

 

 

ご多忙中のところ誠に恐縮でありますが、 

10月 29日（土） までに 

ご返送くださいますよう、お願い申し上げます。 

 

 

 

ご返送くださいますよう、お願い申し上げます。 

なお、本アンケートに関するご質問などは下記までご照会ください。 

 
                                             

 亜細亜大学： 池島 政広 

Ｅ － Ｍ ａ ｉ ｌ： ikejima@asia-u.ac.jp 
 

１１．金属製品 

１２．機械 

１３．電気機器 

１４．精密機器 

１５．輸送用機器 

１６．その他製造業（       ）         

１７．小売業 

１８．卸売業 

１９．その他サービス業（       ） 

そのうち、アジア地域の現地法人の従業員数 

人 

人      
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１．トップマネジメントの基本的な考え方 

1-1 貴社のトップマネジメントのアジア事業（日本を除くアジア地域の事業）に関する基本戦略をお教え 

ください。該当する番号に○印を 1つお付けください。 

 

1．事業規模の拡大を図る  3．事業規模の縮小を図る  5．進出を検討中 

2．事業規模の現状を維持する  4．撤退する  6．進出しない 

 

 

1-2 貴社のトップマネジメントは、アジア事業を推進する際に、下記の項目を意識的に実践されていますか。 

該当する番号に○印を１つずつお付けください。 

 

個別企業の利益を超えてアジア地域の繁栄を考える       

現地の生活者の豊かさを考える                       

アジア市場全体を俯瞰して事業を構想する                  

貴社の強みを活かすことを考える                      

描いた構想をスピーディーに実行する                   

アジア市場の開拓にトップ自ら関わる                

競合他社に先駆けてアジア進出に踏み切る                

カントリーリスクなどを考え、慎重に進出する              

現地企業との提携を積極的に推進する                          

現地企業との M&Aを積極的に推進する                           

早期の黒字化を図る                              

人事面でダイバーシティー（国籍・性別・文化・ 

価値観などの多様性）を受け入れている   

                       

 

1-3 貴社のトップマネジメントは、新たにアジア市場（日本を除く）に進出する際に、およそ何年後の黒字化 

を想定し て い ますか。 

 

 

 1 2 3 4 5 6   

   全く実践していない               意識的に実践している 

  

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 1 2 3 4 5 6 

 

 1 2 3 4 5 6 

 

およそ 年後 
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1-4 貴社のトップマネジメントは、アジア事業を成功させるために下記の項目にどの程度力を入れていますか。 

該当する番号に○印を１つずつお付けください。 

 

本社と現地法人との十分なコミュニケーション 

現地法人のトップに有能な人材の登用 

現地法人の従業員の採用・育成 

アジア地域統括拠点の強化 

他社にない独自の機能を持った商品の提供 

現地ニーズにきめ細かく対応した商品の提供 

付加価値の大きな高価格商品の提供 

品質の割に安い商品の提供 

特定の商品市場（ニッチ市場）の絞り込み 

生産・品質管理能力の向上 

原材料・部品の調達先の確保 

ブランド力の浸透 

現地専用ブランドの提供 

サービスの充実化 

販売網の拡充 

広告宣伝・販売促進の強化 

信頼できる現地パートナーの確保 

知的財産戦略の強化 

企画から開発・生産・販売までの一貫体制の構築 

現地政府・行政機関の政策への対応 

               

 

1-5 貴社のトップマネジメントは、下記のアジア地域での事業成功に大切な顧客サービスの価値をどの 

ように高めていますか。該当する番号を１つずつご記入ください。 

 

  

  1 2 3 4 5 6   

全く力を入れていない              非常に力を入れている 

 日本 中国 インド ASEAN 

社会の価値観などの大きな変化を洞察       

顧客の使いやすさを追求した商品設計     

顧客の購買意欲を高める新たなサービス（IoTなど）の提供     

他社・大学などの知見を活用     

サービスの価値の大切さを従業員に教育     

   1 2 3 4 5 6   

 全く当てはまらない              非常に当てはまる 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 
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1-6 貴社のトップマネジメントはアジア事業を展開する上で、現地企業（パートナー）との提携は下記の項目 

で有効であるとお考えですか。該当する番号に○印を１つずつお付けください。 

 

現地政府・行政機関との交渉力の活用  

スピーディーな意思決定（商品の早期の市場投入など）  

販売網の活用  

原材料・部品の調達能力の活用  

商品開発力の活用  

人事・労務の管理能力の活用  

現地市場の動向、顧客ニーズに関わる知見の活用  

現地工場・生産設備の活用  

現地人材の獲得         

資金力の活用 

 

 

 

 

1-7 貴社のトップマネジメントは、アジア事業を推進する際に、現地の大学との連携は下記の項目で有効で 

あるとお考えですか。該当する番号に○印を 1つずつお付けください。 

 

商品開発に活用できる技術・ノウハウの吸収  

新たな発想を持った将来のグローバル人材の確保  

学生の意見を参考に現地ニーズに合った商品・サービスの提供  

講座などを通じたコーポレートブランドの浸透  

現地に提供する商品の開発コストの削減・期間の短縮 

 

 

 

1-8 貴社の本社役員には、欧米・アジア地域の現地法人の事業経営を経験された方がいますか。該当する番号 

を 1つずつご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

  

   1 2 3 4 5 6   

 全く有効でない               非常に有効である 

   1 2 3 4 5 6   

 全く有効でない               非常に有効である 

 現在 今後の予定 

欧米での事業 

経営の経験者 

     

アジアでの事業

経営の経験者 

  

現在  今後の予定 

1.いる 1.予定あり 

2.いない 2.予定なし 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 
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２．アジア事業戦略について 

 

2-1 貴 社 の 現 在 の 売 上 高 に 占 め る ア ジ ア 地 域 （ 日 本 を 除 く ） の 売 上 高 の 比 率 お よ び 生 産 比 率 に つ い て 、  

該 当 す る 番 号 を 1 つ ず つ ご 記 入 く だ さ い 。 ま た 、 3 年 後 （ 方 針 ） に つ い て 、 該 当 す る 番 号 に ○ 印  

を 1つずつお付けください。 

 

 

 

 

 

現在： 

 

 

 

 

 

2-2 貴社の現在の営業利益に占めるアジア地域（日本を除く）の営業利益のおよその割合について、該当する 

番号を1つご記入ください。また、3年後（方針）について、該当する番号に○印を1つお付けください。 

 

 現在 3年後（方針） 

営業利益に占めるアジア地域（日本を除く） 

の営業利益の比率 

 1.減少  2.ほぼ同じ  3.増加 

 

現在： 

 

 

 

2-3 貴社の下記のアジア地域における事業戦略について、該当する番号を１つずつご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

  

 現在 3年後（方針） 

アジア地域（日本を除く）の売上高比率  1.減少  2.ほぼ同じ  3.増加 

アジア地域（日本を除く）の生産比率  1.減少  2.ほぼ同じ  3.増加 

1． 0％   4． 10％～20％未満  7． 40％～50％未満 10． 70％以上 

2． 0％超～5％未満  5． 20％～30％未満  8． 50％～60％未満  

3. 5％～10％未満 6． 30％～40％未満 9． 60％～70％未満  

1． 0％   4． 10％～20％未満  7． 40％～50％未満 10． 70％以上 

2． 0％超～5％未満  5． 20％～30％未満  8． 50％～60％未満  

3. 5％～10％未満 6． 30％～40％未満 9． 60％～70％未満  

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

事業戦略      

1．事業規模の拡大を図る 3．事業規模の縮小を図る 5．進出を検討中 

2．事業規模の現状を維持する 4．撤退する 6．進出しない 
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2-4 貴社のアジア事業にとって魅力がある国・地域名に○印を付け、そのうち最も魅力ある 

     国・地域に◎印をお付けください。なお、その他の場合、（ ）内に国名をご記入ください。 

     魅 力 の 理 由 に つ い て 、最 も 当てはまる、次に当てはまるものを１つずつお選びください。 

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 
その他 

（     ） 

最も当てはまる理由       

次に当てはまる理由       
         

1. 現地マーケットの規模が大きい  9．安価な労働力を確保できる  

2．現地マーケットの今後の成長性が高い 10．質の高いマネジメント人材を確保できる 

3．先端技術を吸収できる  11．質の高い従業員を確保できる 

4．税制優遇などの投資インセンティブがある 12．他のアジア地域との生産ネットワークが組みやすい 

5. 産業集積が充実している（原材料・部品が調達しやすいなど） 13．政治・社会情勢が安定している  

6．道路網などが整備されている  14．ビジネスに関わる法制度が整備されている 

7．安価で安定的な電力・エネルギーを確保できる 15．外国人にとって生活環境が整っている  

8．工業団地が整備されている 16．その他（             ） 

2-5 貴社が進出している下記のアジア地域で、直面している最も大きなリスク、次に大きなリスクについて 

該当する番号を１つずつご記入してください。 

1.政治の不安定性 8.販売代金の回収困難など商習慣の問題 

2.ストライキの発生  9.原材料・部品調達の困難に関わる産業集積の脆弱さ 

3.知的財産権の侵害 10.自然災害などの恐れ 

4.技術・ノウハウを持ったキーパーソンの転職 11.過度な価格競争 

5.法制度の未整備・不透明性 12.人件費の高騰 

6.事業の許認可などの行政手続きの煩雑さ  13.その他 （                ） 

7.計画されたインフラ整備の遅延の問題  

2-6 貴社の進出している下記のアジア市場で事業を成功させる上で、他社との提携および M&A の重要度に 

ついて該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

    1 2 3 4 5 6   

  全く重要でない              非常に重要である 

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

最も大きなリスク      

次に大きなリスク      

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

他社との提携      

他社を M&A      
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2-7 貴社はアジア地域統括拠点を設置していますか。該当する番号に○印を１つお付けください。なお、

（ ）内に拠点国名と設置年をご記入ください。 

2-8 貴社は、アジア地域統括拠点を置く国をどのような基準で選ばれていますか。最も当てはまる理由と次に

当てはまる理由を 1つずつご記入ください。 

 

最も              

当てはまる理由 
  

 1．周辺のアジア地域へのアクセスが容易  

 2．物流、金融、通信などの産業インフラが整っている  

次に             

当てはまる理由 
  

 3．法制度が整備され、行政手続が透明・簡素である   

 4．低い法人税率など税制上の恩典がある   

    5．優秀な人材が採用できる  

    6．外国人にとって生活環境が整っている  

    7．政治・社会情勢が安定している  

    8．その他（            ）   

３．研究開発戦略について 

3-1 貴社はアジア地域（日本を除く）で研究開発拠点を設置していますか。該当する番号に○印を１つお付け 

ください。なお、（  ）に主たる拠点国名と他の全ての拠点国名をご記入ください。 

 

        主たる拠点国名          他の全ての拠点国名     

1.設置している   （       ）   （                  ） 

2.設置する予定   （       ）   （                  ） 

3.検討中  

4.設置しない  

 

3-2 貴社のアジア地域での主たる研究開発拠点の設置理由について、該当する番号に○印を 1 つずつ 

お付けください。  

顧客になり得る市場規模の大きさ 

最新の市場情報などのトレンドを吸収できる 

生産拠点に近い 

自社の専門領域に関わる知識を持っている人材が豊富 

他企業の研究所・大学の研究機関などが集積していて連携しやすい 

現地政府の優遇策がある 

 

 

  

 拠点国名 設置年 

1.設置している （          ） 西暦 （        年） 

2.設置する予定 （          ） 西暦 （        年） 

3.検討中   

4.設置しない   

  1 2 3 4 5 6   

全く当てはまらない               非常に当てはまる 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 
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3-3 貴社の下記のアジア地域での研究開発の目的をお教えください。該当する番号を 1つずつご記入くださ

い。 

 中国 インド ASEAN 

現地の顧客ニーズに応える商品を開発する    

現地の商品開発のスピードアップを図る    

低いコストで商品を開発する     

 

3-4 貴社の現在および３年後（方針）のアジア地域での研究開発費の割合について、該当する番号を 1つずつ 

ご記入ください。なお、この割合は、アジア現地法人の研究開発費/（アジア現地法人の研究開発費+国内 

研究開発費）x100である。 

 

 

 

 

 

 

 

3-5 貴 社 の 技 術 を 下 記 の ア ジ ア 地 域 へ 移 転 す る 程 度 は ど の ぐ ら い で す か 。 最 先 端 技 術 お よ び 標 準 技 術 に つ い て 

該当する番号を1つずつご記入ください。 

 中国 インド ASEAN 

最先端 

技術 

標準 

技術 

最先端 

技術 

標準 

技術 

最先端 

技術 

標準 

技術 

商品のデザイン・開発に関する技術        

製造設備       

生産管理・品質管理のノウハウ       

 

 

 

 

 

 

 

 

    1 2 3 4 5 6   

  全く当てはまらない              非常に当てはまる 

現在 ３年後

(方針) 

  

現在： 1．0％ 3．1％～3％未満 5．5％～7％未満  7．10％以上  

2．0％超～1％未満 4．3％～5％未満 6．7％～10％未満  

３年後（方針）： 1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 

    1 2 3 4 5 6   

  全く移転してない              すべて移転している 
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４．マーケティング戦略について 

  

4-1 貴社が進出する下記のアジア市場において、どのような基準で顧客層を細分化していますか。最も有効な 

基準と次に有効な基準について、該当する番号を1つずつご記入ください。なお、その他の場合、（  ）に

は基準をご記入ください。 

 日本 中国 インド ASEAN 

最も有効な基準     

次に有効な基準     

 

1.所得  3.性別 5.ライフスタイル 

2.年齢 4.地域（大都市、中小都市、農村など） 6.その他(     ) 

4-2 貴社が進出する下記のアジア市場において、所得で細分化されたどの顧客層を最重視していますか。該当 

する番号を 1つずつご記入ください。 

 日本 中国 インド ASEAN 

3年前     

現在     

3年後（方針）     

  

 

 

4-3 貴社が進出している下記のアジア市場で、ハイエンド商品の割合はどの程度でしょうか。該当する番号を 

 1つずつご記入ください。   

1. 0％ 4.  20％～30％未満 7.  50％～60％未満 10.  80％～90％未満 

2. 0％超～10％未満 5.  30％～40％未満 8.  60％～70％未満 11.  90％～100％未満 

3. 10％～20％未満 6.  40％～50％未満 9.  70％～80％未満 12.  100% 

 

4-4 貴社は下記のアジア市場で販売していく上で、最も大きな問題点と次に大きな問題点を１つずつご記入 

ください。 

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

 最も大きな問題点      

次に大きな問題点      

  

 

 

 

1．超富裕層  3．中間層  5．特に顧客層を絞らない  

2．富裕層  4．低所得層  

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

ハイエンド商品の割合      

1．販売する商品の知名度が低い  5．販売促進の仕方が難しい  

2．インフラ未整備のために流通が困難  6．競争相手が多い  

3．商品そのものが現地ニーズに合っていない  7．その他（          ）  

4．価格の設定が難しい 
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4-5 貴社の下記の市場における主力商品について、顧客からの認知度はどの程度でしょうか。該当する番号に 

○印を１つずつお付けください。 

日本 

中国 

インド 

インドネシア 

タイ 

ベトナム 

 

4-6 貴社はアジア市場（日本を除く）での顧客からの認知度を高めるために、下記のマーケティング戦略に 

どの程度力を入れていますか。該当する番号に○印を１つずつお付けください。 

 

本社のトップ自ら商品・サービスをアピール  

現地法人のトップ自ら商品・サービスをアピール 

現地ニーズにきめ細かく対応した商品を提供  

世界に通用する基本機能を備えた商品を提供  

斬新なデザインを備えた商品を提供  

斬新なネーミング・ロゴを付けた商品を提供  

競合企業より高い価格帯の商品を提供   

商品機能の割には低い価格帯の商品を提供  

マスメディアを通じた広告宣伝                                

旗艦店を拡充                                                 

販売網を整備・拡充                                          

販売員を教育・訓練                                          

お客様相談窓口を充実                                        

イベント・キャンペーンを充実                                

 

 

 

 

 

    1 2 3 4 5 6   

  非常に低い              非常に高い 

   1 2 3 4 5 6   

 全く力を入れていない              非常に力を入れている 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

 

 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 
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５．人事戦略について 

 

5-1 貴社の本社でアジア事業の構想・推進を担える人材を育成するために、下記の方法にどの程度力を 

入れていますか。該当する番号に○印を 1つずつお付けください。  

 

育成ための明確なキャリアプラン                  

選抜された従業員への企業内研修              

外国人社員との合同研修                   

外部のセミナーへの参加                   

   国内のビジネススクールへ派遣                  

   海外のビジネススクールへ派遣                  

   海外の現地法人・提携先などで現地の商習慣・言語・文化の学習   

  
   1 2 3 4 5 6   

 全く力を入れていない              非常に力を入れている 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

 



     （付録) 

  

NGUYEN THI TRUC QUYNH 193 

 

5-2 貴社の本社でアジア事業の構想・企画を策定できる人材をどのように獲得していますか。該当する 

番号に○印を 1つずつお付けください。  

 

語学力や海外事情に知見のある日本人学生を採用し、育成する      

日本文化を理解した戦力になり得る留学生を採用し、育成する 

アジア事業に詳しい即戦力となる日本人を中途採用する 

現地で採用した優秀な外国人を本社に移籍させる 

 

 

 

 

5-3 貴社の進出している下記のアジア地域で過去３年間に採用された従業員のうち、およそ何割が定着されて

いますか。該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

 

1. 0％ 4.  20％～30％未満 7.  50％～60％未満 10.  80％～90％未満 

2. 0％超～10％未満 5.  30％～40％未満 8.  60％～70％未満 11.  90％～100％未満 

3. 10％～20％未満 6.  40％～50％未満 9.  70％～80％未満 12.  100% 

 

 

 

5-4 貴社の進出しているアジア地域における現地法人の経営方式は下記の項目で競合企業と比べていかが 

ですか。該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

  中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

現地化が進んでいる      

意思決定のスピードが速い      

給与水準が高い      

昇進のスピードが速い      

 

 

 

  

  1 2 3 4 5 6   

全く当てはまらない              非常に当てはまる 

国名 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

従業員の定着率      

  1 2 3 4 5 6   

全く当てはまらない               非常に当てはまる 

1  2  3  4  5  6  

1  2  3  4  5  6 

1  2  3  4  5  6 

1  2  3  4  5  6 
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5-5 将来、貴社のアジア地域の現地法人のマネジメントを任せられる人材を育成するために、現地法人の選抜 

された従業員を下記の研修目的でどの程度積極的に日本本社で受け入れていますか。該当する番号に○印 

を 1つずつお付けください。  

 マネジメント全体の研修                     

   日本語・日本文化の学習                    

   企業内コミュニケーションの促進・企業文化の認知        

   商品開発管理の研修                       

   生産・品質管理の研修                     

   知的財産権の学習                                                         

 

 

5-6 貴 社 の 進 出 し て い る 下 記 の ア ジ ア 地 域 で 経 営 者 の 現 地 化 が 進 ま な い 理 由 に つ い て 、 最 も 大 き な 理 由 と 次 に 

大きな理由をお教えください。該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

最も大きな理由      

次に大きな理由      

 

5-7 貴社の進出している下記のアジア地域における現地法人の中間管理職及び経営者の現地人比率について、 

該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

    1 2 3 4 5 6   

  全く当てはまらない              非常に当てはまる 

1. 本社とのコミュニケーションがとりにくい 5. 会社に対する忠誠心が低い 

2. 自社の企業理念の共有が難しい 6. 経営能力のある優秀な人材がまだ育成されていない 

3. 本社主導の経営がやりにくい  7. その他 （        ） 

4. 本社から派遣した日本人社員との連携が取りにくい  

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

中間管理職      

経営者      

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 

1 2 3 4 5 6 
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5-8 貴社の進出している下記のアジア地域における現地法人の中間管理職及び経営者の現地人比率の 3年後 

（方針）について、お教えください。該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

1.減少          2.ほぼ同じ          3.増加 

６．成果 

 

6-1 貴社の 2015年度の売上高に占める下記の国・地域別の売上高のおよその割合をお教えください。また、 

この割合の 3年後（方針）について、該当する番号を 1つずつご記入ください。 

 

  2015年度 3年後（方針） 

日本 ％  

中国 ％  

インド ％  

ASEAN ％  

上記以外のすべての国 ％  

合計 100％  

 

3年後(方針)： 

 

6-2 貴社の下記の国・地域における直近 3年間の売上高および営業利益の増減について、該当する番号を 

1つずつご記入ください。 

 日本 中国 インド ASEAN 
アジア全体 

（日本を除く） 

貴社全体 

売上高の増減       

営業利益の増減       

 

直近 3年間の増減： 

  

1.  0％   3.  10％～30％未満 5.  50％～70％未満 7.  90％～100％未満 

2. 0％超～10％未満 4.  30％～50％未満 6.  70％～90％未満 8.  100％ 

 中国 インド インドネシア タイ ベトナム 

中間管理職      

経営者      

1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 

1．減少 2．ほぼ同じ 3．増加 
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6-3  貴社の下記の国・地域別における 2015年度の売上高営業利益率について、該当する番号を 1つずつ 

ご記入ください。 

 

6-4 貴社の進出している下記のアジア地域における主力商品の現在のマーケットシェアについて、該当する番

号を 1つずつご記入ください。 

 

 日本 中国 インド ASEAN アジア全体 

（日本を除く） 

現在のマーケットシェア      

 

1． 1％未満 4． 5％～10％未満 7．30％～40％未満 10．70％～90％未満 

2． 1％～2％未満 5． 10％～20％未満 8．40％～50％未満 11．90％以上 

3． 2％～5％未満 6． 20％～30％未満 9．50％～70％未満   

 

6-5 アジア事業を展開していく上で、大事な点あるいは大きな問題点をご自由にお答えください。 

 

 

ご協力誠にありがとうございました。

 

  2015年度   1． マイナス 6． 10％～15％未満 

日本    2． 0％～2％未満 7． 15％～20％未満 

中国    3． 2％～5％未満 8． 20％～25％未満 

インド    4． 5％～7％未満 9． 25％～30％未満 

ASEAN    5． 7％～10％未満 10．  30％以上 

アジア全体（日本を除く）      

貴社の売上高営業利益率      


